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序     文 
 

ウガンダ共和国では、1997 年より始まった初等教育無償化政策により、小学校での実就学率が約

90%、就学児童数は同政策実施以前の 290万人から 690万人を超える数に達している。今後、小学校

卒業者と中等学校入学予定者が急増していくことは確実な状況であり、これに対応するため、同国は

2002 年以降、小学校卒業者を吸収する中等学校などの質的・量的な整備を早急に進めることを打ち

出してきたが、これまで初等教育に極めて大きな重点を置いてきた政策をすぐに変更することは困難

であり、その重要性・緊急性にもかかわらず、中等学校への支援は教育予算全体の約 1割程度にとど

まっているのが現状である。また、中等教育においては、特に理数科分野における成績が問題となっ

ており、教員の理数科目への教授法などの質的な面において、改善が求められている。 

このためウガンダ政府は、中等理数科教育における教員の資質向上を、我が国に対し要請してきた。

これを受けて JICAは、同国政府や関係機関と協議した結果、2005年 8月に討議議事録（R/D）を署

名し、ウガンダ国中等理数科強化プロジェクトを開始した。 

今般、プロジェクトの終了時評価を実施することを目的として、2008 年 2 月に調査団を派遣し、

ウガンダ政府や関係機関との間でプロジェクトの進捗状況の確認と開発援助委員会（DAC）5項目評

価に基づいた評価、今後の方向性に関する協議を行った。 

本報告書は、その評価調査結果を取りまとめたものであり、今後のプロジェクトの実施にあたって

活用されることを願うものである。 

最後に、調査にご協力をいただいた内外の関係者の方々に深い謝意を表するとともに、引き続き一

層のご支援をお願いする次第である。 
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略 語 表 
 

略語 正式名 日本語 

ALEI-PIEI Activity/Experiments, Learner-centered, 

Encouragement, and Improvisation - Plan, 

Implementation, Evaluation and 

Improvement 

活動/実験活動・学習者主体・意欲向上・創

意工夫－計画・実施・評価・改善 

DAC Development Assistance Committee （経済協力開発機構：OECD）開発援助委員

会 

DMC District Management Committee 県運営委員会 

DT District Trainer 地方研修講師 

FU Follow Up フォローアップ 

INSET In-Service Education and Training 現職教員研修 

MOES Ministry of Education and Sports, Uganda ウガンダ教育スポーツ省 

NT National Trainer 中央研修講師 

NTC National Teacher’s College  中等教員養成校 

OECD Organization for Economic Co-operation 

and Development 

経済協力開発機構 

PCM Project Cycle Management プロジェクト･サイクル・マネジメント 

PDM Project Design Matrix プロジェクト・デザイン・マトリックス 

PS Permanent Secretary 次官 

R/D Records of Discussions 討議議事録 

RECSAM Regional Centre for Education in Science 

and Mathematics 

（マレーシア）理数科教育地域センター 

SESEMAT Secondary Science and Mathematics 

Teacher’s (Project) 

中等理数科強化（プロジェクト） 

SMASSE Strengthening of Mathematics and Science 

in Secondary Education 

（ケニア）中等理数科教育強化計画 

TPD Teacher Professional Development 教員職能開発 

 





 

評価調査結果要約表（和文） 

 

１．案件の概要 

国名：  ウガンダ共和国 案件名：中等理数科強化プロジェクト 

分野： 基礎教育 援助形態：技術協力プロジェクト 

協力金額：198百万円 所轄部署： 人間開発部第 1 グループ基礎
教育第 2チーム  相手国実施機関：教育スポーツ省 

R/D： 2005年 8月 3日 日本側協力機関：なし 
協力期間 

3年間（2005.8.3 – 2008.8.2） 他の関連協力：なし 

1-1 協力の背景と概要 
ウガンダにおいては、1997 年より始まった初等教育無償化政策により、小学校での実就学率
が約 90%となり、就学児童数は政策実施以前の 290万人から 2004年には 690万人に急増してい
る。2007 年からは中等教育無償化政策も実施された。その結果、中等教育において大量の初等
教育修了者を受け入れる必要に迫られており、中等教育の量的拡大とともに質的向上が喫緊の

課題となっている。 
中等教育の中で、理数科の水準は非常に低い。前期中等教育修了試験の結果では、理数科以

外の不合格率は毎年 1割から最大 2割程度なのに対して、理数科の不合格率は 4割から 6割近
くに達している。この現状は、科学技術振興を通じた経済成長を目指すウガンダ政府にとって

深刻に受け止められ、理数科教育強化に向けた取り組みがなされようとしている。 
この中等理数科教育に関する問題の多くは教員の質の低さに起因する。教員の多くは教師・

理論中心の教授法を取っており、教科知識も十分ではない。また中等教員対象の現職研修制度

がないため、教授法・教科知識を継続して向上させる機会が与えられていない。 
これらの課題に対し、本案件は現職中等理数科教員を対象に現職教員研修（INSET）を実施

し、教員の資質向上を行う。加えて、校長や教育行政官を対象に理数科教育に関する啓発活動

を行うことにより、研修を受けた教員への支援体制を強化する。また、INSETを制度化するこ
とにより、中等理数科教育を取り巻く環境の底上げを行う。 

 

1-2 協力内容 
(1) 達成目標 
（i）上位目標 

パイロット県における中等学校の生徒の理数科の学力が向上する。 
（ii）プロジェクト目標 

パイロット県における中等理数科教員の資質が向上する。 
 
 (2) 活動・成果（アウトプット） 
① パイロット県における中等理数科教員や教員養成校教官が所定の現職教員研修課程を修了
する。 

1) 中央研修講師（NT）を採用する。 
2) 中央研修講師（NT）のための本邦もしくは第三国研修を実施する。 
3) 理数科教育・教員教育に関するベースライン調査を実施する、 
4) 研修教材・マニュアル等を開発する。 
5) 地方研修講師（DT）をパイロット県の現職教員より選定する。 
6) 首都における地方研修講師（DT）のための研修を実施する。 
7) 地方研修を実施する。 
8) モニタリング・評価を実施する。 



 

 
② パイロット県にて理数科教育に対する学校や保護者等からの支援が得られるようになる。

1) 中等学校校長、学校運営委員長、PTA会長を対象にした学校運営に関する研修を実施
する。 

2) パイロット県の地方教育行政官への理数科教育に関する啓発ワークショップを実施
する。 

3) プロジェクト活動を広報するためのニュースレターを発行する。 
4) 授業実践コンテストを組織する。 

 
③ 現職教員研修が制度化される。 

1) 中央研修センターを首都カンパラ市に、地方研修センターをパイロット県に 7カ所設
置する。 

2) 中央・地方研修センターに研修実施に必要な機材を供与する。 
3) 中等理数科教員のための指導ガイドラインを作成する。 
4) 教員研修のコンセプトペーパーを作成する。 

 
1-3.投入 
日本側 
  専門家派遣 

長期：研修運営・管理 1名×3年 
第三国専門家等：ケニアより 2005年 8名、2006年 13名、2007年 8名 

  研修員受入 
    本邦研修：2005年ナショナル・コーディネーター1名、2006年教育スポーツ省職員 2名・

校長 1名、2008年教育スポーツ省職員 1名・校長 1名・Masaka県教育委員長 1名
ケニア第三国研修：理数科教員、DTなど（2005年 15名、2006年 8名、2007年 10名）、

実地研修（2005年 NT4名、2006年 NT8名） 
在外研修：マレーシア東南アジア教育大臣機構（SEAMEO）理数科教育地域センター

（RECSAM）で個別研修（2007年 6月、プロジェクト関係者として中央研修講師
の 7名と 17名の授業実践コンテスト上位入賞者の計 24名が参加） 

  プロジェクト経費 
単位：千円

2005 2006 2007 小計

在外事業強化費 55,115 40,424 33,501 129,040

機材供与 11,472 0 1,450 12,922

携行機材 1,642 245 0 1,887

国別研修 1,122 3,144 3,563 7,829

他 510 2,032 0 2,542

合計 69,861 45,845 38,514 154,220

※　2007年度までの数値を「2008年3月末予定金額」として掲載。

※　専門家派遣に関わる経費は含まれない。     
相手国側 
 中央研修講師の給与と手当 
 研修参加者への宿泊・交通費 
 地方研修講師への手当 
 中央研修センター、地方研修センターのための施設 
 光熱水費  
 SESEMATプロジェクト関連 
・拡大プログラム予算：3年間合計で、9億 2880万シリング（約 6200万円）。うち 5億 3880
万シリング（約 3600万円）を見返り資金から、3億 9000万シリング（約 2600万円）を債



 

務救済無償残余金から充当。なお、拡大プログラムはウガンダ政府が独自予算にて、SESEMAT
プログラムを対象地域外に展開した活動。 

 

2．評価調査団員の概要 

団長 杉山 隆彦 ケニア中等理数科教育強化計画フェーズ 2専門家 
教育評価 三田村達宏 JICA人間開発部第 1グループ基礎教育第 2チーム 

調査者 
 
 評価分析 關谷 武司 クリスタル・インテリジェンス株式会社 

調査期間 2008年 2月 2日～2008年 2月 17日 評価の種類：終了時評価 

3．評価結果の概要 

3-1 実績の確認（成果、プロジェクト・上位目標に関する目標の達成状況） 

(1) プロジェクトの成果 

   成果① パイロット県における中等理数科教員や教員養成校教官が所定の現職教員研修課

程を修了する。 

 

  ほぼすべての計画された研修がスケジュールどおり実施された。現職教員研修（INSET）
を実施する中核人材である中央研修講師（NT）、地方研修講師（DT）は一定の力量を身に
付けることができたと判断される。研修を受けた教員のポジティブな態度変容が認められ

た。予定された研修のうち、パイロット県における INSETの参加教員数は目標値である 400
人を下回ったが、質の高い教員研修を予定通り実施し、出張旅費等の金銭的なインセンテ

ィブがない中で、やる気のある教員が継続的に研修に参加したことは意義がある。 
 

   成果② パイロット県にて理数科教育に対する学校や保護者からの支援が得られるように

なる。 
    
   指標 (a) パイロット県のすべての学校長・学校運営委員長・PTA会長が学校運営研修を受

ける。 
   →学校長向け研修（2回）、県運営委員会（DMC）対象ワークショップが実施された。 

 
指標 (b) パイロット県のすべての地方教育行政官が理数科教育に関する啓発ワークショ
ップを受ける。 

   →地方教育行政官向け啓発ワークショップが実施された。 
 

地方教育委員会、校長、DMCメンバーなどに理数科教育に対する啓発活動、地方での自
立的研修マネジメント指導などを行った。第 3サイクル研修は中央からの財政支援なしで、
パイロット県の自立的運営が可能となった。授業実践コンテストは活動/実験活動・学習者

主体・意欲向上・創意工夫（ALEI）アプローチの普及やプロジェクト活動の啓発を促すこ
とに貢献し、数学や物理では優秀な教員を発掘することができた。 

 
   成果③ 現職教員研修が制度化される。 
   
   指標 (a) 中央研修センターと地方研修センターを設置する。 
   →設置された。 
 
   指標 (b) ナショナル・コーディネーターによる施設維持管理状況調査で、すべての中央・

地方研修センターが維持管理良好と認められる。 
   →ほぼ維持管理良好と認められた。問題のあったセンターについては、対応措置がとられ

た。 
 



 

   指標 (c) 教員雇用委員会の定める教員昇進条件にプロジェクトの現職研修が含まれる。 
   →現職教員研修コンセプトペーパーが教育スポーツ省（MOES）で検討されており、指標

達成の可能性がある。 
 

首都に中央研修センターが設置され、地方研修センター（District Centres）は Tororo/Butaleja 
県 に 1カ所、Masaka県に 2カ所設置されている。資機材の管理・活用も適切に行われてい
た。プロジェクトが開発した教員指導ガイドライン（Teaching Guideline）は MOES によっ
て全国配布され、ALEIアプローチの一定の理解には役立った。 

 
(2) プロジェクト目標 

プロジェクト目標の達成指標である授業観察指数については目標値を上回り（目標値 2.3
に対して 2.46達成）、学習者授業参加指数についてもほぼ目標値に到達した（目標値、達成
値ともに 1.8）。教員は生徒への問いかけを行い、実験などの活動を盛んに取り入れている様
子も確認することができた。生徒の反応も活発であった。今後も継続的に質的な向上が求め

られるものの、研修を受けた教員による授業は変わりつつあり、プロジェクト終了時までに

プロジェクト目標は達成される可能性が高いと判断できる。 
 

(3) 上位目標 
 活動実績の検証から、教員研修は計画通り行われた。そして、成果の達成状況から教員

態度変容が確認された。その後の教員による授業実践改善の取り組みが観察され、ALEIア
プローチにそって学習者中心の授業へと変わりつつある。また、生徒へのインタビューでも

実験等が楽しく、学習内容も分かりやすいなどのコメントがあり、「生徒の関心増大」が裏

付けられる。 
以上、「教員研修実施⇒教員態度変容⇒教員授業実践改善⇒生徒の関心増大⇒学力向上」

という仮説プロセスは順調に達成されており、継続的な取り組みにより上位目標の「学力向

上」へとつながる可能性は十分に期待される。 

 

3-2 評価結果の要約 
(1) 妥当性 ： 非常に高い 

大統領の 2007 年施政方針演説において、中等教育強化が優先政策として挙げられ、中等
教育無償化政策実施、国家学力テストにおける理数科の必須化などを受けて、SESEMATプ
ロジェクトの重要性は高まる一方である。協力手法も日本のこれまでに蓄積された経験・ノ

ウハウが活かされており、妥当性は非常に高いと評価された。 
(2) 有効性 ： 高い 

研修の中核人材は順調に育成され、地方における研修マネジメントシステムも確立されて

きた。そして、研修を受けた教員にも態度変容が確認され、授業は ALEIアプローチに沿っ
た展開がなされ始めている。今後も継続的に質的な向上が求められるものの、プロジェクト

目標は達成される可能性が高いことから、有効性は高いと判断できる。 
(3) 効率性 ： 中程度 

研修受講者数、研修内容自体の定着度などの課題はあるものの、ケニア中等理数科教育強

化計画（SMASSE）広域案件の知的、人的、物的資源の有効活用やローカル資源の活用は十
分に行われている。教員研修立ち上げのために、施設等の整備に初期投資を行った結果、全

体コストが増した。以上を勘案し、効率性は中程度と判断できる。 
(4) インパクト ： 高い 

生徒のポジティブな反応として、理数科への関心が高くなりつつあることが観察され始め

ていること、対象地域を 12県に拡大するプログラムがすでに 2007年 5月から順調に運営さ
れていることから、インパクトは高いと評価された。 

(5)自立発展性 ： 高い 
ウガンダ側の理数科振興政策は、政府の長期開発計画の一部であり、政策支援が今後も継



 

続していくことは確実であると考えられる。パイロット県における第 3サイクルの研修は中
央からの財政支援なしに DMCの自立的運営で実施され、拡大プログラムにおいてもすべて
の地域で自立的に運営されている。研修中核となる 8名の NTが専属でおり、実施体制、研
修実施能力は強化されつつある。以上のことから自立発展性は高いと判断される。 

 

3-3 効果発現に貢献した要因 

（1）計画内容に関すること 
 同国での一連の理数科振興政策。 

（2）実施プロセスに関すること 
 教育スポーツ省、プロジェクト責任者トップの明確な姿勢。 

 

3-4 問題点及び問題を惹起した要因 

（1）計画内容に関すること 
 省庁やドナーによる研修、ワークショップへの参加に際し、宿泊費・日当などの金銭的
報酬を受けることが当然と受け止められる現地習慣。 

（2）実施プロセスに関すること 
 プラスアルファのインセンティブがない中で、授業準備など教員の活動量の増加。 
 ケニアの暴動の影響によるガソリンなどの物価高騰。 
 研修と国家学力テスト採点との時期的重なり。 
 

3-5 結論 
上記の評価結果より、調査団としては以下のように判断した。 

1) NTという研修中核人材の育成は順調に進んできている。そして、カスケード研修システ
ムを使った DT の育成、理数科教員の能力向上を実現する研修システムはほぼ確立され
た。 

2) 地方レベルでの自立的研修運営も実現されており、拡大プログラムも進行中である。ウ
ガンダ側の理数科教育強化政策の推進により、自立発展性も高いと考えられる。 

3) 残された課題として、NTのモニタリング・評価能力の向上、ならびに地方レベルでの草
の根モニタリングシステムの確立、教員のインセンティブ向上のためのイベントである

理数科授業実践コンテストの継続・発展が望まれる。 
4) ALEIの理解、授業における改善トライアルにとどまらない、ALEI実践を通じた授業･学
習の向上が、生徒の学力向上の鍵であろう。 

 
   以上から、プロジェクトはパイロット事業を成功裏に終える見込みである。今後は、この

パイロット経験を最大限活用し、対象地域を拡大し、全国展開に向けた取り組みを継続する

べきである。 
 

3-6 提言 
（1）中央・地方レベルの INSETシステムの制度化 
教育の質向上のためには、継続的な教員職能開発（TPD）、そのための教員研修が不可欠であり、

INSET 制度は教育省の国家計画（national program）として制度化される必要がある。制度化のた
めには、まず、必要な予算を教育省経常経費の予算項目として計上し、恒常的な予算確保を図る

必要がある。現状の INSET予算はプロジェクトカウンターパート予算として計上されており、機
能しているが、より持続的な INSETの制度化のためには、確固たる財政基盤として予算項目化が
必要である。 
今後、INSET を自立発展させていくためには、さらに地方レベルでの研修実施体制を強化させ
る必要があり、DMCの機能強化およびクラスターレベルでの教員実践を支援するべき学校長の校
内マネジメント能力向上にも取り組む必要がある。 
また、地方 INSET実施に必要な INSET基金の徴収は改善してきたが、未だ私立学校からの徴収



 

が極めて低い。プロジェクト地域の今後の拡大も踏まえ、公立学校に不公平感が生じることのな

いよう、教育省は、私立学校からの INSET基金徴収に関する改善策を講じる必要がある。 
 
（2）教育の質向上のための ALEI-PIEIアプローチの深化 
プロジェクトは 3回の INSET実施を通じて、中央・地方レベルの教育関係者の活動/実験活動・

学習者主体・意欲向上・創意工夫‐計画・実践・評価・改善（ALEI-PIEI）アプローチに関する理
解を深めた。これにより、教員の態度変容がもたらされ、教員が授業計画の作成、実験活動の導

入などの授業改善の試みを実践し始めていることが確認された。今後、教員の授業改善の実践を

定着させ、教育の質の向上に結びつけるためには、Hands-on ActivityからMinds-on Activityへの深
化、教員による授業改善から生徒の学習プロセス改善へのインパクト波及が不可欠である。 
 
（3）サイクル３以降の INSET戦略 
サイクル 3以降の INSETの方向性に関し、その継続の必要について関係者の合意はあるものの、
明確な戦略がない。教員、DTおよび NTの間には、教員のニーズに基づいて、教科内容を中心と
した研修にするべきとの意見もある。同時に教員は、ALEI-PIEIアプローチについて、国家試験対
策のために決められたシラバスをカバーする必要性との両立の難しさを感じており、ALEI-PIEI
アプローチ実践の一つの障害となっている。 
このような ALEI-PIEI アプローチの構造的な課題を解決するために、教育省は、長期的な観点
から、生徒の論理的な思考能力を問う問題の重視など国家試験との整合性の検討、中等理数科の

カリキュラム系統性分析を踏まえた重要トピックの抽出と、それに対応した INSETカリキュラム
の開発などを検討するべきである。 
 
（4）M&E強化：INSETの質の維持と教員実践 FU 

ALEI-PIEIアプローチの深化のためには、さらに適切なM&Eを実施する必要がある。特に授業
観察においては、表面的、形式的な ALEI-PIAI アプローチの導入のみで、授業が高く評価される
傾向にあるが、NTや DTは、より良い授業についてさらに理解を深め、適切な評価体系・基準で、
授業観察・評価を行う必要がある。そのためには、マレーシア理数科教育地域センター（RECSAM）
研修や本邦研修への参加を通じて、「良い授業」を体感した NT等が中心となって、授業観察の評
価体系・基準に関する議論・検討を行うべきである。 
 INSETの質の維持のためのモニタリング・評価（M&E）は、NTが効果的に行う必要があるが、
上に述べたような ALEI-PIEIアプローチの深化のための教員実践のフォローアップ（FU）や教員
へのフィードバックを目的とした授業観察については、DTや教科主任による日常的なモニタリン
グが必要である。 

 

3-7 教訓 
（1）パイロット事業の拡大期における自発性の尊重 
 パイロット事業の開始時においては、プロジェクトの内容について、受益者が十分理解するこ

とは難しく、プロジェクト事業実施を通じて生じる様々な課題、対立などを通じて、実施者と受

益者の相互理解が進む。パイロット事業を拡大する際には、これらのパイロット事業の経験を踏

まえ、プロジェクト参加を検討する受益者層が、プロジェクトに参加することで生じるコストと

責任、得ることができる便益をよく理解したうえで、彼らの自発的な判断で、プロジェクト拡大

に参加するべきである。 
 
（2）質の高い教員研修の確立と教員ニーズへの対応 
 教員研修においては、研修の質の維持がプロジェクトの生命線であり、研修の質や将来の自立

発展性を犠牲にしてまで、当面の研修参加者数を増加させることに取り組む必要はない。パイロ

ット期においては、予想よりも少ない教員参加であっても、まずは質の高い研修を実施する体制

を整備することを最優先事項として達成し、その後、教員の抱える懸念事項や研修ニーズに対し

て、教員研修がどのように対応するか検討するべきである。 
  



 

（3）包括的アプローチ 
 教育の質向上のためには、学校関係者（学校長、教員、生徒、父兄）の関心を高めることが重

要であり、プロジェクトでは、教員研修のみならず、優秀授業実践コンテスト、サイエンス授業

模範実践、サイエンス職業ガイド作成など、様々な取り組みを行い、関係者の啓発に努めた。こ

のような包括的なアプローチが、教育の質向上という成果を得るうえで重要である。 

 

3-8 フォローアップ状況 

 ウガンダ政府は、終了時評価調査の結果を受け、SESEMATをウガンダ全国に拡大することを決
定し、全国展開に対する支援を日本政府に要請した。JICAはこれを受け、2008年 8月より、これ
まで支援を受けていない 24県における SESEMATに対する支援を行う技術協力プロジェクト「ウ
ガンダ理数科強化全国展開プロジェクト」を 3年間の予定で実施している。 

 

 



 

評価調査結果要約表（英文） 

Overview of Terminal Evaluation Survey Results 
 

1. Outline of the Project 

Country： Republic of Uganda 
Project title：Secondary Science and 

Mathematics Teachers’ Project (SESEMAT) 

Issue/Sector： Basic Education 
Cooperation scheme：Technical cooperation 

project 

Total cost：198 million yen Division 

in 

charge： 

Basic Education Team 2, Group 1, 

Human Development Dept.   
Partner Country’s Implementing 

Organization：Ministry of Education and Sports 

(MOES) 

(R/D)： August 3, 2005 Supporting Organization in Japan：N/A Period of 

Cooperati

on From August 3, 2005 to August 2, 2008 Related Cooperation：N/A 

1-1 Background of the Project 

Since the introduction of the Universal Primary Education (UPE) policy in 1997, the net enrollment 

ratio of primary schools in Uganda has risen to around 90%, and the number of pupils attending primary 

schools has jumped from 2.9 million before UPE to 6.9 million in 2004.  As a result of the subsequent 

implementation of the Universal Post Primary Education and Training (UPPET) policy in 2007, secondary 

schools are now forced to accept considerably larger numbers of students who have completed primary 

education and thus urgently need to expand both quantitatively and qualitatively.   

Secondary school students’ performance in mathematics and science is at a very low level in Uganda. 

While only 10 to up to 20% of students fail first-semester final exams in subjects other than math and 

science each year, 40 to nearly 60% of students fail math and science tests.  The Ugandan Government, 

which aims for economic growth through the promotion of science and technology, took this situation 

seriously and began implementing measures to strengthen mathematic and science in secondary education.

Many of the problems in secondary-level math and science education arise from the poor quality of 

teachers, many of whom are taking teacher-centered and theory-centered approaches without sufficient 

knowledge of the subjects they are assigned to teach.  Also, secondary level teachers are given no 

opportunities to enhance their teaching skills and knowledge on a continuous basis due to the absence of 

in-service training designed for them.  

In the face of these challenges, this project aims to improve the quality of teachers through the 

implementation of in-service education and training (INSET) for in-service math and science teachers in 

secondary education.  In addition, this project intends to strengthen a support system for teachers who 

have attended INSET by educating school principals and education administrators in math and science 



 

education and improve the overall environment surrounding secondary-level math and science education 

by institutionalizing the in-service training of teachers.  

 

1-2 Contents of Cooperation 
(1) Overall Goal 

To improve secondary student performance in Mathematics, Physics, Chemistry and Biology in the pilot 
districts  

 

(2) Project Purpose 

To improve teaching ability of Mathematics and Science teachers at secondary level in the pilot districts 

 

(3) Outputs and Activities  

1) A number of teachers trained through the INSET 

(1-1) To recruit National Trainers (NTs) 

(1-2) To conduct training for NTs in Japan or third countries 

(1-3) To conduct baseline survey on secondary Mathematics and Science education and teacher 
education 

(1-4) To develop training curriculum, materials, monitoring and evaluation tools 

(1-5) To identify District Trainers (DTs) from the Secondary schools in the pilot districts 

(1-6) To conduct national training for District Trainers (DTs)  

(1-7) To conduct district training 

(1-8) To conduct monitoring and evaluation 

2) School and parental support for teaching and learning Mathematics and Sciences enhanced 

(2-1) To provide Head teachers with sensitization and school management workshops 

(2-2) To organize sensitization workshops for District Education Officers (DEOs)  

(2-3) To develop Student Vocation Guides 

(2-4) To organize lesson demonstration competitions 

3) INSET system institutionalized 

(3-1) To establish National INSET Centre in Kampala and District Training Centers in the pilot districts

(3-2) To provide the centers with basic equipment, machinery, educational materials necessary for the 
training 

(3-3) To develop pedagogical working document for secondary science and mathematics teachers 

(3-4) To develop a concept paper on INSET for secondary teachers 

1-3. Inputs 

Japanese side: 

  Dispatch of experts 

Long-term (INSET management: 1 person x 3 years) 

Short-term (third-country experts, etc. from Kenya: 8 persons in 2008, 13 persons in 2006, 8 

persons in 2007) 

  Receiving of trainees 

      Training in Japan (1 person from NC in 2005, 2 persons from MOES and 1 principal in 2006, 1 

person from MOES, 1 principal, and 1 Director from Masaka District Education Board in



 

                         2008) 

Overseas training: third-country training in Kenya (math/science teachers, DTs, etc. - 15 persons 

in 2005, 8 in 2008, 10 in 2007), On the Job Training (4 NTs in 2005, 8 NTs in 2006). 

Overseas training: 24 stakeholders of the project (7 NC staff and 17 prizewinners of Lesson 

Practice Contest) participated in individual training at SEAMEO-RECSAM (Southeast 

Asian Ministers of Education Organization-Regional Center for Education in Science & 

Mathematics). 

  Project Cost 

Unit: 1,000 yen

 2005 2006 2007 Subtotal 

Overseas project activity cost 55,115 40,424 33,501 129,040

Provision of equipment 11,472 0 1,450 12,922

Carry-on equipment 1,642 245 0 1,887

Country-specific training 1,122 3,144 3,563 7,829

Other 510 2,032 0 2,542

Total 69,861 45,845 38,514 154,220

*FY2007 figures are estimate values as of the end of March 2008. 

*Expenses associated with the dispatch of experts are not included. 

                   

Ugandan side: 

 Salaries and allowances for NTs.  

 Lodging and transportation costs of INSET participants. 

 Allowances for DTs. 

 Facilities for National and District INSET Centers.  

 Utility costs 

 Project expenses 

- Budget for expanded programs: a total of 928.8 million shillings (about 62 million yen) for three 

years, of which 538.8 million shillings (about 36 million yen) will be appropriated from counterpart 

fund and 390 million shillings (about 26 million yen) from the balance of debt relief.  

 

2．Outline of Evaluation Study Team 

Leader Takahiko SUGIYAMA Kenya SMASSE Project Phase-II 

expert 

Education evaluation Tatsuhiro MITAMURA Basic Education Team 2, Group 1, 

Human Development Dept, JICA 

Members of 

Evaluation 

Team 

Evaluation analysis Takeshi SEKIYA Crystal Intelligence Inc. 



 

Period of 

Evaluation 
Feb. 2, 2008 to Feb. 17, 2008 

Type of evaluation: terminal 

evaluation 

3．Outline of Evaluation Result 

3-1 Verification of Outputs (results, degree of achievement of overall goal and project purpose) 

(1) Outputs of the Project 
  [Output 1] “A number of teachers trained through the INSET” 

Almost all activities have been carried out as scheduled. NTs and DTs, the core participants of 

INSET, are deemed to have acquired certain capacities, and there was a positive transformation of 

attitude in teachers who attended INSET.  Although the actual number of INSET participants fell 

short of the target of 400, it is significant that high-quality training programs were carried out as 

scheduled and motivated teachers attended INSET on a continuous basis without being paid travel 

expenses and other monetary incentives.  

 
[Output 2] “School and parental support for teaching and learning Mathematics and Sciences 
enhanced” 

 

Activities were carried out to sensitize District Education Board, principals, DMC members, and 

other personnel on math and science education and give them guidance on sustainable training 

management.  The pilot districts were able to operate the 3rd training cycle without financial 

assistance from the central government.  Lesson Practice Contest contributed to the dissemination 

of ALEI (Activity/Experiments, Learner-centered, Encouragement and Improvisation) approach and 

the informing of project activities.  It also led to the discovery of excellent math and physics 

teachers.  

 
  [Output 3] “INSET system institutionalized” 

 

National INSET Center was established in the capital city.  Tororo/Butaleja Districts now have 

one District INSET Center, and Masaka District has two.  Equipment and supplies were being 

utilized and managed properly.  The Teaching Guideline, which was developed as part of the 

project, was distributed nationwide by the MOES, which contributed to the understanding of the 

ALEI approach. 

 

(2)  Project Purpose 

The lesson observation index, one of the indicators to measure the accomplishment of the 

project purpose, registered 2.46, surpassing the target of 2.3.  Also, the student’s participation 

index exactly met the target of 1.8.  It was observed that teachers were asking questions to students 

and actively incorporating experiments and other activities.  Students seemed to enthusiastically 

respond to these new approaches.  Although there remain room for continuous qualitative 



 

improvement, judging from how lessons are being transformed by teachers who attended INSET, it 

is highly likely that the project purpose will be accomplished by the end of the project.  

 

(3)  Overall Goal 

Based on the record of activities, it was verified that INSET sessions had been carried out as 

originally planned. Transformation in teachers’ attitude was confirmed through various indicators. 

Also, it was observed that trained teachers were endeavoring to improve classroom practices and 

adopt more student-centered lessons in line with the ALEI approach.  During interviews, students 

responded that they enjoyed experiments and other activities and said that the class contents were 

easy to understand, verifying the accomplishment of the objective “students’ interest level 

increases.”  

In view of the above, the hypothetical process flow of “implementation of INSET ⇒ 

transformation of teachers’ attitude ⇒ improvement of classroom practices by teachers ⇒ increase 

in students’ interest ⇒ enhancement of academic achievement” is becoming reality.  Thus, it is 

likely that continuous effort will lead to the accomplishment of the ultimate goal of “enhanced 

academic achievement.”  

 

3-2 Summary of Evaluation Result 

(2) Relevance: very high 

The Ugandan president, in his 2007 policy speech, gave priority to the strengthening of math 

and science education in secondary education.  With the implementation of the Universal Post 

Primary Education and Training policy while math and science are becoming mandatory subjects in 

national achievement test, the importance of the SESEMAT project is becoming increasingly 

recognized.  Also, considering the fact that Japan’s accumulated experiences and know-how are 

effectively utilized in the cooperation, the relevance of this project is assessed as very high.  

(5) Effectiveness: high 

Core personnel of the training programs have been steadily fostered, and a training management 

system at district level has been established.  Teachers, who attended INSET, have changed their 

attitude and begun teaching classes according to the ALEI approach.  Although continuous 

improvement is still needed, the effectiveness of the project is deemed high, as the project purpose is 

likely be accomplished in the near future.  

(6) Efficiency: moderate 

Although challenges remain in the number of INSET participants and the degree to which the 

knowledge and techniques taught during INSET stay with the trainees, the project is fully utilizing 

the intellectual, human, and physical resources of the Kenyan wide-area SMASSE project, as well 

as local resources.  Because this is a pilot project and will require initial investment, its efficiency 

is assessed as moderate.   



 

(7) Impact: high 

As one of the positive impacts of this project, students’ interest in math and science classes is 

beginning to increase.  Also, expanded programs covering 12 districts have been carried out 

smoothly since May 2007.  Thus, the overall impact of this project is assessed as high.  

(5) Sustainability: high 

Since Uganda’s science and math promotion policy is a part of the government’s long-term 

development plan, governmental support for this project will most likely continue in the future. 

DMCs were able to carry out independently the 3rd cycle INSET without financial assistance from 

the central government, and expanded programs are also conducted independently in all localities. 

Eight fulltime NTs have been assigned to work as core trainers of INSET, and the overall 

implementation system and capacity are strengthening.  In view of the foregoing, the sustainability 

of this project is deemed high. 

 

3-3 Factors that promoted the realization of effects 

(1) Matters related to the planning of the project  

 A series of math and science promotion programs implemented in Uganda.  

(2) Matters related to the implementation process of the project  

 Clear attitude of top officials of MOES and project owner. 

 

3-4 Factors that impeded the realization of effects 

(1) Matters related to the planning of the project  

 Local customs, in which people take it for granted to receive lodging allowances and other 

monetary compensation for participating in training and workshops organized by government 

agencies and donor organizations. 

(2) Matters related to the implementation process of the project  

 Additional burden for teachers, such as lesson preparations, without extra incentives. 

 Price hike in oil and commodities due to riots in Kenya. 

 Overlapping timing of INSET and scoring of national academic achievement test. 

 

3-5 Conclusion 

Based on the above evaluation results, the Study Team has made the following assessments: 

1) Training of NTs as the core personnel of INSET is progressing steadily.  Also, training systems 

to foster DTs and improve the capacities of math and science teachers through the cascade 

system of INSET have been established for the most part.  

2) Independent administration of district-level training programs is being realized, and expanded 

programs are also in progress.  The sustainability of this project is deemed high because of 

Ugandan government’s policy to keep strengthening science and math education. 



 

3) Further improvements are desired including the upgrading of NTs’ monitoring/evaluation 

capacities, establishment of a grassroots monitoring system at district level, and 

continuation/expansion of events (such as Super Science Teacher Contest) to motivate teachers. 

4) Understanding the concept of the ALEI approach and trying it on a temporary basis would not be 

sufficient.  On-going practice of ALEI methods in classrooms is the key to improving the 

quality of classes and students’ learning abilities in order to enhance student’s academic 

achievement. 

 

To conclude, it is prospected that SESEMAT would successfully achieve the planned target. It is 

recommended that the experiences of this pilot phase should be utilized in order to facilitate the 

national expansion of SESEMAT.  

 

3-6 Recommendations 

As a result of a series of discussions, the evaluators made the following recommendations to the 

Ugandan side.  

(1) Institutionalizing the INSET system at national and district levels 

Continuous capacity building of teachers through systematic training is essential for the improvement 

of the quality of education.  Thus, INSET needs to be institutionalized as a national program by first 

appropriating funds on a permanent basis as part of the ordinary expenses of MOES.  Although the 

current INSET programs are sufficiently financed by the project’s counterpart fund, a stable financial 

foundation needs to be established as a specific budget item in order to institutionalize the INSET system 

on a sustainable basis.  

In addition, to ensure that the Ugandan side can independently continue and further develop INSET, 

district-level INSET implementation systems, as well as the function of DMC, need to be strengthened. 

Also, school management capacities of principals, who are in the position to support teachers at cluster 

level, need to be improved. 

While collection of funds necessary for conducting district INSET is improving, the collection rate 

from private schools is still extremely low.  Considering the possible expansion of the project area in the 

future, MOES is advised to take measures to increase the collection of INSET funds from private schools 

in order not to generate a sense of inequity in public schools. 

 

(2) Further internalization of ALEI-PIEI approach for qualitative improvement of education 

In this project, educators at national and district levels were able to deepen their understanding of the 

ALEI-PIEI (Activity/Experiments, Learner-centered, Encouragement and Improvisation - Planning, 

Implementation, Evaluation and Improvement) approach through three cycles of INSET.  As a result, we 

observed a transformation in teachers’ attitude and their efforts to practice lesson innovation by 

formulating lesson plans, introducing experiments, and adopting other methods.  In order for this kind of 



 

innovative practices to take root among teachers thereby upgrading the quality of education, the impact of 

the project must spread and evolve from hands-on activity to minds-on activity, as well as from lesson 

innovation by teachers to the improvement of learning processes by students. 

 

(3) INSET strategies after 3rd cycle 

Although there is a general consensus among stakeholders that INSET needs to continue after the 3rd cycle, 

no concrete strategies have been established so far.  Some DTs and NTs point out that future INSET 

should be centered around teachers’ needs and focus more on the contents of each subject.  At the same 

time, teachers are feeling difficulties in practicing the ALEI-PIEI approach while having to cover the 

prescribed syllabus to prepare students for national exams, which is one of the impeding factors to the 

practice of ALEI-PIEI.  

To solve these structural problems of the ALEI-PIEI approach, the MOES should, from a long-term 

perspective, consider redesigning the contents of national examinations to be more consistent with the 

approach that emphasizes the importance of students’ logical thinking, and extracting important topics 

based on the systematic analysis of secondary-level math and science curriculums to develop 

corresponding INSET curriculums. 

 

(4) Strengthening of M & E: maintaining the quality of INSET and FU on teachers’ practice 

Implementation of even more appropriate M & E is necessary for the evolution of the ALEI-PIEI 

approach.  In lesson observation, in particular, adoption of ALEI-PIEI tends to be evaluated highly even 

if it is practiced on a superficial/formal level.  However, NTs and DTs need to deepen their understanding 

about good classroom practices and be observed and evaluated based on a more appropriate evaluation 

system and standards.  To realize this, NTs and other personnel, who have had first-hand experience in 

“good lessons” while participating in training at Malaysian RESCAM and/or in Japan, should take 

initiative in discussing and examining the effective evaluation system and standards for lesson observation. 

  While NTs are responsible for effective M & E for the maintenance of INSET quality, DTs and subject 

head teachers need to conduct daily monitoring to follow up on teachers’ practice of ALEI-PIEI for its 

deepening as mentioned above and to observe classes for giving feedback to teachers.  

 

3-7 Lessons Learned 

(1) Commitment-based participation to pilot project 

 Usually, it is difficult for the beneficiary side to grasp the entire picture of a pilot project at the 

beginning.  Mutual understanding between the donor and the beneficiary deepens while facing and 

solving together various problems and conflicts arising from the implementation of the project.  In 

expanding the pilot project, the beneficiary side should make their own decision to take part in the 

expansion based on their experiences during the pilot phase, as well as their thorough understanding of the 

cost, responsibility, and benefits associated with their participation in the expanded project.  



 

 

(2) Establishing high-quality INSET and meeting the needs of teachers 

  Maintaining the quality of INSET is the lifeline of this project.  Therefore, it would not be necessary to 

increase the number of INSET participants immediately at the expense of the quality or sustainability of 

INSET.  During the pilot phase, it is more important to establish a system for implementing high quality 

training than to have the target number of teachers as trainees.  After taking care of the quality aspect as 

the top priority, the Ugandan side should examine the concerns and needs of teachers so that more of them 

would participate in INSET. 

  

(3) Comprehensive approach 

In order to improve the quality of education, it is important to raise the interest of people involved with 

schools, such as principals, teachers, students, and parents.  This project not only trained teachers but also 

carried out various activities, including organizing of Excellent Classroom Practice Contest, demonstration 

of exemplary science classes, and development of Science Jobs Guide, to illuminate these people.  This 

kind of comprehensive approach is important in order to produce the desired quality of education as an 

actual outcome. 

 

3-8 Status of Follow-up  

 The government of Uganda decided to expand SESEMAT program nationwide based on the results of 

this final evaluation and requested the government of Japan to provide technical support for the national 

expansion. After the careful examination of the request, JICA launched the three-year technical 

cooperation project on SESEMAT national expansion plan since August 2008, which covers 24 districts 

that are not supported in the pilot phase. 

 

End of document
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第１章 終了時評価調査団の概要 
 
１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

ウガンダ共和国においては、1997 年より始まった初等教育無償化政策により、小学校での実就

学率が約 90%、就学児童数は政策実施以前の 290万人から 2004年には 690万人に急増している。

その結果、中等教育において大量の初等教育修了者を受け入れる必要に迫られており、中等教育の

量的拡大とともに質的向上が喫緊の課題となっている。 

中等教育の中で、理数科の水準は非常に低い。前期中等教育修了試験の結果では、理数科以外の

不合格率は毎年 1割から最大 2割程度なのに対して、理数科の不合格率は 4割から 6割近くに達し

ている。この現状は、工業化を通した産業育成を目指すウガンダ政府にとって深刻に受け止められ、

理数科教育振興に向けた取り組みがなされている。 

この中等理数科教育に関する問題の多くは教員の質の低さに起因する。教員の多くは教師・理論

中心の教授法を取っており、教科知識も十分ではない。また中等教員対象の現職研修制度がないた

め、教授法・教科知識を継続して向上させる機会が与えられていない。そして、これらが学習者の

理解を阻み理数科目に対する意欲を低下させる悪循環を生んでいる。さらに、多くの学校では理数

科教員が不足しており、特に私立校においては深刻である。 

こうした現状を考えると、中等理数科教育の改善・強化は、中等教育のみならずウガンダの公教

育全体の質の向上に大きく寄与するものである。そのためには現職教員研修（In-Service Education 

and Training: INSET）を通した中等理数科教員の質の向上とともに、教員養成課程にも役立つ対策

を講じる必要がある。 

これらの課題に対し、本プロジェクトは、現職中等理数科教員と教員養成校教官を対象に研修を

実施し、教員の資質向上を行う。また、地方レベルでの研修実施に必要な自立的制度・基盤作り、

現職教員研修の中央レベルでの制度化を図ることを目的として、プロジェクトは 2005年 8月に開

始された。 

現在、プロジェクト終了の約半年前にあたり、プロジェクトの進捗状況の確認と経済協力開発機

構（Organization for Economic Co-operation and Development: OECD）の開発援助委員会（Development 

Assistance Committee: DAC）の 5項目評価に基づいた評価、今後の方向性に関する協議を行うこと

を目的に、本調査団が派遣された。 

 

 本調査団の調査目的は次のとおりである。 

（１） これまで実施した協力活動について当初計画に照らし、投入実績、活動実績、計画達成度を

確認し、問題点を整理する。 

（２） 計画達成度を踏まえ、評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の

観点から、プロジェクトチーム、ウガンダ側関係者とともに、プロジェクトの目標達成度や

成果などを評価する。 

（３） 上記の評価結果に基づき、プロジェクト終了までの課題や今後の活動計画についてプロジェ

クトチーム、ウガンダ側関係機関と協議し、提言を行う。 

（４） プロジェクトを通じて得られた教訓を取りまとめる。 

（５） 評価・協議結果を双方の合意事項としてミニッツに取りまとめる。 

 

１－２ 調査団の構成 

担当分野 氏 名 所 属 

団長 杉山 隆彦 ケニア国中等理数科教育強化計画フェーズ 2 専門家 

教育評価 三田村達宏 JICA人間開発部第 1グループ基礎教育第 2チーム 職員 
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評価分析 關谷 武司 クリスタル・インテリジェンス株式会社 

 

１－３ 調査日程 

 月日 曜日 業務行程 宿泊 

1 2月 3日 日  關谷団員ウガンダ着 カンパラ 

2 2月 4日 月 JICA事務所打ち合わせ 

プロジェクト専門家インタビュー 

カンパラ 

3 2月 5日 火 中央研修講師(NT)、ナショナル・コーディネーターにインタ

ビュー 

カンパラ 

4 2月 6日 水 Tororo地区関係者インタビュー 

（地方教育委員会、地方研修センター、地方研修講師(DT)） 

三田村団員ウガンダ着 

トロロ 

5 2月 7日 木 JICA事務所打ち合わせ 

プロジェクト専門家、NTインタビュー 

カンパラ 

6 2月 8日 金 Masaka地区関係者インタビュー 

（地方教育委員会、地方研修センター、地方研修講師(DT)） 

 Kako Senior High School授業観察 

 Bukulula Senior High School教員・生徒インタビュー 

マサカ 

7 2月 9日 土  資料整理 カンパラ 

8 2月 10日 日 杉山団長ウガンダ着 

 団内打ち合わせ 

カンパラ 

9 2月 11日 月  教育スポーツ省との評価内容検討 カンパラ 

10 2月 12日 火 Mbarara地区プロジェクト拡大地域関係者インタビュー 

 Ntare Secondary School学校長インタビュー 

ムバララ 

11 2月 13日 水  ミニッツ作成・協議 カンパラ 

12 2月 14日 木 ミニッツ作成・協議 カンパラ 

13 2月 15日 金 ミニッツ署名 

大使館報告 

カンパラ 

14 2月 16日 土  団員ウガンダ発  

 

１－４ 主要面談者 

教育スポーツ省（MOES） 

Mr. Francis X K Lubanga Permanent Secretary 

Mr. Albert Byamugisha  Assistant Commissioner, Education Planning Department 

Mr. John M Agaba Assistant Commissioner, Secondary Education Department 

Mr. Joseph Eilor Prinicipal Education Officer, Education Planning Department 

Mr. James Mayoka  Ag. Principal Economist, Education Planning Department 

Mr. Kadu Buyisi Principal Education Officer, Teacher Education Department 

   

プロジェクトチーム 

Mr. Julius Kiprop National Trainer, Physics 

Mr. Paul Musoke National Trainer, Physics 

Mr. Mwambu Masaba National Trainer, Mathematics 
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Ms. Tinkamanyire Mary National Trainer, Mathematics 

Mr. Francis Mwesigye National Trainer, Biology 

Mr. Emmy Ssemmemba National Trainer, Biology 

Ms. Mary Ntete National Trainer, Chemistry 

Mr. John Ssemmond National Trainer, Chemistry 

岡本 剛 専門家 

 

県運営委員会（District Management Committee: DMC） 

 (トロロ、マサカ県)  

    Chairpersons of DMCs 

    District Education Officers 

    Treasures 

    Representatives of School Heads 

    Representatives of DTs 

    Science and Mathematics Teachers 

    Students 

 

JICA ウガンダ事務所 

 洲崎 毅浩  所長 

 荒川 綾      企画調査員 
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第２章 プロジェクトの概要 
 

２－１ 基本計画 

名称 中等理数科強化プロジェクト 

協力期間 2005.8.3 – 2008.8.2 

上位目標 パイロット県における中等学校の生徒の理数科の学力が向上する。 

プロジェクト目標 パイロット県における中等理数科教員の資質が向上する。 

期待される成果 

（アウトプット） 

①  パイロット県における中等理数科教員や教員養成校教官が所定の現

職教員研修課程を修了する。 

②  パイロット県にて理数科教育に対する学校や保護者等からの支援が

得られるようになる。 

③  現職教員研修が制度化される。 

 

２－２ プログラムにおける位置づけ 

 対ウガンダ向け JICA国別事業実施計画（2006年 8月改定）では、援助重点分野「人的資源開発」

の開発課題「教育の質の向上」に対応するプログラムとして「中等理数科教育強化プログラム」が設

定されている。ウガンダ政府が 2004 年に完成させた第 3 次貧困削減行動計画（Poverty Eradication 

Action Plan）において、政策的優先事項と位置づけている人的開発分野の中に、初等・中等教育が取

り上げられており、JICA プログラムは、このようなウガンダ政府の取り組みを支援するものとして

妥当性も高いものと思われる。 

 JICA 中等理数科教育強化プログラムの主要な投入は、技術協力プロジェクトであり、そのほかに

理数科教育分野の青年海外協力隊派遣が実施・予定されている。 

 

２－３ プロジェクト・デザイン・マトリックス 

 JICAでは、1990年代前半から、プロジェクト管理手法の一環としてプロジェクト・サイクル・マ

ネジメント（Project Cycle Management: PCM）手法を導入した。PCM手法において中心的役割を果た

すのは、プロジェクト･デザイン･マトリックス（Project Design Matrix; PDM）と名付けられたプロジ

ェクト計画概要表である。これは「目標」「活動」「投入」などのプロジェクトの主要構成要素や、プ

ロジェクトを取り巻く「外部条件」との論理的相関関係を示したものである。 

 本プロジェクトにおいても、2005年 8月に討議議事録（Records of Discussions: R/D）を署名する際

に PDMが作成され、R/Dの付属文書として承認された。その後、2007年のプロジェクト合同調整委

員会において PDMの修正が決定されている。 

 

２－４ 実施体制 

 プロジェクトは、教育スポーツ省（Ministry of Education and Sports: MOES）の次官（Permanent 

Secretary: PS）を議長とするプロジェクト合同調整委員会を最高意思決定機関とし、実質的なプロジ

ェクト運営の責任者として、ナショナル・コーディネーターを任命した。プロジェクト事務所は、カ

ンパラ市内の Kololo高校施設内に設け、中央研修講師（National Trainer: NT）、日本人専門家の執務

室のほか、講義室や理科実験室、機材倉庫が整備された。NTは、数学、物理、化学、生物の 4科目

それぞれに 2名、合計 8名が専属で配置された。プロジェクトで導入する現職教員研修（INSET）は、

中央と地方レベルの 2段階あるが、中央 INSETは、上述の Kololo高校内のプロジェクト施設で実施

され、実施においては、NTが研修カリキュラム・教材の作成を行い、プロジェクト事務室の管理ス

タッフがロジスティック面の業務を行った。地方 INSETは、パイロット地区の県運営委員会（District 

Management Committee: DMC）において、DMC代表、学校長会代表、私立学校学校長代表、地方研
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修センターが設置される中等学校の校長、地方研修講師（District Trainer: DT）、父兄会代表などがあ

つまり、実施責任主体となった。 
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第３章 終了時評価の方法 
 
 本終了時評価は、ウガンダ側と合同で行われた（ウガンダ側参加者は、教育スポーツ省ナショナル・

コーディネーター、Mr. John M. Agaba）。１－１に挙げる目的を達成するため、以下の要領で実施し

た。 

 

３－１ 評価グリッドの作成 

本終了時評価では、PDM に基づき、上位目標、プロジェクト目標、成果の達成度、プロジェクト

の投入実績と実施プロセスを確認し、評価 5項目の観点から評価を行うために、必要な調査項目をま

とめた評価グリッドを作成した（添付資料参照）。 

評価 5項目の観点は次のとおりである。 

 

妥当性 プロジェクト実施の必要性、正当性に関する評価 

 プロジェクト目標、上位目標が、政府の開発目標や受益者ニーズに合致している

か。 

 日本および JICAの政策や事業計画との整合性はあるか。 

 ウガンダにおける当該セクターに対するアプローチの選択肢として適切か。 

有効性 プロジェクトの効果に関する評価 

 プロジェクトの実施が、受益者や社会に便益をもたらしているか。 

 アウトプットおよびプロジェクト目標の評価時点での達成状況および将来達成

する見込みはあるか。 

効率性 プロジェクトの効率性に関する評価 

 アウトプットの達成度と活動は適切に設定されているか。 

 プロジェクトのアウトプットと投入の関係において、資源が有効に活用されてい

るか。 

 投入の時期、質、および規模は適切か。 

インパクト プロジェクトの長期的、波及的効果に関する評価 

 上位目標の発現および当該国の開発計画へのインパクトは見込めるか。 

 上位目標とプロジェクト目標は乖離していないか。 

 プロジェクトが実施されることによる直接的、間接的な正負のインパクトが生じ

ているか。 

自立発展性 プロジェクト終了後の便益・開発効果の持続性に関する効果 

 援助の終了後、プロジェクトで発現した効果が持続するか。 

 政策、財政、組織・制度、技術などの側面において、プロジェクトで実施された

活動が継続的に行われるための基盤、支援があるか。 

 

 

３－２ 評価実施方法 

本終了時評価では、プロジェクト関係書類の分析、現場視察、プロジェクト関係者との面談、ヒア

リングなどにより、評価調査を実施した。 

 

（１）現場視察 

 プロジェクトサイトを視察し、既存の中等学校に設置された 2県の地方研修センターの校長・DT・

教員、近隣の中等学校の教員、DMCのメンバーを対象としてインタビューを行った。 

 

- 6 -



 

（２）プロジェクト関係者との面談・協議 

 日本人長期専門家、ウガンダ教育スポーツ省（MOES）、NTに対するヒアリング、意見交換、協議

を行った。 

 

（３）情報・データ収集方法 

 プロジェクト NTが、中央と地方 INSETの実施状況（参加者数等）、研修成果、関係者情報、プロ

ジェクト出版物、日本・ウガンダ双方からの投入実績などを事前に取りまとめ、準備を行った。 
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第４章 終了時評価結果 
 
４－１  ＰＤＭに基づく計画達成度 

 詳細は添付資料２．「評価グリッド」を参照。 

 

（１）投入実績 

① 日本側投入 

・長期専門家派遣 1名：岡本剛専門家（2004/07/05-08/04/08） 

・短期専門家派遣なし 

・第三国専門家等：ケニアより 2005年 8名、2006年 13名、2007年 8名 

・本邦研修：2005年 NC1名、2006年教育スポーツ省職員 2名・校長 1名、2008年教育スポー

ツ省職員 1名・校長 1名・Masaka県教育委員長 1名                                                  

・ケニア第三国研修：理数科教員、DTなど（2005年 15名、2006年 8名、2007年 10名）、実地

研修（2005年 NT4名、2006年 NT8名）                                           

・在外研修：マレーシア東南アジア教育大臣機構（SEAMEO）理数科教育地域センター（Regional 

Centre for Education in Science and Mathematics: RECSAM)における個別研修（2007年 6月、プロ

ジェクト関係者で中央研修講師7名と17名の授業実践コンテスト上位入賞者の計24名が参加） 

・プロジェクト経費 

 

② ウガンダ側投入 

・NTの給与と手当て  

・研修参加者への宿泊・交通費 

・DTへの手当て 

・中央研修センター、地方研修センターのための施設 

・ 光熱水費 

 

・SESEMATプロジェクト関連の投入 

 拡大プログラム予算：3年間合計で、9億 2880万シリング（約 6200万円）。うち 5億 3880万

シリング（約 3600万円）を見返り資金から、3億 9000万シリング（約 2600万円）を債務救済

無償残余金から充当する。 

 

（２）活動実績 

① パイロット県における中等理数科教員や教員養成校教官が所定の現職教員研修課程を修了する  

(1-1) 中央研修講師を採用する 

・プロジェクト開始にあたり、87名の応募者の中から 4名の中央研修講師（NT）が選任された。 

・研修第 1サイクル終了時評価の結果、研修の質を維持するためには NTを各科目最低 2名に増

千円

2005 2006 2007

在外事業強化費 55,115 40,424 33,501

機材供与 11,472 0 1,450

携行機材 1,642 245 0

国別研修 1,122 3,144 3,563

他 510 2,032 0
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員する必要性が確認された。それを受けて教育スポーツ省は予算措置を行い、2006年 7月に公

募し、8名体制となった。 

・2007年 6月に、2006年度に追加採用した NT4名の契約を教育スポーツ省と日本人専門家が合

同で見直しを行った。NT としての能力や態度を総合的に評価したところ、化学・生物の 2 名

は契約を更新する一方、物理・数学の 2 名は基準に達しておらず、契約を打ち切った。2007

年 7月より、物理・化学の新規講師 2名を、授業実践コンテスト上位入賞者から選抜した。 

(1-2) 中央研修講師のための本邦もしくは第三国研修を実施する 

・本邦研修：2005 年ナショナル・コーディネーター1 名、2006 年教育スポーツ省職員 2 名・校

長 1名、2008年教育スポーツ省職員 1名・校長 1名・Masaka県教育委員長 1名                        

・ケニア第三国研修：理数科教員、DTなど（2005年 15名、2006年 8名、2007年 10名）、実地

研修（2005年 NT4名、2006年 NT8名）                                           

・ケニアからの出張ベースの技術支援：2005年 8名、2006年 13名、2007年 8名 

・在外研修：マレーシア東南アジア教育大臣機構（SEAMEO）理数科教育地域センター（RECSAM)

での個別研修（2007年 6月、プロジェクト関係者で 7名の NTと 17名の授業実践コンテスト

上位入賞者の計 24名が参加） 

(1-3) 理数科教育・教員研修に関するベースライン調査を実施する 

・パイロット県と非パイロット県（カプチョルワ・ルクンジリ）で実施した。分析の結果、両県

の間には授業法に関して有意な差が存在せず、教員の授業スタイルは教員中心主義で、ほとん

ど実験は行われていないことが判明した。 

(1-4) 研修教材・マニュアル等を開発する 

・NTをケニアに派遣し、技術支援を受け、研修カリキュラムとマニュアルを作成した。 

(1-5) 地方研修講師をパイロット県の現職教員より選定する 

・NT選考同様、書類選考・面接を行い、公平かつ透明性のある選考の結果、54名を候補者とし

て選抜した。地方研修センターの統合などにより、終了時評価の時点では 35名であった。 

(1-6) 首都における地方研修講師のための研修を実施する 

・第 1回中央 INSET（05年 12月：49名受講、47名修了）。 

・第 1回中央フォローアップ（Follow Up: FU）研修（06年 5月：44名受講・修了）。 

・第 2回中央 INSET（06年 12月：44名受講）。 

・第 2回中央 FU研修（07年 5月：43名受講・修了） 

・第 3回中央 INSET（07年 12月：38名受講）。 

(1-7) パイロット県で地方研修を実施する 

・第 1回地方 INSET（06年 1月に 4センター：286名受講）。 

・第 1回地方 FU研修（06年 5月：410名受講）。 

・第 2回地方 INSET（07年１月：325名修了）。 

・第 2回地方 FU研修（07年 5月：246名受講）。 

・第 3回地方 INSET（07年１月：222名受講）。 

(1-8) 研修のモニタリング・評価を行う 

・ケニア中等理数科教育強化計画（Strengthening of Mathematics and Science in Secondary Education: 

SMASSE）における実地研修（On the Job Training: OJT）の後、第 1回研修、第 1回 FU研修、

第 2回研修、第 2回 FU研修、第 3回研修において、モニタリングが行われた。 

 

② パイロット県にて理数科教育に対する学校や保護者等からの支援が得られるようにする 

(2-1) 中等学校校長、学校運営委員長、PTA会長を対象にした学校運営に関する研修を実施する 

・第 1回校長研修： 05年 10月（研修経費負担原則の取り決め） 

経費負担原則 
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教育スポーツ省：中央研修の経常経費と地方研修への補助金 

地方運営委員会：地方研修の経常経費（宿泊費・食費・交通費） 

JICA：研修機材・教材費と国外研修経費  

・ 第 2回校長研修：06年 4月、地方研修センターの自立的管理運営のために必要な規定「現職

教員研修センターの設備・資機材普及ガイドライン」（Guideline for Utilization of Equipment and 

Materials at INSET Centers）を策定 

各学校が生徒 1人当たり年間 3000シリング（約 190円）を各県に設置されている県運営委員

会（District Management Committee: DMC）の口座に振り込み、その資金を各県での運営維持費

や研修実施経費とするコスト負担が合意された。 

・DMCの財政的透明性を高めるために、2007年 3月 14日にワークショップを開催した。教育

スポーツ省計画局から財務担当者を講師として招き、地方で集めた中等理数科強化（Secondary 

Science and Mathematics Teacher’s: SESEMAT）プロジェクト資金の使用に関して、ウガンダの

会計法と内部規定を説明した。 

・パイロット県における SESEMAT 研修経費徴収率の向上や Tororo 県内の Nagongera センター

管理問題を議論するために、2007年 5月 12日に教育スポーツ省・DMC合同の会議を開催し

た。 

(2-2) パイロット県の地方教育行政担当官への理数科教育に関する啓発ワークショップを実施する 

・2006年 2月に Science Fair 2006を開催し、プロジェクトからトロフィーや賞状が授与された。 

・2006年 6月に第 1回専門家会談（colloquium）を実施し、27名の関係者が参加した。 

・2007年 2月に Science Fair 2006を開催し、プロジェクトからトロフィーや賞状が授与された。 

(2-3) 理数科教育振興のための 学生職業案内とニュースレターを発行する 

・生徒対象の理系進路指導プログラム（Science Career Exploration)を実施。雑誌形式にまとめ学

生職業案内（Student Vocation Guides）としてパイロット地区の生徒に 4回配布。 

(2-4) 授業実践コンテストを実施する 

・活動/実験活動・学習者主体・意欲向上・創意工夫－計画・実施・評価・改善（ALEI-PIEI）ア

プローチのさらなる普及や優秀な中等理数科教員の発掘を目的とし、理数科授業実践コンテス

トを 2007年 3月に実施した。ウガンダ全土から 146名の応募があり、書類審査（授業案審査）

の結果 28名を選抜し、ALEI授業の実践をカンパラ市内の中等学校で行った。各科目上位 4名

プラス 1名、計 17名を、2007年 6月に行われたマレーシアでの第三国研修に参加させた。 

 

③ 現職教員研修が制度化される 

(3-1) 中央研修センターを首都カンパラ市に、地方研修センターをパイロット県に 4カ所設置する 

・中央研修センターを Kololo中等学校に設置した。 

・地方研修センターを Tororo・Butaleja県に 2カ所、Masaka県に 2カ所整備した。 

・2007 年 5 月、教育スポーツ省・地方運営委員会合同会議の結果、Tororo 県内の Nagongera セ

ンターを閉鎖し、Tororo・Butaleja 県内のセンターを、Kachonga センターに集約することを決

定した。この理由として、1）2 カ所で研修実施経費・維持費は、現状の Tororo 県の財政能力

を超えており、経費削減が必要である、2）Nagongera 中等教員養成校（National Teacher’s College: 

NTC）が大学化され教育スポーツ省の直轄外におかれたため、今後の円滑な研修実施を行うこ

とが難しくなった、3）供与された機材が適切に管理されておらず、その改善の見込みは薄い、

ことがあげられる。閉鎖された Nagongera センターの機材は、拡大パイロット県のセンター

（Igangaセンター）に移動した。これにより、パイロット県にある地方研修センターは 3カ所

（Tororo・Butaleja県に 1カ所、Masaka県に 2カ所）となった。 

(3-2) 中央・地方研修センターに研修に必要な機材供与をする 

・14,809千円の機材供与などを実施した。 
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(3-3) 中等理数科教員向け指導書の開発 

・2005年 11月に教育大臣よりプロジェクトに対し、理数科の教師用指導書を作成するように指

示があった。これを受け、プロジェクトの推進する ALEI-PIEIアプローチをもとに、効果的な

理数科の指導法を紹介する指導書を開発した。2006年 10月に正式に教育スポーツ省刊行物と

して公表された。 

・その後、2007年 4月から 5月にかけて全国 10カ所で指導書の導入研修を行った。参加者は 1,066

名。 

(3-4) 中等学校教員のための INSET コンセプトペーパー策定 

・プロジェクトで中等学校教員のための INSET コンセプトペーパー案を策定した。すでに教育

スポーツ省トップで検討に入っている。 

 

（３）活動プロセス 

① プロジェクト管理体制 

・ナショナル・コーディネーターと日本人専門家の連携のもと、プロジェクトは良好に運営され

ている。 

・NTへの給与遅配についてもすでに改善手段が講じられていた。 

・INSET経費については、私立校からの徴収率がよくないが、第 3回地方 INSETは両県とも中

央からの資金援助なしに DMCの自立運営にて実施できた。 

② 活動の進捗状況 

・当初計画されていたほとんどの活動と、後から新たに加えられた活動が実行された。 

・教育スポーツ省によれば NTCはその使命を終えたとして、Nagongera NTCは大学化された。

ゆえに大学関係者への研修は実施されなかった。 

・拡大パイロットプログラムに関する活動が新たに加わり、円滑に実施されている。 

③ プロジェクト関係者間のコミュニケーション 

・日本人専門家とナショナル・コーディネーターとの関係は非常に良好である。NTらとも良好

な関係にある。 

④ モニタリング・プロセス 

・NTのデータ解析・解釈に関するスキルは未だに十分とはいえない（NTコメント）。 

・NTが良い授業に関する理解をさらに深め、自身が模擬授業をできる能力をつける必要がある

（専門家コメント）。 

・大学教官 Ben Enjiku氏による外部評価を取り入れている（中間評価前）。SMASSEからの報告

書も参照されている。 

⑤ 対象国のオーナーシップ 

・プロジェクトカウンターパートファンドも活動に支障がないように配慮されている。 

・地方 INSET実施における DMCの自立的財務運営ができるようになった。 

・INSET制度化へ向けた検討が教育スポーツ省トップで行われている。 

・ナショナル・コーディネーターのMr. Agaba氏の調整能力は高く、教育改革への意識は高い。

教育スポーツ省次官（PS）との連携も緊密である。 

⑥ 技術移転の手法 

・専門家はナショナル・コーディネーターと連携しながら、NTらを主体的に活動させる姿勢を

貫いている。これにより、ウガンダ側カウンターパートの意識・能力は着実に向上していると

考えられる。 

⑦ 阻害要因と貢献要因 

阻害要因：                                            

・省庁やドナーによる研修、ワークショップへの参加に際し、宿泊費・日当などの金銭的報酬を
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受けることが当然と受け止められる現地習慣。 

・教員の聖職者としての意識の欠如。 

・プラスアルファのインセンティブがない中で、授業の準備など教員の活動量の増加。 

・ケニア大統領選挙（2007年 12月）後の政治的・社会的混乱の影響によるガソリン等の物価高

騰。 

・研修と国家学力テスト採点との時期的重なり。 

貢献要因： 

・ウガンダでの一連の理数科振興政策。 

・教育スポーツ省、プロジェクト責任者トップの明確な姿勢。 

 

（４）成果の達成状況 

「① パイロット県における中等理数科教員や教員養成校教官が所定の現職教員研修課程を修

了する」 

 

教員養成校教官への研修が一度しか実施されなかった以外は、すべての活動がスケジュ

ールどおり実施された。各研修報告や調査団が関係者に行ったインタビューから、研修の中

核人材である NT、DTは一定の力量を身に付けることができたと判断される。 

研修を受けた教員に対する教員態度変容指数の調査では、研修を重ねるごとに指数は向

上しており、第 3研修終了時には 4段階中 3.36まで向上が見られ、プロジェクトが目指し

た 3.6に近づいている。調査団によるインタビューでも、教員の態度が改善されたというコ

メントは多く得られた。 

一方、終了時評価時点までに、理数科教員

に対して、第 1、第 2、第 3 サイクル研修、並

びに、第 1フォローアップ研修、第 2フォロー

アップ研修が行われたが、右のグラフに示すよ

うに、第 1フォローアップ研修を除き、参加者

は目標値である 400 人を下回っている。また、

第 1、第 2、第 3 サイクル研修すべてに参加し

たのは、Tororo県で 58人、Masaka県で 72人に

とどまっている。研修モニタリングレポートに

よれば、個々の研修でも、参加者が全日程を消

化しているわけではなく、研修の前半では集ま

りが悪い。 

この原因の一つに、第 1、第 2、第 3サイク

ル研修が行われた 1月は国家学力テストの採点

時期と重なるため、研修開催時期としては難しいとのコメントが多く寄せられた。特に 2008

年の第 3サイクル研修は、ケニア暴動の影響でガソリンが高騰し、交通費が数倍に及んだた

め参加者が少なかったと考えられる。 

しかし、出張旅費などの金銭的インセンティブがないのに、アフリカで INSETシステム

が確立できたことは評価に値するだろう。パイロットプロジェクトという性格からも、数値

だけを重視するのではなく、やる気のある教員を継続して集められたことに意義があると考

えられる。 

 

「② パイロット県にて理数科教育に対する学校や保護者等からの支援が得られるようにな

る。」 
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校長研修、県運営委員会対象ワークショップ、教育スポーツ省・県運営委員会合同会議

を開催し、理数科教育に対する啓発活動、地方での自立的研修マネジメント指導などを行

った。その結果、第 3 サイクル研修は中央からの財政支援なしで、パイロット県の自立的

運営が可能となった。 

しかしながら、両パイロット地域とも、財政基盤の弱い私立校からの徴収率は思わしく

ない。研修経費徴収状況は以下のとおりである。 

 

SESEMAT 研修経費徴収状況（学校数・割合） 

 Tororo 県 Masaka 県 

 2005・2006 年 2005・2006 年 2007 年 

公立校 25/28

校 

89.2％ 28/28

校 

100％ 28/28

校 

100％ 

私立校 6/28 校 21.4％ 30/68 校 44.1％ 34/68 校 50.0％ 

 

ALEIアプローチのさらなる普及や優秀な中等理数科教員の発掘を目的とし、理数科授業

実践コンテストが 2007 年 3 月に実施され、プロジェクト外からの応募も多数寄せられた。

ウガンダにおいて授業コンテストは新しい試みだったが、教育スポーツ省関係者や学校関

係者からの反応はよく、「参加者は ALEI とは何か、自ら探り、パイロット校以外の教員も

ALEIについて知るようになった」、「革新的な取り組みで、教師にとって強い動機付けにな

った」、「よい広報にもなり、次が期待されている」、「さまざまな実践方法を互いに共有で

きる」、「NTの研修に使える実践もある」など、肯定的な反応がインタビューで多く得られ

た。ALEIアプローチの普及やプロジェクト活動の啓発を促すことに貢献した。また、数学

や物理では優秀な教員を発掘することができ、中央研修講師として採用されるに至った。 

一方、生徒の理数科への興味関心を喚起するために、プロジェクトで作成した学生向け

職業案内(Student Vocation Guide)については、多くは図書館などに保管されたままで、生徒

にあまり知られてはいない。 

 

「③ 現職教員研修が制度化される」 

 

中央研修センターは首都カンパラの Kololo Senior Secondary Schoolに設置され、地方研

修センターは Tororo・Butaleja 県 に 2カ所、Masaka県に 2カ所設置された。 

中間評価時、Tororo 県の Nacongera 中等教員養成校に設置されている地方センターは管

理状態が悪く、研修時以外はほとんど利用されていなかった。終了時評価時点では、

Nacongeraは閉鎖され、Tororo県 1センター、Masaka県 2センターとなった。調査団は Tororo

県の 1センターとMasaka県の 1センターを視察したが、両センターともプロジェクトの備

品、物品は整然と片付けられていた。コンピューター機器なども問題なく機能しており、

その他薬品などの消耗品も整っていた。図書もよく管理されており、貸し出し簿によれば、

2007年は研修期間だけではなく、継続的に Tororo県でのべ 120冊、Masaka県で 52冊が貸

し出されていた。 

プロジェクトが開発した授業ガイドライン（Teaching Guideline）は教育スポーツ省によ

って全国配布された。ALEIアプローチの一定の理解には役立つが、これだけで授業の実践

に変化を期待するのは困難であろうとのコメントが多かった。特に、パイロット地域以外

での活用状況は調査されておらず、その効果は未知数である。 
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（５）プロジェクト目標の達成度 

「パイロット県における中等理数科教員の資質が向上する」 

指標：1)  授業観察指数（研修内容をどの程度授業に活用しているかを測定）が 0－4 段階で

2.3以上に向上する 

2)  モニタリングユニットによる学習者授業参加指数（授業にどの程度生徒が参加して

いるかを測定）が 0－4段階で 1.8以上に向上する 

3)  生徒による学習者授業参加指数（授業にどの程度生徒が参加しているかを測定）が

0－4段階で 2.1以上に向上する 

 

１） 授業観察指数 

 プロジェクトでは、第 2回研修終了の後、2007年 10月に各県で授業観察を行い、2005年

11 月に行われたベースライン調査と過去 4 回行った調査結果と比較した。グラフに示した

ように顕著な向上傾向が見られ、ベースラ

インとの間には統計的に有意な差が認めら

れた。2007 年 10 月時点で授業観察指数の

パイロット県平均は 2.46であり、すでにプ

ロジェクトの目標値 2.3を達成している。 

このことより、研修を受けた教員が研修

内容を授業に活かし、授業法が ALEI アプ

ローチを取り入れたものに変わりつつある

と考えられる。 

 

２) モニタリングユニットによる学習者授

業参加指数 

授業観察指数と同様、顕著な向上傾向が

見られ、目標値である 1.81にほぼ到達して

いる。ベースラインと 2007 年 10 月時点で、両指標の間には有意差も認められた。このこ

とは、研修を受けた教員が学習者中心の授業を実践しつつあることを示しているといえよ

う。 

  

３) 生徒による学習者授業参加指数 

 プロジェクトでは、これまで生徒参加の度合いをモニタリングユニットが評価していたが、

複眼的で客観的な評価を目指し、授業の主体である学習者に同じ質問用紙を配り、自己評価

を行うことを PDMに追加した。2007年 10月時点で得られた結果の平均値は目標値と同じ

2.1であった。  

  

研修実施初年度は各指標ともに伸び悩んでいたが、研修第 2サイクルが終了した 2007年

3月以降は急速に指標値が改善された。その理由として、研修内容自体のテーマが第 1サイ

クルは教員の「態度変容」であり、「ALEI アプローチの導入」は第 2 サイクルから本格的

に行われたことがあげられよう。 

調査団が行ったインタビューでも、以下のようなコメントが聞かれた。 

・教師中心から生徒中心、Hands-onからMinds-onへと授業が変わってきた。教授学習理論

                                            
1 学習者授業参加指数はケニア SMASSEで開発されたものを用いていたが、SMASSEが生徒に評価させていたのに対
し、SESEMATではモニタリングユニットが行っていた。第三者の評価となり、結果が厳しく出る傾向があるため、
当初の 2.1から 1.8に変更することになった。 
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にそった授業ができるようになってきた。授業内容はより活動的である。（NTコメント） 

・教員の態度が大きく変わり、授業を計画するようになってきた。学校内、あるいは学校

をまたいだチームワークも見られるようになった。「物がないからできない」という苦情

は減少した。（DTコメント） 

 

 しかしながら、考慮するべき点として次のような指摘もあった。  

・ 非常勤講師など、あちこちで教鞭をとっている教員は授業準備が十分でない。ALEI を

理解はしているが、実践に生かすにはまだ経験不足である。（NTコメント） 

・ ALEI は新しいアプローチであり、教師としては準備が大変である。授業の進度も遅く

なり学習内容を全部消化しきれない。本格的に ALEI をやるならば、教育スポーツ省は

カリキュラムを改定すべきだ。（教師のコメント） 

 

最終受益者である生徒に対してもインタビューを行い、次のようなコメントを得た。 

・化学の先生は、ほぼ毎時間実験をしてくれる（ノートや実験方法を記した Worksheet か

らもそれは裏付けられる）。 

・実験は好きだし、授業もよく分かる。 

・物理は難しいが、実験は面白い。 

（以上、Masaka県の生徒） 

一方で、Tororo 県の生徒からは「昨年、理数科の先生は実験をしてくれなかった」とい

うコメントも聞かれた。 

 

調査団が観察したいくつかの授業では、教員は生徒への問いかけを行い、実験などの活

動を盛んに取り入れている様子も確かめることができた。生徒の反応も活発であった。しか

しながら、「何が知りたいからこの実験をやるのか」、「なぜこの実験方法なのか」など、授

業の準備･展開に関して、さらなる吟味が必要と思われ、生徒に考えさせる問題解決型まで

には至っていない。つまり、形式上、活動を盛んに授業に取り入れ、生徒中心スタイルにし

ようとする変化は明らかだが、実質的な深まりはまだこれからという状況ではないかと考え

られる。 

掲げられたプロジェクト目標は、「教員の資質が向上する」であり、明確な数値目標も設

定されている。しかし、年に 2週間×3年の研修で、授業の質における効果まで求めるのは

過剰な期待であったかもしれない。アフリカという地域において、教員研修制度も中核と

なる人材も存在しなかった段階からシステムを作り上げることに成功し、未だ形式的なレ

ベルではあっても授業が変わりつつあるところまで達成したことは十分評価に値すると考

えられる。第 3 サイクルの研修を終え、プロジェクト終了までの残り半年間でさらなる改

善も期待できることから、プロジェクトが本来果たすべき目標は達成されたと評価する。 

 

（６）上位目標の達成度 

「パイロット県における中等学校の生徒の理数科の学力が向上する」 

指標：1) 生徒の理数科学力調査（プロジェクトで開発）結果を非パイロット県と比較する 

2) 前期中等修了国家試験の理数科目成績を非パイロット県と比較する 

 

生徒の理数科学力調査については、調査時点までにプロジェクトでは実施していない。

前期中等修了国家試験の成績については、教育スポーツ省は公表していないが、各学校に

対し、国家試験委員会から全国値をベースに相対評価処理されたと考えられるデータは配

布されており、Masaka県で訪問した学校において 2004年から 2007年分までの全科目のデ
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ータを入手した。しかしながら、初等教育無償化政策の影響で、政策の実施前後で母集団

となる生徒の特徴が大きく異なることから、単純な年度間比較によりプロジェクトのイン

パクトを推測することは困難である。また、それぞれの学校ごとにこれまで中等教育に進

学できなかった層の入学比率が異なることが判明し、プロジェクトで対象としていない対

象校と比較することも困難である。 

一方、プロジェクトは「INSET 実施⇒教員態度変容⇒教員授業実践改善⇒生徒の関心増

大⇒学力向上」というロジックモデルに基づいて形成されており、生徒の学力向上そのも

のを検証する直接のデータはなくとも、そこに至るまでの過程を押さえることで、ロジッ

クモデルに誤りはないという仮説に立ってインパクトを推測することは可能であると考え

られる。 

まず、活動実績の検証から「INSET 実施」は計画通り行われた。そして、成果の達成状

況から「教員態度変容」が確認された。「教員授業実践改善」に関しては、プロジェクト目

標の達成度で記したように、ALEIアプローチにそって学習者中心の授業へと変わりつつあ

る。生徒へのインタビューでも、実験が楽しく学習内容も分かりやすいなどのコメントが

あり、DTや教員からも「関心が高まり、授業の参加態度は向上した。好奇心が旺盛になっ

た」などのコメントが得られ、「生徒の関心増大」が裏付けられる。 

以上、仮説のプロセスは順調に達成されており、継続的な取り組みにより最終目標の「学

力向上」へとつながる可能性は十分に期待される。 

 

４－２ 評価 5項目による評価 

（１）妥当性－非常に高い 

必要性、優先度、手段としての妥当性、いずれの観点においても、事前評価調査以降さらにポ

ジティブな状況が認められ、プロジェクトの妥当性は非常に高い。 

 プロジェクト目標とウガンダ側ターゲットグループのニーズは事前評価以降さらに密接な

関係にある。2006年末に行われた大統領の 2007年施政方針演説の中では、ウガンダ産業発

展のために中等教育強化が優先政策に挙げられ、その中でも教育の質の向上は重要課題とな

っている。教育スポーツセクター年次業績報告（Education and Sports Sector Annual 

Performance Report2006/2007）には理数科教育振興政策（Promotion of Science Education Policy）

が挙げられ、その中核として SESEMATが記述されている。 

 2007年 1月より中等教育無償化政策が導入され、さらに国家学力テストにおいて理数科が必

須化された。これによりプロジェクトの「妥当性」はますます高まった。 

 INSETシステムについては、コンセプトペーパーがすでに教育スポーツ省トップでも検討が

はじまっており、全国で制度化されることが期待される。教育セクターレビュー（Education 

Sector Review 2007/2008）にも SESEMATを全国展開すべきと記述されており、SESEMAT拡

大に 250millionシリングが予算化されている。 

 手段としての妥当性については、ケニア SMASSE で開発された方法論やツール、中核人材

の活用がなされ、これまでの日本の経験が活かされている。 

 

（２）有効性－高い 

プロジェクトの PDMのロジックは明確であるが、3年間という短い期間で達成するには非常

に高い目標が掲げられており、中間評価時点では指標の達成は困難ではないかと憂慮された。し

かしながら、研修を重ねるに従い、「態度変容」→「ALEI導入」→「ALEIの深化」とステージ

を上げ、第 2サイクル研修以降大幅に数値を改善できた。終了時評価時点ではプロジェクトの有

効性は大幅に改善され、高いと判断される。 

 INSET実施のための中核人材である研修講師や教育行政官は、ケニアやマレーシアにおける
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第三国・在外研修や本邦研修などによって十分に能力を向上させた。 

 第 3サイクル研修では、中央からの財政支援なしでも DMCにより自立的に運営され、研修

システムや管理体制は確立されてきている。 

 1）現職教員研修の実施、2）理数科教育に対する学校や保護者などからの支援、3）現職教

育研修の制度化、という 3つの成果は概ね予定通りに達成されつつあり、プロジェクト目標

達成に結びついていると考えられる。 

 プロジェクトによるモニタリング・評価の結果、授業観察指数、学習者授業参加指数ともに、

第 2サイクル研修以降大幅に向上し、ほぼ目標値を達成しつつある。 

 当初、研修システム自体が存在しない状態から、3 年間で研修制度を構築・実施し、研修の

インパクトとして、教員の授業実践能力を向上させるという取り組みであった。授業におけ

るALEI実践の深化までには至らないまでも、教員の態度変容やALEIの理解は進んでおり、

ALEI実践へ向けた教員のトライアル的な姿勢は読み取れる。 

 

（３）効率性－中程度 

アフリカ内あるいはアジアとの南南協力も活用し、SMASSE 広域案件の利点やローカル資源

は十分活用されている。一方で、パイロットプロジェクトゆえに中核人材育成などの必要不可欠

な初期投資もあり、今後の拡大プロジェクトにおける大幅な効率性アップが期待される。 

 ウガンダ側のこれまでの投入も業務遂行に特段の支障はなく、妥当であったと判断できる。 

 ケニア SMASSEの研修手法、モニタリング・評価法、SMASSEプロジェクト CPなど、これ

までの日本の先行投入が生かされ、コスト的にも、時間、労力の点でも非常に効率的である。 

 マレーシア理数科教育地域センター（RECSAM）研修では、教育学的な側面に加え、参加者

の視点や姿勢といった態度変容にも高い成果を上げることができた。しかもそれに要した総

経費は 1人当たり US$2,660（約 32万円）に抑えられた。費用対効果の観点からの単純比較

は困難であるが、コスト面だけみれば本邦研修の約 5分の 1と非常に低く抑えられている。 

 既存の施設の有効利用により経費を圧縮できている（中央研修センター改修、地方研修セン

ター整備）。 

 Tororo県の一つの DMCにおいて資機材の管理・活用状況が改善されないため、同県のもう

一つの DMC に統合された。終了時評価で訪問した両県一つずつの DMC では管理状況もよ

く、書籍なども有効活用されていた。 

 大雑把ではあるが、国内のおおよその研修経費単価は、受講者 1 人当たり 300 US$～340 

US$と見積もれる。 

 研修受講者の数が目標値より少ないこと（当初より正確な教員数が統計的に把握できていな

い可能性もある）、それによる研修内容自体の定着度などの懸念もある。 

 

（４）インパクト－高い 

現時点でプロジェクトの質的なインパクトを推し量ることは困難であるが、上位目標の達成可

能性や波及効果にポジティブな兆しは見られる。量的な側面では、ウガンダ側の独自運営により、

拡大パイロットプログラムが 10地域で既に展開するに至っており、プロジェクトのインパクト

は高いと判断される。 

 プロジェクトで実施した教員研修により、教員が、授業指導案を事前に準備したり、実験･

活動を授業に導入したりするようになるなど、教員が新たな授業改造の実践を実行に移し、

授業が変わり始めている。それに対する生徒のポジティブな反応として、理数科への関心が

高くなりつつあることが観察されている。 

 すなわち、「INSET 実施⇒教員態度変容⇒教員授業実践改善⇒生徒の関心増大⇒学力向上」

というロジックモデルは順調に達成されており、今後も継続的な取り組みが不可欠であるが、
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生徒の学力向上に結びつく可能性は高いと判断される。 

 ウガンダは産業発展のため、科学技術振興政策を積極的に推し進めており、上位目標が達成

されれば、国家政策へのインパクトは見込めるであろう。 

 拡大プログラムによって全国教員の 20％をカバーする計画がすでに実施されている。3年間

総額で 9億 2880万シリング（約 6200万円）。うち 5億 3880万シリング（約 3600万円）を

見返り資金から、3億 9000万シリング（約 2600万円）を債務救済無償残余金から充当。2007

年 5月に開始され、2007年 8月に中央研修を実施した。108名の DTが参加し、全員が修了。

引き続き 2007年 9月に 9地域で地方研修を実施し、1,746名が参加、うち 1,440名が第 1サ

イクルを修了した。 

 実験等を通じて、理数科授業への女子の参加が促進され、女子の理数科嫌いという一般的な

傾向に歯止めがかかり、ジェンダーギャップ解消に貢献できる。（NT、DT よりコメントあ

り） 

 

（５）自立発展性－高い 

研修システムがひととおり完成し、拡大パイロットプログラムが開始されている。政策・制度

面、組織・財政面、技術面においてもウガンダ側の強いオーナーシップに裏付けられた体制が確

立されつつあることから、自立発展性は高いと判断される。 

 ウガンダ側の科学技術振興政策は、政府の長期開発計画の一部であり、中長期的にも理数科

教育強化は優先分野である。政策支援が今後も継続していくことは確実であると考えられる。 

 2007年度の教育スポーツ省の予算は 2006年度から 10％の増額であるのに対し、中等教育へ

の予算は 93 Billionシリングから 35％増の 125 Billionシリングであった。さらに、2008年度

の中等教育への予算は、2007 年度予算総額の 20.41％から 22.19％へと増加し、2008 年度

159Billionシリングとなる計画である。 

 パイロット県における第 3サイクル研修は中央からの財政支援なしに DMCの自立的運営で

実施され、拡大プログラムにおいてもすべての地域で自立的に運営されている。 

 研修に必要な教材作成や研修実施を担う 8名の NTが専属でおり、順調に能力強化が行われ

ている。実施体制、研修実施能力は強化されつつある。しかしながら、モニタリング・評価

能力に関しては、さらなる能力向上が求められる。 

 研修受講済み教員の活動を支援するためにも、地方教育現場へのモニタリングシステムの検

討が望まれる。 

 

４－３ 結論 

こうした評価結果より、調査団としては以下のように判断した。 

① NTという研修中核人材の育成は順調に進んできている。そして、カスケード研修システム

を使った DTの育成、理数科教員の能力向上を実現する研修システムはほぼ確立された。 

② 地方レベルでの自立的研修運営も実現されており、拡大プログラムも進行中である。ウガ

ンダ側の理数科教育強化政策の推進により、自立発展性も高いと考えられる。 

③ 残された課題として、NTのモニタリング・評価能力の向上、ならびに地方レベルでの草の

根モニタリングシステムの確立、教員のインセンティブ向上のため理数科授業実践コンテ

ストのようなイベントの継続・発展が望まれる。 

④ ALEIの理解、授業における改善トライアルにとどまらない、ALEI実践を通じた授業･学習

の向上が、生徒の学力向上の鍵であろう。 
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第５章 提言と教訓 
  

一連のプロジェクト評価活動に基づいて、調査団は以下の提言、教訓および所感を述べたい。 

 

５－１ 提言 

（１）中央・地方レベルの INSET システムの制度化 

教育の質向上のためには、継続的な教員職能開発（Teacher Professional Development: TPD）、そのた

めの教員研修が不可欠であり、INSET制度は教育スポーツ省の国家計画（national program）として制

度化される必要がある。制度化のためには、まず、必要な予算を同省経常経費の予算項目として計上

し、恒常的な予算確保を図る必要がある。現状の INSET 予算はプロジェクトカウンターパート予算

として計上されており、機能しているが、より持続的な INSET の制度化のためには、確固たる財政

基盤として予算項目化が必要である。 

今後、INSET を自立発展させていくためには、さらに地方レベルでの研修実施体制を強化させる

必要があり、県運営委員会（DMC）の機能強化やクラスターレベルでの教員実践を支援するべき学

校長の校内マネジメント能力向上にも取り組む必要がある。地方 INSET実施に必要な INSET基金の

徴収は改善してきたが、未だ私立校からの徴収が極めて低い。プロジェクト地域の今後の拡大も踏ま

え、公立校に不公平感が生じることのないよう、教育スポーツ省は、私立校からの INSET 基金徴収

に関する改善策を講じる必要がある。 

 

（２）教育の質向上のための ALEI-PIEI アプローチの深化 

プロジェクトは 3回の INSET実施を通じて、中央・地方レベルの教育関係者の ALEI-PIEIアプロ

ーチに関する理解を深めた。これにより、教員の態度変容がもたらされ、教員が授業計画の作成、実

験活動の導入などの授業改善の試みを実践し始めていることが確認された。今後、教員の授業改善の

実践を定着させ、教育の質の向上に結びつけるためには、Hands-on ActivityからMinds-on Activityへ

の深化へ、教員による授業改善から生徒の学習プロセス改善へとインパクトを波及することが不可欠

である。 

 

（３）第 3サイクル以降の INSET 戦略 

第 3サイクル以降の INSET の方向性に関し、その継続の必要性に関係者の合意はあるが、明確な

戦略がない。教員、DT、NTの間には、教員のニーズに基づいて、教科内容を中心とした研修にする

べきとの意見もある。同時に教員は、ALEI-PIEIアプローチについて、国家試験対策のために決めら

れたシラバスをカバーする必要性との両立の難しさを感じており、ALEI-PIEIアプローチ実践の一つ

の障害となっている。 

このような ALEI-PIEIアプローチの構造的な課題を解決するために、教育スポーツ省は、長期的な

観点から、生徒の論理的な思考能力を問う問題の重視など国家試験との整合性を検討し、中等理数科

のカリキュラム系統性分析を踏まえた重要トピックの抽出と、それに対応した INSET カリキュラム

の開発などを検討するべきである。 
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（４）M&E 強化：INSET の質の維持と教員実践 FU 

ALEI-PIEI アプローチの深化のためには、さらに適切なモニタリング･評価（M&E）を実施する必

要がある。特に授業観察においては、表面的、形式的な ALEI-PIAI アプローチの導入のみで、授業

が高く評価される傾向にあるが、NTや DTは、より良い授業についてさらに理解を深め、適切な評

価体系・基準で、授業観察・評価を行う必要がある。そのためには、マレーシア RECSAM研修や本

邦研修への参加を通じて、「良い授業」を体感した NT らが中心となって、授業観察の評価体系・基

準に関する議論・検討を行うべきである。 

 INSET の質の維持のための M&E は、NT が効果的に行う必要があるが、ALEI-PIEI アプローチの

深化のための教員実践のフォローアップ（FU）や教員へのフィードバックを目的とした授業観察に

ついては、DTや教科主任による日常的なモニタリングが必要である。 

 

５－２ 教訓 

（１）パイロット事業の拡大期における自発性の尊重 

 パイロット事業の開始時においては、プロジェクトの内容について、受益者が十分理解することは

難しく、プロジェクト事業実施を通じて生じる様々な課題、対立などを通じて、実施者と受益者の相

互理解が進む。パイロット事業を拡大する際には、これらのパイロット事業の経験を踏まえ、プロジ

ェクト参加を検討する受益者層が、プロジェクトに参加することで生じるコストと責任、得ることが

できる便益をよく理解したうえで、彼らの自発的な判断で、プロジェクト拡大に参加するべきである。 

 

（２）質の高い教員研修の確立と教員ニーズへの対応 

 教員研修においては、研修の質の維持がプロジェクトの生命線であり、研修の質や将来の自立発展

性を犠牲にしてまで、当面の研修参加者数を増加させることに取り組む必要はない。パイロット期に

おいては、予想よりも少ない教員参加であっても、まずは質の高い研修を実施する体制を整備するこ

とを最優先事項として達成したうえで、その後、教員の抱える懸念事項や研修ニーズに対して、教員

研修がどのように対応するか検討するべきである。 

  

（３）包括的アプローチ 

 教育の質向上のためには、学校関係者（学校長、教員、生徒、父兄）の関心を高めることが重要で

あり、プロジェクトでは、教員研修のみならず、優秀授業実践コンテスト、サイエンス授業模範実践、

サイエンス職業ガイド作成など、様々な取り組みを行い、関係者の啓発に努めた。このような包括的

なアプローチが、教育の質向上という成果を得るうえで重要である。 

 

５－３ 所感 

（１）SESEMATプロジェクトは、開始以来、1人専門家プロジェクトとして、多くの試練を克服し、

ウガンダ政府の自助努力意識の涵養を成し遂げ、本パイロット事業期間内に研修地域を拡大した

ことは高く評価できる。特に、地方研修の経済的自立が地方の自発的決意に立脚している点は、

自助努力のあるところを支援するという日本の援助理念を実践するものであり、こうした技プロ
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のモデルとなるものである。 

 

（２）自助努力による拡大地域は、今後新規 JICA技術協力プロジェクトが実施された場合、枠外に

置かれることになるが、新規技術協力プロジェクト対象地域の自助努力は、拡大地域の自助努力

分と同等になるよう注意を払い、自立先行地域のモラル低下を起こすことのないよう配慮が求め

られる。 

 

（３）ウガンダでは、初等教育の「万人のための教育」（EFA）に続く世銀のポストプライマリー教

育開発戦略の支援対象国となる可能性があり、そのフレームワークには、SESEMATが十分連携

し得る領域が含まれているので、今後の進捗を注視し、連携の可能性を模索することが望まれる。 

 

（４）教育技プロの最終目標である生徒の学力向上につながる成果が見え難いことは、本技プロにお

いても同様の結果であった。しかし、事業期間（3年）、研修期間、教室での実践期間から考え、

現時点で、教員の授業態度・方法の変容、生徒の授業に対する参加度の向上、というポジティブ

な変化が認められ、こうした変化が生徒の学力向上につながるという仮説の前段をクリアーして

いることが確認された。したがって、本評価結果は、最終目標の生徒の学力向上を達成するため

に、事業の継続的支援の必要性を強く提言するものである。と同時に、我が方としては、教員・

生徒の教室内活動の変容と学力の向上との間をつなぐ、評価指標の策定と学力に対する研修のイ

ンパクトを測定するツール・方法の開発が求められている。また、研修の品質管理は技プロ内で

自己完結可能であるが、研修の学力に対するインパクト測定は、技プロ内で実施することはほと

んど不可能に近いという理解を関係各位にお願いしたい。 

 

（５）中等理数科教育分野には青年海外協力隊（JOCV）の理数科教師隊員が多く派遣され、ウガン

ダにおいても 20 数名派遣されている。常に出てくる命題は、JICA 事業のプログラム化に伴う

JOCV隊員活動と技術協力プロジェクトの連携である。小職の経験を踏まえて、本課題に対する

提言をすれば、常に緩やかな連携を考えることとなり、PDM の指標達成に向け日々の活動を共

有できるパートーナーシップ形成は非常に困難であることを認識する必要がある。したがって、

理数科教育という共通領域で両者が共存し、我が国 ODAのより効率的活用につながる部分を共

有するが、日常活動は相互に縛られないという関係にあるということである。例えば、理数科隊

員の赴任時には、少なくともウガンダ教育スポーツ省の事業である SESEMATの事業概要、特に

同省の推進する ALEI-PIEIの理念を共有し、現場でウガンダ人の同僚教員と教育理念の共有がで

きるようにすることは大きな連携であると考える。理数科授業実践コンテストの参加等緩やかな

連携を推進する場は多く、現実的連携の詳細は現場の関係者にお任せしたい。 

 

（６）近年、理数科教育の技術協力プロジェクトがパイロットフェーズを終了し、ザンビアやマラウ

イ、ウガンダに見られるように、全国展開を視野に入れた拡大フェーズに移行しつつあり、その

中で、これまで実施してきた広域事業のさらなるネットワーク事業強化が必要とされる段階に入
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ってきた。今後は、広域事業をケニアとウガンダ、ケニアとマラウイというようなバイの関係か

ら、ケニア・ウガンダ・マラウイなど関与する国の多重化を図り、アフリカの理数科教育向上を

目指す多国籍・フォースの形成を目指す時期に来ているので、ウガンダにおいても、こうした広

域事業の一員として自覚していただき、アフリカの理数科教育向上に貢献されることを期待する。 

 

（７）最後に、ウガンダ側の自助努力を引き出し、教員研修を恒常化・制度化しようとするウガンダ

教育スポーツ省、自発的に研修制度を確立しようとし努力している地方の教育関係者、SESEMAT

を短時間にシステム化してきた日本・ウガンダ双方の技プロ関係者の努力を高く評価し、大使館、

JICA 事務所及び本部には、長期的視点に立ち、今後とも本技プロに対する財政的支援の確保を

お願いする。 
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評価グリッド

大項目 小項目 判断基準・方法 必要なデータ 情報源 データ収集方法
○中間評価時点では、測定していない。しかしながら、ケ
ニアSMASSEのインパクト調査によると、中等学校2年生の
授業改造度指標と卒業生の国家試験の成績は正の相関があ
る（ケニアSMASSEフェーズ2中間評価）。○NT、DTとも、
教員の授業が変わることで、生徒の参加態度が積極的にな
り、理数科に興味を示すようになっているポジティブな面
を観察している。

1)　生徒の理数科学力調査（プロ
ジェクトで開発）結果を非パイロッ
ト県と比較する

プロジェクト学力
テスト結果

(1) The Taskforce 
for Student 
Achievement Tests
補足：関係者への
質問表の回答、イ
ンタビュー結果

データ提出依頼、
質問表、インタ
ビュー

前期中等修了国家試験の理数科目成績
データなし

2)　前期中等修了国家試験の理数科
目成績を非パイロット県と比較する

UCEテスト結果 (2) Uganda 
National 
Examinations 
Board

データ提出依頼

【まとめ】 ○現時点では学力テストは実施されていないし、プロジェ
クト開始後1年半という時期からも、生徒の学力にポジ
ティブな変化を期待するのは難しい。プロジェクト目標自
体の達成度も要検討である。しかしながら、生徒の興味・
関心の高まりが観察されていることから、将来的にそれが
学力に反映されることは期待される。

○第１回研修前後で有意差はあるが、研修後の平均値は
1.19と目標値2.3には届かない（初期数値：0.5356-
1.4729、第１サイクル後：0.7917-1.6042）(16質問）。
○フォローアップ後の平均値も1.11であった。

1)　授業観察指数（研修内容をどの
程度授業に活用しているかを測定）
が0－4段階で2.3以上に向上する
順調に向上した理由は何か？

授業観察指数 ドキュメントレ
ビューデータ提出
依頼　　質問表、
インタビュー

○第１回研修前後で有意差はあるが、研修後の平均値は
0.46と目標値2.1には届かない（初期数値：0.1111-
0.3541、第１サイクル後：0.2639-0.6979）（24質問）。
○フォローアップ後の平均値も0.46であった。

2)　モニタリングユニットによる学
習者授業参加指数（授業にどの程度
生徒が参加しているかを測定）が0－
4段階で1.8以上に向上する
順調に向上した理由は何か？
1.8に下げた理由は何か？

学生参加指数 ドキュメントレ
ビュー、データ提
出依頼、質問表、
インタビュー

2)　生徒による学習者授業参加指数
（授業にどの程度生徒が参加してい
るかを測定）が0－4段階で2.1以上に
向上する

ドキュメントレ
ビュー、データ提
出依頼、質問表、
インタビュー

○2006年8月にNT8名をSMASSEプロジェクトにOJT研修派遣
し、開発を行った。
○第2回中央研修におけるDTの教科内容指数の平均値は
1.42であった。
【指標の信頼性・妥当性は如何に？】
指標開発後カンパラ市内でフィールドテストをし、信頼
性・妥当性を検証した。ただ、妥当性については、更なる
議論が必要。

3)　教科内容指数（どの程度教員の
教科知識が深まったかを測定）が0－
4段階でZ以上に向上する
その後どうなったか？

内容/教授指数 ドキュメントレ
ビュー、データ提
出依頼、質問表、
インタビュー

【まとめ】 ○授業観察指数については目標値の半分、学習者授業参加
指数については4分の1程度にとどまっている。当プロジェ
クト研修は、態度変容→ALEI導入→ALEIの深化という段階
を経ている。実際にALEI/PIEIを導入は第二サイクル以降
なので、今後の結果が期待されるものの、残り1年で目標
値の達成は容易ではないであろう。
○外部評価者であるKyambogo大学Ben Enjiku氏の評価も、
ケニアSMASSEのCPたちのレポートにもポジティブな記述が
成されていることから、NTたちによる評価の基準が厳しす
ぎないか、もともとの目標値が高すぎないかの検討が必要
と考えられる。
○一方、２つのカスケード研修を経て、教室での授業が変
わるのは短期間では容易な問題ではない。研修システム自
体は順調に機能しており、もともとプロジェクト実施期間
3年で掲げるべき目標と指標に無理があるのではないか。

外部評価者のコメントも参考にする

・本邦研修：2005年NC1名、2006年教育省職員2名校長1名
・ケニア第3国研修：理数科教員、DT他、2005年15名、
2006年8名
・ケニアから出張技術支援：2005年8名、2006年13名 
・OJTinケニア：2005年4名、2006年8名
○研修は非常に効果的だったが、時間が短い。特に、評価
に関する時間が足りないので、データの解析、解釈が不十
分（NT）。

(a)　すべての中央研修指導教官
（NT8人）が必要な本邦もしくは第3
国研修を修了する
研修モニタリングの詳細結果は？
評価に関する研修のフォローはあっ
たか？

本邦および第3国研
修済みトレーナー
の数（予定：4名+4
名）

ドキュメントレ
ビュー、データ提
出依頼、 インタ
ビュー

・第１回中央INSET研修実施（05年12月実施：49名受講、
47名修了）
・中央FU研修実施（06年5月：44名受講・修了）
・第２回中央INSET研修実施（06年12月：44名受講・修
了）
○外部評価者であるKyambogo大学Ben Enjiku氏の評価も、
ケニアSMASSEのCPたちのレポートにもポジティブな記述が
成されている。
○DTは研修内容には満足しているが、研修受講条件につい
ての不満が多い（DT)。設備や機材の要望が多く、一定の
理解は出来るものの、教材を身近なもので手作りするコン
セプトがきちんと伝わっていないのか。

b)　すべての地方研修指導教官
（DT35人以上）が中央研修を修了す
る
DTの意識は向上したか？

プロジェクトによ
る研修済み県（地
区）トレーナーの
数（予定：50）

ドキュメントレ
ビュー、データ提
出依頼、 インタ
ビュー

・第１回地方INSET研修実施（06年１月４センターで実
施：286名受講、240名修了）。
・地方FU研修実施（06年5月：410名受講）。
・第2回地方INSET研修実施（07年１月：325名修了）。

(c)　パイロット県のすべての中等理
数科教員（400）が地方研修を修了す
る
すべての教員が受講しているか？

研修済みパイロッ
ト地区中等教育理
数科教師の数（予
定600(550)名、拡
大2000名）

ドキュメントレ
ビュー、データ提
出依頼、 インタ
ビュー

d) 20名の中等教員養成校（NTC）教
官が中央研修を修了する
左に記述されている件はその後どう
なったか？

研修済み選抜NTC理
数科講師の数(20)

ドキュメントレ
ビューデータ提出
依頼、 インタ
ビュー

(d) 20名の初等教員養成校（PTC）教
官が中央研修を修了する
左に記述されている件はその後どう
なったか？

私立校１校を含む
研修済み選抜PTC理
数科チューターの
数(20)

ドキュメントレ
ビュー、データ提
出依頼、 インタ
ビュー

・第1回中央研修でベースラインからの向上が認められ
た。平均値3.19。（初期数値：2.28-2.46、第１サイクル
後：3.1296-3.2729）(48質問)。
・第2回中央研修では平均値3.4。
○研修終了時には有意に望ましい態度変容が確認され、目
標値に近づいている。

(e)　研修を受けた教員が教員態度変
容指数（研修によりどの程度教員の
態度変化があったかを測定）の値（0
－4）で3.6以上を獲得する
順調に向上した理由は何か？

INSET評価指数 ドキュメントレ
ビュー、データ提
出依頼、 インタ
ビュー

○2006年8月にNT8名をSMASSEプロジェクトにOJT研修派遣
し、開発を行った。
○第2回中央研修におけるDTの教科内容指数の平均値は
1.42であった。
【指標の信頼性・妥当性は如何に？】
指標開発後カンパラ市内でフィールドテストをし、信頼
性・妥当性を検証した。ただ、妥当性については、更なる
議論が必要。

 (f) 教科内容指数（どの程度教員の
教科知識が深まったかを測定）が0－
4段階で2以上に向上する
2に設定した根拠を示していただけま
すか。

内容/教授指数 ドキュメントレ
ビュー、データ提
出依頼、 インタ
ビュー

The Project 
Monitoring and 
Evaluation 
Reports補足：関係
者への質問表の回
答、インタビュー
結果

成果の達成度 (1) パイロット県にお
ける中等理数科教員及
び教員養成校教官が所
定の現職教員研修過程
を修了する。

The Project 
Monitoring and 
Evaluation 
Reports

○NTCおよびPTC教官のとりまとめを行う教師教育局が参加
者を選抜できなかったので、いまだに彼らの研修は実施さ
れていない。ただ、見返り資金活用の拡大研修が始まる本
年5月までには、彼らを研修に参加させる予定。
○政府としては、NTCは役目を終えたとして、大学にアッ
プグレードか閉鎖をしている。地方センターのある、
Nagongera NTCは大学に格上げされる予定。NTC教官研修と
いうのは、実施できなくなる可能性あり。

実績の検証 上位目標の達
成度（見込
み）

パイロット県における
中等学校の生徒の理数
科の学力が向上する。

プロジェクト
目標達成度

パイロット県における
中等理数科教員の資質
が向上する。

5項目その他
の基準

評価設問
中間評価結果

終了時評価

添付資料２．評価グリッド（和文）

- 67 -



【まとめ】 ○中央研修、地方研修の研修参加者が指標の数に届いてい
ない（特に地方研修：第1回240名、FU410名、第2回325
名、指標値550名）。
○計画した活動はほぼ実施されており、DTの態度変容など
は観察されている。研修に対する内容面での満足度も得ら
れている。ただ、研修の期間は短いとの回答があり、内容
の消化は不十分の可能性もある。特に、NTのモニタリン
グ・評価の分析・取りまとめは更なるトレーニングが必要
であろう。
○教室内での授業が実験のための授業とならないような配
慮も必要かもしれない。また、SESEMATの取り組みについ
てはポジティブな反応であるものの、授業準備に時間がか
かること、授業の進度も遅れるゆえに、国家テスト向けに
は適用が難しいとの意見もあった。
○研修環境への不満や物品に対するこだわりが強いあたり
は、さらに意識改革の必要があろう。

現在のNTの能力は十分か？　
課題は何か？

○第１回校長研修（05年10月）：経費負担の原則が取り決
められた。
・教育省：中央研修の経常経費および地方研修への補助金
・地方：地方研修の経常経費（宿泊・食費・交通費）
・JICA：研修機材・教材費および国外研修経費 
○第２回校長研修（06年4月）：地方研修センターの自立
的管理運営のために必要な既定 Guideline for 
Utilization of Equipment and Materials at INSET 
Centers が合意された。また、各学校が生徒一人当たり年
間3000シリング（約190円）を各県に設置されているプロ
ジェクト県運営委員会の口座に振り込み、その資金を各県
での運営維持費および研修実施経費とするコスト負担が合
意された。

(a)　パイロット県のすべての学校
長・学校運営委員長・PTA委員長が学
校運営研修を受ける
その後の経過は？

パイロット地区学
校運営研修済み
Head Teachers, 
chairpersons of 
BoG and PTAの数
（予定：校長150
名、拡大400名）

ドキュメントレ
ビュー、データ提
出依頼、 インタ
ビュー

○1st colloquium organized in June 2006：27 
stakeholders participated

(b)　パイロット県のすべての地方教
育行政官が理数科教育に関する啓発
ワークショップを受ける
その後の経過は？

啓発研修が実施さ
れたパイロット地
区における
chairpersons of 
local councils 
(LC5 and LC4) の
数（予定）

ドキュメントレ
ビュー、インタ
ビュー

 (c) More than 4 issues of 
Student Vocation Guide published 
and circulated nationwide

Student Vocation 
Guideの発行回数

ドキュメントレ
ビューインタ
ビュー

○Science Fair 2006  supported　in Feb. 2006：The 
project sponsored the fair with trophies, 
certificates and facilitation for the adjudicators.

 (d) More than 150 teachers 
throughout the country 
participated at the lesson 
demonstration contest

Super Science 
Teacherコンテスト
の参加者数

ドキュメントレ
ビュー、インタ
ビュー

【まとめ】 ○DMCメンバーへのインタビューでは、概ね彼らの取り決
めどおりの運営が行われているとのコメントであった。し
かしながら、現状では研修経費の徴収率を上げるのは容易
ではないとのこと。自分たちの手で研修を回していくとい
う意識改革は非常に困難である。【Masakaの一つのセン
ターでは参加者が減少傾向87－74－54】
○また、必ずしも物理的環境が整うことで授業への改善に
結びつくことは保証されないのに、やはり器具や施設に対
する要求が多い。
徴収率
トロロ・ブタレジャ県：46.7％　
マサカ県：30％
トロロの比較的徴収率が高いのは、DMCの議長がDEOであ
り、彼が中央から送金されるCapitation Grantから天引き
している。マサカは、事務員を雇い徴収率を上げようとし
ている。ただ、いずれの場合も母数がはっきりしないの
で、これらの率は相当の誤差があると見るほうがよい。

地方行政官の意識が向上したか？　
教員、生徒の意識は向上したか？

・中央研修センター改修（760万円）
・地方研修センター整備（4ヶ所）

(a)　カンパラ市に中央研修センター
とパイロット各県に地方研修セン
ターを設置する
その後の経過は？

設立された中央研
修センターと県教
育センターの数
（予定：4+拡大
12）

ドキュメントレ
ビュー、データ提
出依頼、インタ
ビュー

○今のところ、維持管理調査を独立しては行っていない。
NCが地方へ行った際に逐次状況を見て回っているという状
況。概ね良好だが、NTC　Nagongeraの管理状態は悪い
（NT）。

(b)　ナショナルコーディネーターに
よる施設維持管理状況調査にすべて
の中央・県研修センターが維持管理
良好と認められる
その後の経過は？

維持管理状況調査
に合格した中央・
県研修センターの
数

ドキュメントレ
ビュー、データ提
出依頼、インタ
ビュー

○昇進条件が盛り込まれたScheme of Serviceは、案は出
来上がっているものの、予算がまだ計上されていないの
で、実施にはいたってない。

3)　教員雇用委員会（ESC）の定める
教員昇進条件にプロジェクトの現職
研修が含まれる
その後の経過は？

ESCによって定めら
れた教員昇進認定
INSETコースの数
（予定）

ドキュメントレ
ビュー、データ提
出依頼、インタ
ビュー

○Development of Teaching Guideline completed and 
launched in Oct. 2006
○パイロット県へは配布済み。非パイロット県への本格配
布は3月以降（すでに全国のDEOへは配布済み）。　
現場での評判は、パイロット校に関しては良い。非パイ
ロット校ではALEIの考え方が導入されていないので使われ
てない（NT、DT)。

(c) Pedagogical Guidelines for 
secondary science and mathematics 
authorised by MoES

ドキュメントレ
ビュー、データ提
出依頼、インタ
ビュー

(d) Policy on INSET for secondary 
teachers developed and authorised 
by MoES

ドキュメントレ
ビュー、インタ
ビュー

【まとめ】 ○Tororo県NTC、Nacongeraの管理状態が悪く、研修時以外
はほとんど利用されていない。Masaka県でも研修に使われ
ていない機材があった。
○研修経費や研修環境などはINSETが制度化されるか否か
が重要なポイントとなる。そのための第一歩として、理数
科だけでなく他教科へのALEIアプローチも必要となるが、
現場ではその動きは見られない。
○生徒へのVocational Guidesの評判は概ね良好だが、内
容が高度なので、中学生には教員による補足がないと関心
を高められないとのコメントあり。

(2) パイロット県にて
理数科教育に対する学
校や保護者等からの支
援が得られるようにな
る。

(3) 現職教育研修が制
度化される。
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日本側
1. 長期専門家：1名
（研修運営・管理）
2. 短期専門家：必要に
応じて
3. 本邦および第3国研
修（何人！？）
4. 機材供与：コン
ピューター、印刷機、
車両等　3千万円
5. ローカルコスト：研
修・セミナー経費、管
理費　1.2億円

１．長期専門家１名：岡本　剛（04/07/05-08/04/08）
２．なし
３．本邦研修：2005年NC1名、2006年教育省職員2名校長1
名
　　ケニア第3国研修：理数科教員、DT他、2005年15名、
2006年8名
　　ケニアから出張技術支援：2005年8名、2006年13名
　　OJTinケニア：2005年4名、2006年8名　
４．在外活動強化費　57,237千
　　機材・研修経費　52,928千円
　　中央研修センター改修（760万円）
　　地方研修センター整備（4ヶ所）
　　 「投入のまとめ」参照

時期、投入量、投入の質の予定と進
捗の比較

時期、投入量、投
入の質

報告書、専門家・
事務所からの質問
表回答

ドキュメントレ
ビュー、データ提
出依頼

ウガンダ側
1. 中央研修指導教官の
給与及び手当て 
2. 研修参加者への宿
泊・交通費
3. 研修指導者への手当
て
4. 施設：中央研修セン
ター、県研修センター
のための施設
5. 光熱水費
拡大予算：約3億2000万
円、うち約6000万円が
見返り資金

1. 中央研修指導教官の給与及び手当て 
2. 研修参加者への宿泊・交通費
3. 研修指導者への手当て
4. 施設：中央研修センター、県研修センターのための施
設
5. 光熱水費
2005年度執行額　153,032,936＋α
2006年度予算　250,000,000シリング
拡大予算：約3億2000万円、うち約6000万円が見返り資金

時期、投入量、投入の質の予定と進
捗の比較

時期、投入量、投
入の質

報告書、C/Pからの
質問表回答

ドキュメントレ
ビュー、データ提
出依頼

前提条件 ウガンダ政府の理数科
振興政策が大きく変更
されない

○年末に行われた大統領の2007年方針演説の中に、中等教
育強化がプライオリティーとして挙げられ、その中でも質
の強化は重要課題となっている。そして、その質向上のプ
ログラムとしてSESEMATがあげられている。
○2007年より中等教育無償化政策が実施される。これによ
り、ますます中等教育の質の向上のニーズは高くなる。
○政府としては、NTCは役目を終えたとして、大学にアッ
プグレードか閉鎖。地方センターのある、ナゴンゲラNTC
は大学に格上げされる予定。ゆえに、NTC教官研修という
のは、実施できなくなる可能性がある。【現在教育省側と
議論中】

国家政策、教育省政策の変更の有無 国家政策、教育省
政策

C/Pからの質問表回
答

質問表

計画の進捗状
況

①　パイロット県にお
ける中等理数科教員及
び教員養成校教官が所
定の現職教員研修過程
を修了する
②　パイロット県にて
理数科教育に対する学
校や保護者等からの支
援が得られるようにす
る
③　現職教員研修が制
度化される

○当初計画されていたほとんどの活動と、後から加えられ
た活動が実行された。【岡本専門家活動報告参照】

達成度、時期などの予定との比較 達成度、時期 報告書、専門家C/P
からの質問表回答

ドキュメントレ
ビュー質問表

専門家とC/Pと
の関係

連携状況 ○日本人専門家は、必要があれば適宜アポを取って、CPと
議論している。NCとの関係は非常に良好。NT他ともおおむ
ね良好な関係にある。

活動の進め方の決め事と現実の比
較、双方の満足度

左に関わる情報 報告書、専門家C/P
からの質問表回
答、インタビュー
結果

ドキュメントレ
ビュー、質問表、
インタビュー

専門家と
JOCV、SVとの
関係

連携状況 ○現在のところ具体的な連携はない。地方研修に隊員が参
加しているケースがある。

相互の情報提供や側面支援などはあ
るか

左に関わる情報 報告書、専門家か
らの質問表回答、
インタビュー結果

ドキュメントレ
ビュー、質問表、
インタビュー

モニタリング
プロセス

モニタリングに関する
研修およびモニタリン
グ実施状況。

○NTによるモニタリング・評価報告書は、「教員はいまだ
に理論中心の授業をしている」との記述しかなく、「なぜ
そうなのか？どうすればいいのか？研修に同反映させる
か？」が抜けている（専門家）。
○研修は非常に効果的だが、時間が短い。評価に関する研
修が足りないので、データの解析、解釈が不十分（NT）。
○統計処理能力など限界もあるので、今後はモニタリン
グ・評価よりも、NT自身が模擬授業を出来る能力をつけ、
デモンストレーションする方が良いかもしれない（専門
家）。
○大学教官Ben Enjiku氏による外部評価を取り入れてい
る。SMASSEからの報告書も参照。

その後の経過は？

阻害要因及び
貢献要因

活動進捗、成果達成、
目標達成に阻害、貢献
する要因はあるか

阻害要因：
・宿泊日当などの金銭的報酬を受けることが当たり前に
なっている悪習慣。
・聖職者としての意識不足・ボランティア精神の停滞。
・プラスαのインセンティブがない中での、授業準備等、
教員の活動量の増加。
しかしながら、これらはある意味で、本プロジェクトが
チャレンジしようとするテーマでもある。
貢献要因：
・同国での一連の理数科教科政策。
・トップの明確な姿勢。

活動進捗、成果達成、目標達成に阻
害、貢献する要因はあるか：C/P給与
遅配、研修運営費徴収、日当などの
問題他
その後どうなったか？

左に関わる情報 報告書、関連文
書、専門家C/Pから
の質問表回答、イ
ンタビュー結果

ドキュメントレ
ビュー、データ提
出依頼、質問表、
インタビュー

意思決定方法に偏りはないか
C/Pの参加度は十分か
研修に関わる日当宿泊費、システム
運営経費の収集状況は解決されたか

左に関わる情報 報告書、関連文書
専門家C/Pからの質
問表回答、インタ
ビュー結果

ドキュメントレ
ビュー、質問表、
インタビュー

実施プロセス
の検証

相手国実施機
関のオーナー
シップ

意思決定状況　　　　　
参加の度合い　　　　　
　予算状況

○Tororo県における日当支払い問題は支払わないことで合
意を得、NTへの給与遅配についても支払い方法を簡便化す
るなどの解決策が講じられた。
○プロジェクトカウンターパートファンドも活動に支障が
ないように配慮されている。
○研修経費徴収率の向上、研修修了資格の制度化、INSET
制度化へ向けた検討もなされてはいる。
○NCのMr. Agaba氏のコーディネーション能力は高く、教
育改革への意識は高い。また、次官との連携も緊密であ
る。

投入の実績

- 69 -



必要性 プロジェクト目標とウ
ガンダ側（ターゲッ
ト・グループ）のニー
ズは一致しているか

○年末に行われた大統領の2007年方針演説の中に、中等教
育強化がプライオリティーとして挙げられ、その中でも質
の強化は重要課題となっている。そして、その質向上のプ
ログラムとしてSESEMATがあげられている
○2007年より中等教育無償化政策が実施され、これによ
り、ますます中等教育の質の向上のニーズは高くなる。

中間評価以降ニーズの変更はないか ターゲットグルー
プのニーズに関わ
る・ 関係者の意見

報告書、関連文
書、専門家C/Pから
の質問表回答結果

ドキュメントレ
ビュー、質問表

上位目標とウガンダの
国家開発計画との整合
性

○07年１月より中等教育無償化政策（UPPET:Universal 
Post-Primary Education and Training）が導入され、こ
れにより「妥当性」はますます高まる。（実際は財政不足
のため、Universalにはならず、無償化対象校を公立600校
あまり、公立がない地域の私立200校あまり、計900校弱ほ
どに絞り込んで行われる）。
○国家学力テストにおいて理数科は必須化。

中間評価以降、ウ国の政策に重要な
変更は行われていないか

開発計画、教育政
策における記述

報告書、関連文
書、専門家C/Pから
の質問表回答結果

ドキュメントレ
ビュー、質問表

日本の援助政策、JICA
国別事業実施計画との
整合性

○事前評価時以降、日本の援助政策、JICA国別事業実施計
画の変更はない。

中間評価時以降、日本の援助政策、
JICA国別事業実施計画の何か変更が
あったか

ODA大綱および中期
政策における位置
づけ
教育支援に関する
我が国の国際協力
の方針

JICA資料
外務省ウェブサイ
ト「ODA大綱」およ
び「ODA中期政策」

ドキュメントレ
ビュー

プロジェクトは、ウ国
における理数科教育分
野の開発課題に対応す
る活動として適切か

○現職中等理数科教員および教員養成校教官を対象にし
て、教員の態度・教授法・教科内容のそれぞれについての
実践的研修を継続的に行う。また、校長・地域教育関係
者。保護者等にも理数科教育の重要性を知らしめるプログ
ラムを実施し、理数科教員を取り巻く環境を改善すること
も行う。このような包括的なアプローチは、ケニアSMASSE
プロジェクト等でも採用され期待された成果を上げてい
る。

他方法との比較、日本の経験の蓄
積、優位性等

開発課題、問題分
析

事前評価報告書、
関係者意見

ドキュメントレ
ビュー、データ提
出依頼、質問表、
インタビュー

プロジェクト対象地区
の選択は適切であった
か（対象、規模）
また、他地域への効果
の普及はどうか（公平
性）

○選定ロジック：地方、理数が弱い、セキュリティ、アク
セス、地理的バランス等を考慮した上で、教育省が決定。
○本プロジェクトは、パイロット県として貧困地域を選ん
でおり、その中でも経済的に厳しい環境にある私立中等学
校を対象に入れている。現在、拡大プログラムが進行中で
ある。

パイロット地区選定のロジック検
証、他地域への拡散状況

事前調査資料、裨
益者数

事前評価報告書、
関係者意見

ドキュメントレ
ビュー、インタ
ビュー

日本の技術の優位性は
あるか

○ケニアSMASSEの手法、モニタリング・評価法、CPなどの
人材、第３国（フィリピン、マレーシア）研修など、これ
までの日本の先行投入が生かされ、コスト的にも、時間、
労力の点でも非常に効率的である。

日本の経験がどういう形で活かされ
ているか

過去の協力実績 事前評価報告書、
関係者意見

ドキュメントレ
ビュー、インタ
ビュー

中間評価以降、政策・
経済・社会などの変化

○中等教育重視の政策が進行するのは、当プロジェクトと
しては歓迎すべきこと。中等教育の量が拡大されれば、必
ず質が問題視される。その意味では当プロジェクトは質の
向上に特化すればよいと考えられる（岡本専門家）。

プロジェクトの遂行、結果等に影響
を与える政策・経済・社会などの変
化はあるか

ウ国の情勢 報告書、専門家C/P
からの質問表回
答、インタビュー
結果

ドキュメントレ
ビュー、質問表

プロジェクト
目標は明確か

指標、目標値、入手手
段は適切か

プロジェクトの目標自体はきわめて明確であり、指標もケ
ニアSMASSEのモニタリング・評価ツールとして確立された
ものが用いられている。
【授業の改善が生徒の学力に結びつくには、授業時間数と
生徒の出席日数が外部条件となる。現行のPDMでは「社会
経済状態」が上げられているが、これはむしろ上位目標か
ら上へ繋がる外部条件と考えるべきでは。】

PDMのロジックは適切か PDM分析 PDM 分析

プロジェクト
目標の達成状
況はどうか

目標の達成見込み ・第1回中央研修でベースラインからの向上が認められ
た。平均値3.19。（初期数値：2.28-2.46、第１サイクル
後：3.1296-3.2729）(48質問)。
・第2回中央研修では平均値3.4。
○研修終了時には有意に望ましい態度変容が確認され、目
標値に近づいている。

既出データの総合分析 既出データ 既出 既出

プロジェクトのアウト
プットはプロジェクト
目標達成に貢献してい
るか

○成果は概ね予定通りに達成されつつあり、研修システム
や管理体制は確立されてきている。しかしながら、２つの
カスケードを経て、授業が変わるのは短期間では容易な問
題ではない。
○また、意識面で首都にあるプロジェクト事務局とディス
トリクトレベルで乖離がある可能性がある。実は、意識改
革自体がプロジェクトの挑戦課題でもあり、もともとプロ
ジェクト実施期間3年での達成が相当に困難なのではない
だろうか。

成果と目標達成の関係分析 既出データ 既出 既出

阻害要因は何か（外部
条件に変化はないか）

○授業時間数や生徒の出席日数に影響を及ぼすような社会
経済的変動は観察されていない。

大規模災害等によりパイロット県の
社会経済的環境が急激に悪化しない
こと

障害の発生情報 専門家C/Pからの質
問表回答、インタ
ビュー結果

質問表、インタ
ビュー

ドキュメントレ
ビュー、質問表、
インタビュー

有効性

因果関係

○中等教育に関わるドナーは現在アフリカ開発銀行
（ADB）と日本であり、それぞれハードとソフトに役割分
担が出来ている。
○そのADBの支援するインフラプロジェクトEducationⅢ
で、ソフトコンポーネントをSESEMATに委託することが決
定。教育省が働きかけ、ADBが承認。Loan Agreementに記
載されている。

プロジェクトの遂行、結果等に影響
を与えるドナーの動き、協力関係は
あるか
その後どうなったか？

他ドナーの動向 報告書、専門家C/P
からの質問表回
答、インタビュー
結果

妥当性

優先度

手段としての
妥当性

他ドナーとの協力関係
はあるか
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成果の達成度 成果は計画通りか ○研修受講者の数が目標より少ないこと、研修内容自体の
定着度など（意識面も含め）の懸念もあるものの、これま
でのところ計画された成果は概ね達成されており、計画外
の活動の成果も上げつつある。

既出データの総合分析 既出データ 既出 既出

広域案件の利
点を有効活用
できているか

既存の知識・経験の
ネットワーク、既存の
教材・モニタリング・
評価指標が有効活用さ
れているか

【研修経費】
日本側：1st NT, 1st DT, NFU, DFU 全参加者787人
Operation Costs for Training (Equipment, Printing, 
Materials)：129,287 US$
一人当たり：164 US$

Uganda側：2nd DT
Masaka：参加者205人　総コスト51,332,000 S. (143 US$)
Tororo：参加者120人　総コスト 36,822,000 S. (175 
US$)
ゆえに、大雑把ではあるが、おおよその研修経費単価は、
300 US$～340 US$と見積もれる。

活用状況とそれにより省かれた経費
はどの程度か

活用状況、一人当
たりの研修コスト

報告書、専門家C/P
からの質問表回
答、インタビュー
結果

ドキュメントレ
ビュー、質問表、
インタビュー

ローカルの資
源を有効利用
されているか

既存施設などが有効利
用されているか

○既存の施設の有効利用により経費を圧縮できている
（中央研修センター改修（760万円）、地方研修センター
整備（4ヶ所））。
しかしながら、拡張プログラムおよびフェーズ2を睨んだ
中核研修施設の検討は必要。

活用状況とそれにより省かれた経費
はどの程度か
中核研修施設はどうなったか？

活用状況 報告書、専門家C/P
からの質問表回
答、インタビュー
結果

ドキュメントレ
ビュー、質問表、
インタビュー

専門家(事務局運営)派
遣人数、専門分野、派
遣時期は適切か

○業務に支障はなく、適切であると判断できる。
○NTのモニタリング・評価能力の向上への手当てが必要。

既出データの総合分析 既出データ 既出 既出

供与機材の種類、量、
設置時期は適切か

○業務に支障はなく、適切であると判断できる。
○CPより量的な不足が上げられているが、追加投入して
も、その利用度については疑問である。
○地方研修センターにおいて、十分に活用されていない供
与機材も散見された。

既出データの総合分析 既出データ 既出 既出

プロジェクトの現地活
動費の額は適切か

○適切である（専門家）。 既出データの総合分析 既出データ 既出 既出

ウガンダ側のC/P配置、
予算配分は適切か

○NTへの給与遅配、日当問題、研修経費など、これまでの
執行は必ずしも十分かつタイムリーであったとは言えない
ものの、改善措置は取られつつある。

既出データの総合分析 　　　　　　
　その後どうなったか？

既出データ 既出 既出

因果関係 プロジェクトの実施プ
ロセスの効率性に影響
を与えている要因はな
にか

○NTへの給与・日当宿泊費の遅配、同国における研修経費
等にまつわる悪習慣からの不満はある。

活動と成果達成の関係分析 既出データ 既出 既出

投入・成果の実績、活
動の状況から、上位目
標の達成は見込まれる
か

○現時点で上位目標の達成度を推し量ることは困難である
が、投入が活動に活かされ、活動が概ね成果に結びついて
いる状況は明らかである。そのことにより、授業が変わり
始めており、それに対する生徒のポジティブな反応とし
て、理数科への関心が高くなりつつあることが観察され始
めている。

既出データの総合分析 既出データ 既出 既出

上位目標の達成によ
り、ウ国の開発計画へ
のインパクトは見込め
るか

○ウガンダ国は産業発展のため、理数科重点政策を積極的
に推し進めており、上位目標が達成されれば、開発計画へ
のインパクトは見込めるであろう。

既出データの総合分析 既出データ 既出 既出

上位目標以外の効果・
影響が見られるか。マ
イナスの影響を軽減す
るための対策は取られ
ているか

○実験等への女子の参加が促進され、ジェンダーギャップ
解消に貢献し得る（NT、DT）。

社会文化的側面、ジェンダー、プロ
ジェクト関係者などへの影響を分析

左に関わる情報 報告書、専門家C/P
からの質問表回
答、インタビュー
結果

ドキュメントレ
ビュー、データ提
出依頼　　質問
表、インタビュー

ドキュメントレ
ビュー、データ提
出依頼　　質問
表、インタビュー

○拡大プログラムによって全国教員の20％をカバーする計
画である。研修裨益者2000名、研修センター12箇所、地方
研修トレーナー100名、総額28億4121万シリング。うち、9
億5270万シリングは、見返り資金と債務無償の組み合わせ
でカバー予定。2007年5月スタート予定。 （専門家）拡大
計画は、ノンプロ無償見返り資金および債務救済無償の残
預金を用いて行います。現在ディスバースの最終段階で
す。

債務救済無償資金を活用したプロ
ジェクト拡大計画
他教科への広がり

左に関わる情報 関連文書、報告
書、専門家C/Pから
の質問表回答、イ
ンタビュー結果

インパクト 上位目標の達
成見込み

波及効果 面的な広がりはあるか

効率性

達成されたア
ウトプットか
ら見て投入の
質、量、タイ
ミングは適切
か
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政策支援は協力終了後
も継続するか

○ウガンダ側の理数科振興政策は、政府の長期開発計画の
一部であり、中長期的にも理数科分野は優先分野である。
○また、中等教育無償化政策（UPPET:Universal Post-
Primary Education and Training）が導入され、国家学力
テストに理数科が必須化された。
○拡大計画も進行中で、政策支援が今後も継続していくこ
とは確実であると考えられる。
○NTCおよびPTC教官のとりまとめを行う教師教育局が参加
者を選抜できなかったので、いまだに彼らの研修は実施さ
れていない。ただ、見返り資金活用の拡大研修が始まる本
年5月までには、彼らを研修に参加させる予定。
○政府としては、NTCは役目を終えたとして、大学にアッ
プグレードか閉鎖をしている。地方センターのある、ナゴ
ンゲラNTCは大学に格上げされる予定。NTC教官研修という
のは、実施できなくなる可能性あり。

プロジェクト終了後の戦略はあるか 教育省の方針 報告書、専門家C/P
からの質問表回
答、インタビュー
結果

ドキュメントレ
ビュー、データ提
出依頼　　質問
表、インタビュー

教育省の「拡大展開」
への対応

○拡大プログラムは、当初、見返り資金活用を計画してい
たが､見返り資金の予算不足から、債務救済無償資金の残
金を活用することとなり､手続きが遅れている模様。
○中等無償化政策については、財政不足のため、
Universalにはならず、無償化対象校を公立600校あまり、
公立がない地域の私立200校あまり、計900校弱ほどに絞り
込んで行われる。

今後のプロジェクト拡大展開の展望
はどのようなものか

教育省の方針 報告書、専門家C/P
からの質問表回
答、インタビュー
結果

ドキュメントレ
ビュー、データ提
出依頼　　質問
表、インタビュー

実施機関の運営能力
（予算、人員、意思決
定プロセス、インセン
ティブ）

○ナショナルトレーナーへの給与・日当等は中期予算支出
（MTEF: Mid-Term Expenditure Framework）から支出され
たが、大統領選の影響などで、他の財源から振り返られた
（その手当ては評価できる）。それを防ぐためにPAF
（Poverty Action Fund）の対象となり保護されたが、遅
配が起こっている。それに対し、銀行送金という裏技で対
応している（本来は出来ない方法）。
○無償化により教育予算の流れは、中央教育省から各学校
への上から下への流れとなる。授業料や地方INSET実施経
費の各学校レベルでの徴収はなくなり､生徒数に応じて学
校毎の配賦予算（一人当たり29,721シリング＝17ドル）が
算出される。中央から配賦される予算の中から、INSET研
修分として3,000シリングを各学校が留保できる案を検討
中だが、解決の実行力は疑問である。

既出データの総合分析 既出データ 既出 既出

実施機関のオーナー
シップ

○2007年度の教育スポーツ省の予算は2006年度から10％の
増額であるのに対し、中等教育への予算は93Billionシリ
ングから35％増の125Billionシリングである。
○地方組織との意識の違いは感じられるものの、中央政府
の方針は明確で、プロジェクトとしては、あくまでウガン
ダ側がすべてマネージメントする方向を目指している。
○実施上の問題への対処、NTの増員、拡大プログラムの実
施などはオーナーシップの明確な現れである。

既出データの総合分析 既出データ 既出 既出

技術面 実施機関が研修システ
ム、質を維持できる可
能性

○研修に必要な教材作成や実施を担う8名のナショナルト
レーナーが専属でおり、順調に育っているといえる。実施
体制、研修実施能力は強化されつつある。
○しかしながら、モニタリング・評価能力、マネージメン
ト能力等に関しては、まだまだ日本人専門家の支援なしで
は回らない。

既出データと合わせての総合分析 既出データ 専門家C/Pからの質
問表回答、インタ
ビュー結果

質問表、インタ
ビュー

社会・文化・
環境面

持続的効果を阻害する
要因

○宿泊日当などの金銭的報酬を受けることが当たり前に
なっている悪習慣。早くINSETがシステム化される必要が
ある。

既出データと合わせての総合分析 既出データ 専門家C/Pからの質
問表回答、インタ
ビュー結果

質問表、インタ
ビュー

投入・活動・アウト
プットの内容を軌道修
正する必要があるか

○活動は増加する傾向にあるものの、投入に差し迫った追
加は必要ない。
○成果に上げられている受講者の数をやや下方修正する必
要がある。

既出データと合わせての総合分析 既出データ 専門家C/Pからの質
問表回答、インタ
ビュー結果

質問表、インタ
ビュー

事前評価時に指摘され
た課題などはどのよう
に変化しているか

○中等教育無償化により教育予算の流れは、中央教育省か
ら各学校への流れとなる。授業料や地方INSET実施経費の
各学校レベルでの徴収はなくなり､生徒数に応じて学校毎
の配賦予算（一人当たり29,721シリング＝17ドル）が算出
される。中央から配賦される予算の中から、INSET研修分
として3,000シリングを各学校から徴収する方法を検討中
だが、解決の実行力は疑問である。

既出データと合わせての総合分析 既出データ 専門家C/Pからの質
問表回答、インタ
ビュー結果

質問表、インタ
ビュー

SMASSEプロジェクト群
の全体調整機能

SMASSEからの技術支援は非常に迅速・柔軟かつ効果的であ
る。専門家としての日常業務においても必要があれば連絡
をとり技術支援を仰いでいる。このようなBackyardサポー
トは今後アフリカ域内展開をする上で必要である。
（専門家）事務所・本部からも必要な支援をいただいてい
る。東南アジア（マレーシア）での研修を実施する際に
は、本部からの更なる支援をお願いしたい。

ケニアSMASSEからの具体的な技術支
援（第三国研修、専門家間の意見交
換・助言）の実績をまとめ、その有
効性をヒアリング・質問表などから
確認

左に関わる情報 専門家C/Pからの質
問表回答、インタ
ビュー結果

質問表、インタ
ビュー

活動レベル ○現在まで、途中退職者はなく、4名が8名に増員された。 成果達成のためには、中央研修指導
教官の大半（すべて）が定着するこ
と

左に関わる情報 専門家C/Pからの質
問表回答、インタ
ビュー結果

質問表、インタ
ビュー

成果レベル ○特段、研修受講者が移動したという情報はない。 プロジェクト目標達成のためには、
研修を受けた中等理数科教員の多く
がパイロット県にて継続して勤務す
ること

左に関わる情報 専門家C/Pからの質
問表回答、インタ
ビュー結果

質問表、インタ
ビュー

プロジェクト目標レベ
ル

○特異な変化は見られない。 既出データの総合分析 既出データ 既出 既出

新たな外部条件はある
か

○特にない。 プロジェクトに影響を及ぼし得る予
期しなかった条件はあるか

左に関わる情報 専門家C/Pからの質
問表回答、インタ
ビュー結果

質問表、インタ
ビュー

既出データの総合分析：研修に関わ
る日当宿泊費、システム運営経費の
収集状況

左に関わる情報 専門家C/Pからの質
問表回答、インタ
ビュー結果

質問表、インタ
ビュー

その他 軌道修正の必
要性

今後、留意していかな
ければならないことは
何か

○現在はKololo Secondary Schoolに事務所を置き、研修
は事務所並びの教室で行うものの、宿泊施設はなく一般教
室での宿泊となる。これは参加者に非常に評判が悪く、学
校が休業中でないと実施できない。
○将来的にも、中核研修施設があるに越したことはない
が、一方で、研修所の維持管理費や人件費の捻出をウガン
ダ政府が可能かは疑問である（ドナーはこれらの経常経費
は負担しない）。

外部条件

自立発展性 政策・制度面

組織・財政面

- 72 -



1

2

3

4

5

6

7

8

9

その他継続フェーズについてウガンダ側に確認したいこと その他継続フェーズについてウガンダ側に確認したいこと
＊ CP予算の確保（2008年度予算第１ドラフトではSESEMATは計画に含まれていますが、
金額は不明）
＊ SWAPsにおける新プロジェクト承認プロセスの再確認（12月ドナー会議ではプロジェ
クトの進捗状況を共有済み）
＊ 教育省CP機関の整理・再確認（教育省のリストラクチャリングが進行中で、教員教育
局が現職教員研修に係る政策決定により積極的に関与してくることは必至。）

その他の動き その他の動き
＊ 世銀による中等教育カリキュラム改革ロードマップ策定支援（現在最終レポートを作
成中）、中等教育分野支援のIdentification missionがウガンダ滞在中（1月18日教育省
内で最終報告会議開催予定）
＊ アガ・カーン財団との連携　→　進捗なし、早期に議論を再開する予定

その他：パイロット拡大進捗状況 ・ （機材調達方法の見直し）
教育省内での手続き遅延。解決策はあるか。
・ （効率的なモニタリング方法）
プロジェクト活動とのデマケに支障はないか。物理的に実施可能なモニタリング方法を
検討する必要がある。

その他：フェーズ２に向けた準備状況
フェーズ２要請があげられており、ウ側は、10パイロット県の選定、プロジェクトドキュ
メントの作成を行う必要がある。

・ （10パイロット県選定）
地域の自主性を尊重した公募性と思われるが、公募スケジュールは？
・ （無理のないPOの作成）
パイロット拡大地域（9地域）およびフェーズ２拡大地域と対象地域が増える中で、実施
可能なPOの検討スケジュール。
・ （モニタリング方法）
対象地域が増える中で、効率的なモニタリング実施方法。ツールの見直し、地方教育行
政官との連携など。

中間評価提言（４）地方INSETの実施体制
本調査団の地方視察では、地方の研修経費徴収が円滑に行われず、地方INSET経費の不足
分を教育省が補填するなどの努力が見られるものの、一部のしわ寄せがセンター校に影響
を与えていること、また、研修必要資機材調達の遅延、研修準備の連絡遅延等多くの障害
の原因となっていることが判明した。この解決は、一つには教育省の政策的に解決する方
法と校長等関係者の研修に対する啓発によるか解決策がある。今後、プロジェクトでは、
政府の中等教育改革政策の変遷を注視し、研修を制度化する方向に働きかけていく努力を
継続すると同時に啓発活動を進め、早期に問題解決を図るよう提言する。その方途とし
て、教育省からナショナル・コーディネーター補佐を配置することは問題解決の一助にな
ると考える。

・ （地方研修経費の徴収率）

・ （教育省による政策的解決方法）
徴収率改善に向けた政策的解決方法はとられたか？
・ （校長等への啓蒙による解決方法）

・ （中等教育無償化政策による経費徴収への影響）
どのような影響があるか？トロロ県の徴収率大幅改善は、どのような理由で影響がもた
らされたか。
・ （SESEMAT研修の制度化）
制度化に向けた動きはあったか？
・ （ナショナル・コーディネーター補佐の配置）
配置されたか？

中間評価提言（５）教室レベルの成果発現
2段階のカスケード方式によるINSET研修の成果を教室レベルでの成果発現につなげる必要
があり、研修終了後の適切なフォローアップ支援、継続的なモニタリング、さらには教員
の日常的な活動現場により近いレベルでのサポート体制が必要である。本調査団は、それ
らの手段として、残り協力期間内に、関係者に対する更なる教員研修に対する啓発活動、
例えば、有意義な研修とは何か、研修運営・管理、資金等資源の有効活用のワークショッ
プの開催を提言する。更なる啓発活動が必要とされるが、現ナショナル・コーディネー
ターは多忙すぎるので、彼の片腕になるスタッフを人選し、SESEMATの運営・管理分門強
化を提言する。

・ （研修後のFU支援）
・ （継続的なモニタリング）
・ （教員への日常的な現場レベルのサポート）
NTあるいはDTによるFUがどのような頻度・内容で実施されているか。
・ （研修運営管理WS開催）

・ （SESEMAT運営管理部門強化）
具体的な対策はとられたか。

中間評価提言（2）プロジェクト目標の達成と指標について
INSET研修システムのモデル確立という点では、プロジェクトは確実な成果を上げてお
り、INSET研修を通じて、教員の態度変容を引き起こしていることが、指標からも確認で
きた。教員の態度変容が、授業アプローチの変化を誘引し、生徒の学習過程の改善、生徒
の学力の向上に結びつくという一連の仮説の実証については、今後さらに活動を継続し、
長期的にモニタリングを行う必要がある。現時点において、プロジェクト目標の指標と
なっている「授業観察指標」、「学習者授業参加指標」、「教科内容指標」については、
僅かな指標数値の改善しか確認されておらず、3年間のプロジェクト終了時点でも大幅な
改善がみられず、指標上ではプロジェクト目標の達成が確認できない可能性が大である。
本調査団は、実施中の研修を通し、教員の資質向上を推進する努力を更に加速化すると共
に、研修自体が、制度化され、自立性を持って定期的に実施できる体制構築も評価するよ
う提言する。また、NTレベルでM/Eの調査手法標準化、簡便且つ有効なツール開発、等M/E
に対する能力向上を計画することを提言する。

・ モニタリングに関し、「M/E調査手法標準化」、「簡便なツール開発」、「NTの能力
向上」などの取り組みや実績はあるか。

中間評価提言（3）ALEI/PIAIアプローチの更なる普及
ALEI-PIEIアプローチは、ウガンダにおける授業改善手法の概念フレームワークである。
単なる実験、活動を行う授業というHands-on授業ではなく、Minds-on授業として、生徒主
体の学習プロセスを通じて、生徒が自ら課題を設定し、課題解決に取り組む授業の実現と
いう概念をプロジェクト関係者の中で十分に内部化することが重要である。とくにナショ
ナルトレーナーはプロジェクトのコア人材であり、新しく加わったメンバーも含めて、十
分意思統一を図り、単なる論理推進者ではなく、実践者としての能力も高める必要があ
る。また、中央と地方のレベルでは、概念の理解に格差がみられることから、今後は地方
レベルの関係者への啓蒙普及活動にも力を入れるべきである。

・ （ALEIアプローチ内部化）

・ （ALEI実践者としての能力）

・ （地方レベル関係者への啓蒙普及）

中間評価提言・指摘事項等 FU現状・懸念事項等
中間評価提言（１）プロジェクトの政策的な妥当性
技プロ開始以降06年より開始された理数科の必修化、07年より開始された中等教育無償化
など、政策レベルの変化が起こっており、いずれもプロジェクトの政策的な優先順位、妥
当性を上げていると思われる。中等教育のアクセスの増大と同時に、質の確保を図ること
がますます重要となっており、教職の継続的な職能開発への取り組みが教育省で検討され
ている。このような中では、SESEMATプロジェクトを通じて確立された現職教員研修シス
テムやALEI/PIEIアプローチを最大限活用することが、現在ウガンダ政府の推進する理数
科教育振興に貢献に繋がる。

・ 中等教育無償化政策により、プロジェクトの正負の影響あるか。
・ 現職教員研修制度全般について、ウガンダ側に何か動きがあるか。
・ SESEMATの取り組みが、ウガンダ教育省の取り組みに正のインパクトを与えている
か。
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評価グリッド結果

実績の検証

準備期間 現地調査

1)　生徒の理数科学力調
査（プロジェクトで開
発）結果を非パイロット
県と比較する

○中間評価時点では、測定していない。しかしながら、ケニア
SMASSEのインパクト調査によると、中等学校2年生の授業改造度
指標と卒業生の国家試験の成績は正の相関がある（ケニアSMASSE
フェーズ2中間評価）。
○NT、DTとも、教員の授業が変わることで、生徒の参加態度が積
極的になり、理数科に興味を示すようになっているポジティブな
面を観察している。

プロジェクトは実施していない。岡本さん

2)　前期中等修了国家試
験の理数科目成績を非パ
イロット県と比較する

前期中等修了国家試験の理数科目成績
データなし

Masaka県の学校から国家テスト合格者数のデータを入手。分析中。他の学校からも
収拾できる可能性ありや。

その他 「教員研修実施⇒教員態
度変⇒教員授業実践⇒生
徒の関心⇒学力」という
仮説プロセスでインパク
トが波及すると思われる
ことから、定性的な変化
を関係者インタビューか
ら確認する。（対処方針
案）

○現時点では学力テストは実施されていないし、プロジェクト開
始後1年半という時期からも、生徒の学力にポジティブな変化を
期待するのは難しい。プロジェクト目標自体の達成度も要検討で
ある。しかしながら、生徒の興味・関心の高まりが観察されてい
ることから、将来的にそれが学力に反映されることは期待され
る。

 「関心が高まり、授業の参加態度は向上した。好奇心が旺盛になった。教師を評価
するようになってきた。」等のコメントがDTや教師からあり。
Masaka県で訪問した学校の生徒からは、「化学の先生は、ほぼ毎時間実験をしてく
れる（ノートやWorksheetからもそれは裏付けられる）。実験は好きだし、授業もよ
く分かる。」、「物理は難しいが、実験は面白い。」などのコメントあり。
他方、「去年、理数科の先生は実験をしてくれなかった。」「 授業はチョーク＆
トーク形式で面白くない。」「理数科の授業は難しい。」「先生の説明は分からな
い。」「教科書が無いから分からない。」等のコメントがTororo県のセンター所在
校の生徒よりあり。

1)　授業観察指数（研修
内容をどの程度授業に活
用しているかを測定）が0
－4段階で2.3以上に向上
する
順調に向上した理由は何
か？

○第１回研修前後で有意差はあるが、研修後の平均値は1.19と目
標値2.3には届かない（初期数値：0.5356-1.4729、第１サイクル
後：0.7917-1.6042）(16質問）。
○フォローアップ後の平均値も1.11であった。

研修で学んだALEI/PIEIアプローチが、どの程度実際の授業で実
践されているかを見るために、2007年10月に各県で授業観察を行
い、2005年11月に行なわれたベースライン調査および過去4回に
渡って行われたモニタリング結果と比較した。
統計分析したところ、各県のベースライン指標と2007年10月時点
の指標の間には、有意な差が認められた。また、各回の平均値も
上昇している。これは、研修を受けた教員が研修内容を授業に活
かしながら、緩やかであるが授業法を改善していることを示して
いる。2007年10月時点での授業観察指標パイロット県平均は2.46
であり、プロジェクトの目標値（2.3）に達成した。（以上、進
捗報告書より）

研修内容自体が、第１サイクルは態度変容がテーマ、第２サイクルからALEIの導
入。ゆえに、第２サイクルから上がるのは当然。ちなみに、第３サイクルはALEIの
深化、教室での実践。岡本さん
・第3サイクル研修を終え、意識が向上し、NTにも質問するようになった。Minds-on
も見られるようになった。パートタイムなど、あちこちで教鞭をとってる教員は授
業準備が十分でない。ALEIを理解はしているが、実践に生かすにはまだ経験不足。
NTコメント
・ 態度が大きく変わり、授業を計画するようになって来た。学校内、あるいは学校
を跨いだチームワークも見られるようになった。物がないから出来ないという苦情
は減った。DTコメント
・ 教師中心から生徒中心、Hands-onからMinds-onへと変わってきた。教授学習理論
にそった授業ができるようになってきた。授業内容はより活動的である。ALEIは新
しいアプローチであり、教師としては準備が大変でもやるべきものだと感じてい
る。ただ、確かに学習内容は全部消化しきれないので、本格的にALEIをやるなら
ば、教育省はカリキュラムを改訂すべきだ。教師自身のコメント

2)　モニタリングユニッ
トによる学習者授業参加
指数（授業にどの程度生
徒が参加しているかを測
定）が0－4段階で1.8以上
に向上する
順調に向上した理由は何
か？
1.8に下げた理由は何か？

○第１回研修前後で有意差はあるが、研修後の平均値は0.46と目
標値2.1には届かない（初期数値：0.1111-0.3541、第１サイクル
後：0.2639-0.6979）（24質問）。
○フォローアップ後の平均値も0.46であった。

統計分析の結果、ベースライン指標と2007年10月時点での指標の
間には有意な差が見られた。これは、研修を受けた教員が学習者
中心への授業へと改善を図っていることを示している。
- 評価者による生徒参加指標 1.7
（以上、進捗報告書より）

特に裏づけ根拠は無い。生徒の値を見て。岡本さん

3)　生徒による学習者授
業参加指数（授業にどの
程度生徒が参加している
かを測定）が0－4段階で
2.1以上に向上する

2007年10月に授業観察指標に関して、プロジェクト目標値改定を
以下のように行った。これまで、生徒参加の度合いは評価者が評
価していたが、それに加え、授業の主体である学習者に同じ質問
紙を配り自己評価を行う。これにより、複眼的かつ客観的な評価
が行え、両者の相関関係も捉えることができる。2007年10月時点
での、平均値は以下の通りである。
- 生徒による自己評価 2.1

 「関心が高まり、授業の参加態度は向上した。好奇心が旺盛になった。教師を評価
するようになってきた。」等のコメントがDTや教師からあり。
Masaka県で訪問した学校の生徒からは、「化学の先生は、ほぼ毎時間実験をしてく
れる（ノートやWorksheetからもそれは裏付けられる）。実験は好きだし、授業もよ
く分かる。」、「物理は難しいが、実験は面白い。」などのコメントあり。
他方、 「去年、理数科の先生は実験をしてくれなかった。」「 授業はチョーク＆
トーク形式で面白くない。」「 理数科の授業は難しい。」「先生の説明は分からな
い。」「教科書が無いから分からない。」等のコメントがTororo県のセンター所在
校の生徒よりあり。

その他 外部評価者のコメントも
参考にする

○授業観察指数については目標値の半分、学習者授業参加指数に
ついては4分の1程度にとどまっている。当プロジェクト研修は、
態度変容→ALEI導入→ALEIの深化という段階を経ている。実際に
ALEI/PIEIを導入は第二サイクル以降なので、今後の結果が期待
されるものの、残り1年で目標値の達成は容易ではないであろ
う。
○外部評価者であるKyambogo大学Ben Enjiku氏の評価も、ケニア
SMASSEのCPたちのレポートにもポジティブな記述が成されている
ことから、NTたちによる評価の基準が厳しすぎないか、もともと
の目標値が高すぎないかの検討が必要と考えられる。
○一方、２つのカスケード研修を経て、教室での授業が変わるの
は短期間では容易な問題ではない。研修システム自体は順調に機
能しており、もともとプロジェクト実施期間3年で掲げるべき目
標と指標に無理があるのではないか。

上述の分析より、授業評価指標および生徒参加指標（生徒自己評
価）のプロジェクト目標値は、2007年10月の調査で達成したこと
が確認された。
　研修実施初年度は、各指標ともに伸び悩んでいたが、その後の
研修第二サイクルやその他のプロジェクト活動の結果、2007年3
月以降は急速に改善された（以下グラフ参照）。今後は、評価者
による生徒参加指数の目標値（1.8）を達成し、ALEIアプローチ
の更なる強化に努める必要がある。
（以上、進捗報告書より）

中間評価以降、ケニア他の外部評価資料はない。岡本さん
授業観察を通して、「何が知りたいからこの実験をやるのか、なぜこの実験方法な
のかなど、生徒は理解できていないと思われる。問題解決型までには至っていな
い。」、つまり、形上、活動を盛んに授業に取り入れようとする変化は明らかだ
が、実質的な深まりはまだこれからという状況ではないかと調査団は受け止めてい
る。

(a)　すべての中央研修指
導教官（NT8人）が必要な
本邦もしくは第3国研修を
修了する
研修モニタリングの詳細
結果は？
評価に関する研修のフォ
ローはあったか？
マレーシア研修実現の経
緯？
NTはなぜ7名？

・本邦研修：2005年NC1名、2006年教育省職員2名校長1名
・ケニア第3国研修：理数科教員、DT他、2005年15名、2006年8名
・ケニアから出張技術支援：2005年8名、2006年13名
・OJTinケニア：2005年4名、2006年8名○研修は非常に効果的
だったが、時間が短い。特に、評価に関する時間が足りないの
で、データの解析、解釈が不十分（NT）。

・2007年6月にマレーシア・ペナンにある東南アジア教育大臣機
構（SEAMEO）理数科教育センター（RECSAM)にて、当プロジェク
ト関係者24名（内7名のナショナルトレーナーおよび17名の授業
実践コンテスト上位入賞者）を対象に国別特設研修を行った。モ
ニタリングの結果、高い研修効果が認められた。（以上、進捗報
告書より）
・ケニア第3国2007年研修：10名
・ケニアから出張技術支援：2007年8名
・2008年2月本邦研修予定3名

マレーシアは日本を見て成功した国。その国を見ることは大事。ケニアに対する対
抗意識も無い。ケニアへの研修予算をこちらに回す。４週間でも一人１２００ドル
と安い。食費込み。飛行機代も１０００ドル。合計２５００ドル。フィリピンより
圧倒的に安い。NTの１名はドタキャン。後に解雇。岡本さん
マレーシア側の評価は？
DTの研修に対する満足度は高い。
NT自身は、幅広い実践力とデータ処理能力が更なる課題と認識している。
マレーシアの研修については、「ケニアの研修ではプロジェクトの実施方法を学ん
だが、マレーシアではコンセプトから学ぶことが出来、包括的な理解が深まっ
た。」とコメント。NT

b)　すべての地方研修指
導教官（DT35人以上）が
中央研修を修了する
DTの意識は向上したか？

・第１回中央INSET研修実施（05年12月実施：49名受講、47名修
了）
・中央FU研修実施（06年5月：44名受講・修了）
・第２回中央INSET研修実施（06年12月：44名受講・修了）
○外部評価者であるKyambogo大学Ben Enjiku氏の評価も、ケニア
SMASSEのCPたちのレポートにもポジティブな記述が成されてい
る。
○DTは研修内容には満足しているが、研修受講条件についての不
満が多い（DT)。設備や機材の要望が多く、一定の理解は出来る
ものの、教材を身近なもので手作りするコンセプトがきちんと伝
わっていないのか。

・INSET中央研修第2サイクルを2006年12月に実施した。44名の
ディストリクトトレーナー（DT)が参加した。研修に用いたカリ
キュラムおよびマニュアル開発は、SMASSEプロジェクトからの技
術協力を得た。
・第二サイクルフォローアップ研修を2007年5月に実施した。参
加者は、中央研修43名であった。

人数が少ないのは、もともとの数が把握できてないから。コンテストの入賞者上位
はDTだった。　３回目中央研修は１２月１０日～２１日まで。３８人参加。実はド
ロップアウトしている者もいる。Tororoは１箇所になっていた。Masakaもお金が無
くて１箇所。ゆえに人数が少し少なくなった。岡本さん
研修の評価は参加者に加え、KenyaSMASSEスタッフも関わった。
「完璧ではないが、どういう授業が良いのか、ALEIを理解はしている。」、「態度
が変わってきた。彼らはALEIを体現できるlevelになってきた。」、「手作り教材を
作り、学習者中心の授業が出来るようになった。自己評価も出来る。」、「これま
では与えられるのを待っていたが、自分たちのイニシアティブで学ぶようになって
きた。」とのコメントがNTよりあり。
DT自身は、「・ 初めは自信がなかったが、3回目には自信が持てるようになってい
た。パイロット期を終え、ALEIのトレーナーとして自信ができた。」、「教科内容
についてまだ足りないところがあると感じる。」「モニタリング・評価の能力につ
いても研修受講・実施を通して十分な力は備わった。」、「教材作りは心がけてい
るものの、中にはどうしても機材がないと実践できないものもある。」、「数学は
抽象的教科なので、ALEIの実践が難しい。」などのコメントあり。

(c)　パイロット県のすべ
ての中等理数科教員
（400）が地方研修を修了
するすべての教員が受講
しているか？

・第１回地方INSET研修実施（06年１月４センターで実施：286名
受講、240名修了）。
・地方FU研修実施（06年5月：410名受講）。
・第2回地方INSET研修実施（07年１月：325名修了）。

・パイロット県において2007年1月に地方研修を行い、325名が研
修を修了した。
・第二サイクルフォローアップ研修を2007年5月に実施した。参
加者は、地方研修246名であった。第２サイクルと比較して参加
者数が低下したが、これは地方研修の実施時期を直前に変更した
ことによることが大きい。（以上、進捗報告書より）

１月７日～１８日（Tororo）、参加人数108人。１４日～２４日（Masaka）114人。
理由は、ケニアの問題によるガソリン高騰。岡本さん
3回目の研修受講者への調査では、今回初めて受講するという者がTororoで
26.09％、Masakaで11.84%いた。逆に、1，2回目の研修にも参加したのは、Tororoで
53.62%、Masakaで63.16％である。受講者のレベルの違いは問題である。DTより
「3回目の研修はケニアの問題の影響でガソリンが高騰し、参加者が少なかっ
た。」、「連絡も十分ではなかった。」、「12月は国家テストの採点が2つのレベル
であるため、開催時期としては難しい。」などのコメントがDTよりあり。
また、DMCからの研修報告書によれば、研修初めから全員が来ていた訳ではなく、全
参加者が研修内容すべてを受講しているわけではない。

(d) 20名の初等教員養成
校（PTC）教官が中央研修
を修了する
左に記述されている件は
その後どうなったか？

○NTCおよびPTC教官のとりまとめを行う教師教育局が参加者を選
抜できなかったので、いまだに彼らの研修は実施されていない。
ただ、見返り資金活用の拡大研修が始まる本年5月までには、彼
らを研修に参加させる予定。
○政府としては、NTCは役目を終えたとして、大学にアップグ
レードか閉鎖をしている。地方センターのある、Nagongera NTC
は大学に格上げされる予定。NTC教官研修というのは、実施でき
なくなる可能性あり。

本邦研修に出て俄然参加意欲が高くなった教員養成局からのNCのAssが動いて1回目
実施。PTC研修：２５日～２月１日まで。19人参加。態度変容2.601から3.459に向
上。DTと比べ、年齢的に上。下積み長く、人としての成熟度高い。岡本さん

上位目標の達成度（見込み）

プロジェクト目標達成度

成果の達成度

パイロット県にお
ける中等理数科教
員の資質が向上す
る。

(1) パイロット県
における中等理数
科教員及び教員養
成校教官が所定の
現職教員研修過程
を修了する。

判断基準・方法 中間評価結果
終了時評価

パイロット県にお
ける中等学校の生
徒の理数科の学力
が向上する。

評価設問

添付資料４．評価グリッド結果
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準備期間 現地調査
判断基準・方法 中間評価結果

終了時評価
評価設問

(e)　研修を受けた教員が
教員態度変容指数（研修
によりどの程度教員の態
度変化があったかを測
定）の値（0－4）で3.6以
上を獲得する
順調に向上した理由は何
か？

・第1回中央研修でベースラインからの向上が認められた。平均
値3.19。（初期数値：2.28-2.46、第１サイクル後：3.1296-
3.2729）(48質問)。
・第2回中央研修では平均値3.4。
○研修終了時には有意に望ましい態度変容が確認され、目標値に
近づいている。

研修第2サイクル開始前と終了時に評価を行った：研修前後の指
標平均値に有意な差で観測された。これは、研修を受けた理数科
教員に望ましい態度変容があったことを示している。（以上、進
捗報告書より）

態度が改善されたというコメントは多方よりあり。

(f) 教科内容指数（どの
程度教員の教科知識が深
まったかを測定）が0－4
段階で2以上に向上する
2.0に設定した根拠を示し
ていただけますか。

○2006年8月にNT8名をSMASSEプロジェクトにOJT研修派遣し、開
発を行った。
○第2回中央研修におけるDTの教科内容指数の平均値は1.42で
あった。
【指標の信頼性・妥当性は如何に？】
指標開発後カンパラ市内でフィールドテストをし、信頼性・妥当
性を検証した。ただ、妥当性については、更なる議論が必要。

この指標の対象者のみDTである。すべての指標および指標計測はケニアSMASSEで開
発されているものを使った。ただし、教科内容に関しては、カリキュラムが異なる
ので、同じというわけには行かない。そこで、ウガンダにおけるトップクラス、カ
ンパラの有名校でのスコアを参照した。それが1.996だった。プロジェクトではそれ
を目指した。DT35人はそれをクリアーした。岡本さん
教科内容の研修を望む声がDTより上がっている。

その他 現在のNTの能力は十分
か？
課題は何か？

○中央研修、地方研修の研修参加者が指標の数に届いていない
（特に地方研修：第1回240名、FU410名、第2回325名、指標値550
名）。
○計画した活動はほぼ実施されており、DTの態度変容などは観察
されている。研修に対する内容面での満足度も得られている。た
だ、研修の期間は短いとの回答があり、内容の消化は不十分の可
能性もある。特に、NTのモニタリング・評価の分析・取りまとめ
は更なるトレーニングが必要であろう。
○教室内での授業が実験のための授業とならないような配慮も必
要かもしれない。また、SESEMATの取り組みについてはポジティ
ブな反応であるものの、授業準備に時間がかかること、授業の進
度も遅れるゆえに、国家テスト向けには適用が難しいとの意見も
あった。
○研修環境への不満や物品に対するこだわりが強いあたりは、さ
らに意識改革の必要があろう。

2007年6月に、2006年度に追加採用したナショナルトレーナー
（NT）4名の契約を、教育省と合同で見直しを行った。NTとして
の能力および態度を総合的に評価したところ、化学・生物の2名
は契約を更新する一方、物理・数学の2名はそれら基準に達して
おらず、契約を打ち切った。2007年7月より、物理・化学の新規
トレーナー2名を、授業実践コンテスト上位入賞者から選抜し
た。（以上、進捗報告書より）

総じて、授業実践能力を上げるべき（ウガンダ内では十分高いものの）。岡本さん
ALEIアプローチは準備がかかるという声に対しては：「教師同士が協力して授業準
備をシンプルにすることができる。」　Super S.T.Cなどを通して、授業ネタの蓄積
をビデオや冊子で行ってはどうか（調査団）。
ALEIの授業は時間がかかるのでシラバスが終わらない＆国家テスト対応：「例え
90％しかシラバスをカバーできなくても90％理解できれば、100％カバーしても20％
しか理解しないよりはいい。」、「カリキュラム局や国家試験委員会などとよくす
りあわせをするべき。」　DTコメント

(a)　パイロット県のすべ
ての学校長・学校運営委
員長・PTA委員長が学校運
営研修を受ける
その後の経過は？
関係者の意識はどのよう
に変わったか？

○第１回校長研修（05年10月）：経費負担の原則が取り決められ
た。
・教育省：中央研修の経常経費および地方研修への補助金
・地方：地方研修の経常経費（宿泊・食費・交通費）
・JICA：研修機材・教材費および国外研修経費
○第２回校長研修（06年4月）：地方研修センターの自立的管理
運営のために必要な既定 Guideline for Utilization of
Equipment and Materials at INSET Centers が合意された。ま
た、各学校が生徒一人当たり年間3000シリング（約190円）を各
県に設置されているプロジェクト県運営委員会の口座に振り込
み、その資金を各県での運営維持費および研修実施経費とするコ
スト負担が合意された。

TororoのDMCトップの力か。Masakaの方がプライベートが多い！？　そういう学校に
ペナルティ？　でも、第3サイクルでは中央からお金は行ってない。拡大県はそもそ
も行ってない。岡本さん
研修経費徴収率がワークショップ後に大幅に改善されたわけではない！？　しか
し、3回目の研修は中央からの財政支援無しで行われた。拡大パイロットも自立的に
実施できている。
Tororo県ではDOがDMCのトップで、徴収が容易
2005年・2006年　トロロ県経費徴収状況
　　　　　Tororo　　　　　Butaleja
Pub.S.　　 17/18            8/10
Pri.S.      6/23             0/5
　Masaka県経費徴収状況
　　　　　2005/2006　　　　 2007
Pub.S.　　  28/28            28/28
Pri.S.      30/68(98)        34/68(98)
一度も徴収に応じない学校：Pri. S.　52校

(b)　パイロット県のすべ
ての地方教育行政官が理
数科教育に関する啓発
ワークショップを受ける
その後の経過は？
関係者の意識はどのよう
に変わったか？
徴収率に対する「中等教
育無償化の影響」とは？
TororoとMasakaの違いは
どこから？

○1st colloquium organized in June 2006：27 stakeholders
participated

徴収率に対する「中等教育無償化の影響」とは？：生徒一人頭、XXの金額が学校に
行く。その中には教員トレーニングの経費も入っている。Tororoでは、それを理由
にお金を先に取り上げてしまう。MasakaではDOがそういうポジションにはない。た
だし、会計法上問題あるかも！？岡本さん

(c) More than 4 issues
of Student Vocation
Guide published and
circulated nationwide
教員や生徒の評判は？

生徒対象の理系進路指導プログラム実施：昨年度から引き続き、
将来の理系職業選択の視野を拡げ、理数科学習の動機付けを行な
うことを目的に「Science Career Exploration」プログラムを実
施した。このプログラムでは、ウガンダ人の医学分野の理系専門
家を取り上げ、彼らとのインタビューを通し、科学の面白さ・重
要性およびその職業のやりがいを紹介したパンフレットを作り生
徒に配布した。（以上、進捗報告書より）

中間評価後４号目を出し、達成済み。新聞社が勝手にやってるみたい（インパク
ト）。
4号の評判は？：やっぱり字が多い。内容的に向上はしてないかな。岡本さん
・ 図書館に置いている。壁に張ったりしている。
・ 授業中に関連のある内容など紹介することもある。
・ 生徒に「読む習慣」が無い。
以上、教師によるコメント
生徒へのインタビューでは、SVGを知っている生徒はほとんどいなかった。調査団

(d) More than 150
teachers throughout the
country participated at
the lesson
demonstration contest
全国の学校関係者の受け
止め方は？
次の計画も要請あり？
そのときのインセンティ
ブは？

○Science Fair 2006  supported　in Feb. 2006：The project
sponsored the fair with trophies, certificates and
facilitation for the adjudicators.

授業実践コンテスト開催：ALEIアプローチの更なる普及および優
秀な中等理数科教員の発掘を目的とし、授業実践コンテスト
（Super Science and Mathematics Teacher Competition）を
2007年3月に実施した。ウガンダ全土から145名の応募があり、書
類審査（授業案審査）の結果28名を選抜し、ALEI授業の実践をカ
ンパラ市内の中等学校で行った。各教科上位4名、計16名を、
2007年6月に行われたマレーシアでの第三国研修に参加させた。
ウガンダにおいて授業コンテストは全く新しい試みであったが、
教育省関係者および学校関係者からの反応は非常によく、ALEIア
プローチの普及およびプロジェクト活動の啓発を促すことができ
た。また、数学および物理では優秀な教員を発掘することができ
た。 （以上、進捗報告書より）

新聞広告、ラジオ広告。プロジェクト外からの応募多数。総計１４６名。コンテス
トはニュースにもなった。評判良く、またやる予定。新聞に「マレーシア行ってよ
かった」と報道あり。岡本さん
NTによれば、「参加者はALEIとは何か、自ら探り、パイロット校以外の教員もALEI
について知るようになった。革新的な取り組みで、教師にとって強い動機付けに
なった。よい広報にもなり、次が期待されている。」、「さまざまな実践方法をみ
んなで共有できる。NTの研修に使える実践もある。」
DTレベル：Masakaでは、・ 関心はあり参加したかったが、忙しかった、移動直後
だった、情報を得たのが遅かった、などの理由で参加できなかった。
・ もっと連絡を早く回すべきだ。
・ 申し込みや、模擬授業などでカンパラまで出かけて行くのは地方の人間には厳し
い。今後は地方展開も考えてはどうか。
・ 実施のタイミングも、休暇中の利用など考慮すべき。
一方、Tororoでは、・ マレーシアへの研修は、頑張っているプロジェクトの人間が
選ばれるべき。なぜ、プロジェクト外の人間が選ばれるのか。人選がおかしい。な
どのコメントあり。
6位入賞者のうち、DTの人数は以下の通り（パイロット地区の教員はいない）：生物
２、化学１、数学１、物理４

その他 地方行政官の意識が向上
したか？
教員、生徒の意識は向上
したか？

○DMCメンバーへのインタビューでは、概ね彼らの取り決めどお
りの運営が行われているとのコメントであった。しかしながら、
現状では研修経費の徴収率を上げるのは容易ではないとのこと。
自分たちの手で研修を回していくという意識改革は非常に困難で
ある。【Masakaの一つのセンターでは参加者が減少傾向87－74－
54】
○また、必ずしも物理的環境が整うことで授業への改善に結びつ
くことは保証されないのに、やはり器具や施設に対する要求が多
い。
徴収率
トロロ・ブタレジャ県：46.7％
マサカ県：30％
トロロの比較的徴収率が高いのは、DMCの議長がDEOであり、彼が
中央から送金されるCapitation Grantから天引きしている。マサ
カは、事務員を雇い徴収率を上げようとしている。ただ、いずれ
の場合も母数がはっきりしないので、これらの率は相当の誤差が
あると見るほうがよい。

(a)　カンパラ市に中央研
修センターとパイロット
各県に地方研修センター
を設置する
その後の経過は？

・中央研修センター改修（760万円）
・地方研修センター整備（4ヶ所）

(b)　ナショナルコーディ
ネーターによる施設維持
管理状況調査にすべての
中央・県研修センターが
維持管理良好と認められ
る
その後の経過は？

○今のところ、維持管理調査を独立しては行っていない。NCが地
方へ行った際に逐次状況を見て回っているという状況。概ね良好
だが、NTC　Nagongeraの管理状態は悪い（NT）。

同じ状況。残ってるセンターはよい。岡本さん
プロジェクトの備品、物品は整然と片付けられていた。コンピューター機器なども
問題なく機能している。その他薬品などの消耗品も整っている。図書もきちんと管
理されており、貸し出し簿によれば、2007年は、研修期間だけではなく、継続的に
Tororodeのべ120冊、Masakaで52冊が貸し出されていた。

(c) Pedagogical
Guidelines for
secondary science and
mathematics authorised
by MoES
その後の経過は？
評判は如何に？

○Development of Teaching Guideline completed and launched
in Oct. 2006
○パイロット県へは配布済み。非パイロット県への本格配布は3
月以降（すでに全国のDEOへは配布済み）。
現場での評判は、パイロット校に関しては良い。非パイロット校
ではALEIの考え方が導入されていないので使われてない（NT、
DT)。

全国へ向けての布石でもある。岡本さん
「教師が理解するのは容易であるが、実践は難しい。」　NT
「より分かりやすいものが望まれる」
「クラスサイズが大きすぎると、実践できない」　教師

(2) パイロット県
にて理数科教育に
対する学校や保護
者等からの支援が
得られるようにな
る。

・地方運営委員会対象ワークショップ開催：地方運営員会の財政
的透明性を高めるために、2007年3月14日にワークショップを開
催した。教育省計画局から財務担当者を講師として招き、地方で
集めたSESEMAT資金の使用に関して、ウガンダ政府会計法および
内部規定を説明した。
・教育省・地方運営委員合同会議開催：パイロット県における
SESEMAT研修経費徴収率の向上およびトロロ県内のナゴンゲラ・
センター管理問題を議論するために、2007年5月12日に教育省・
地方運営委員会合同の会議を開催した。
会議の結果、トロロ県では中等教育無償化の影響を受け、徴収率
の大幅な改善!?が見られ、2007年7月末で3600万シリングを徴収
することができ、これまでの借入れ金やディストリクトトレー
ナー（DT）への日当を支払い、2100万シリングを次期トレーニン
グ経費として計上している。
マサカ県でも同様に徴収率の改善が見られた。しかしながら、こ
れまでの累積借入金支払がかさみ、2007年9月現在の純徴収額は
800万シリングと低調である。今後、中央からのさらなる指導が
必要である。　（以上、進捗報告書より）

(3) 現職教育研修
が制度化される。

教育省・地方運営委員合同会議の結果、トロロ県内のナゴンゲ
ラ・センターを閉鎖し、トロロ・ブタレジャ県内のセンターを、
カチョンガセンターに集約することを決定した。この理由とし
て、（１）　2箇所で研修実施経費・維持費は、現状のトロロ県
の財政能力を越えており、経費削減が必要である、（２）ナゴン
ゲラNTCが大学化され教育省の直轄外におかれたため、今後の円
滑な研修実施を行うことが難しくなった、（3）供与された機材
が適切に管理されておらず、管理能力が低くまたその改善の見込
みは薄い、ということがあげられる。閉鎖されたナゴンゲラ・セ
ンターの機材は、新拡大県のセンター（イガンガ・センター）に
移動した。これにより、パイロット県にある地方センターは3箇
所（トロロ県ブタレジャ県に１箇所、マサカ県に２箇所）となっ
た。
・理数科指導書案全国配布：2005年11月に教育大臣よりプロジェ
クトに対し、理数科の教師指導書を作成するように指示があっ
た。これを受け、プロジェクトの推進するALEI/PIEIアプローチ
を基に、効果的な理数科の指導法を紹介する指導書を開発した。
2006年10月に正式に教育省刊行物として公表された。
その後、2007年4月から5月にかけて全国10箇所で、指導書の導入
研修を行った。参加者は1066名。
（以上、進捗報告書より）
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準備期間 現地調査
判断基準・方法 中間評価結果

終了時評価
評価設問

その他 ○Tororo県NTC、Nacongeraの管理状態が悪く、研修時以外はほと
んど利用されていない。Masaka県でも研修に使われていない機材
があった。
○研修経費や研修環境などはINSETが制度化されるか否かが重要
なポイントとなる。そのための第一歩として、理数科だけでなく
他教科へのALEIアプローチも必要となるが、現場ではその動きは
見られない。
○生徒へのVocational Guidesの評判は概ね良好だが、内容が高
度なので、中学生には教員による補足がないと関心を高められな
いとのコメントあり。

日本側 時期、投入量、投入の質
の予定と進捗の比較　特
に経費を確認
研修はすべて終了済み？

１．長期専門家１名：岡本　剛（04/07/05-08/04/08）
２．なし
３．本邦研修：2005年NC1名、2006年教育省職員2名校長1名
　　ケニア第3国研修：理数科教員、DT他、2005年15名、2006年8
名
　　ケニアから出張技術支援：2005年8名、2006年13名
　　OJTinケニア：2005年4名、2006年8名
４．在外活動強化費　57,237千
　　機材・研修経費　52,928千円
　　中央研修センター改修（760万円）
　　地方研修センター整備（4ヶ所）
「投入のまとめ」参照

「プロジェクト経費一覧」 ・ 　専門家派遣
長期（研修運営・管理1名×3年）
短期（第三国専門家等：ケニアより2005年8名、2006年13名、2007年8名）
・ 　研修員受入
本邦研修（2005年NC1名、2006年教育スポーツ省職員2名、校長1名、2008年教育ス
ポーツ省職員1名・校長1名・Masaka県教育委員長1名）
在外研修（ケニア第三国研修：理数科教員、DT他（2005年15名、2006年8名、2007年
10名）、On the Job Training（2005年NT4名、2006年NT8名））
国別特設研修：マレーシア東南アジア教育大臣機構（SEAMEO）理数科教育センター
（RECSAM) 、2007年6月、プロジェクト関係者24名（内NC7名および17名の授業実践
コンテスト上位入賞者）
・ 　プロジェクト経費

ウガンダ側 時期、投入量、投入の質
の予定と進捗の比較　特
に経費を確認

1. 中央研修指導教官の給与及び手当て
2. 研修参加者への宿泊・交通費
3. 研修指導者への手当て
4. 施設：中央研修センター、県研修センターのための施設
5. 光熱水費
2005年度執行額　153,032,936＋α
2006年度予算　250,000,000シリング
拡大予算：約3億2000万円、うち約6000万円が見返り資金

「MM attachment_revised_Jan2008」 相手国側：
・ 中央研修指導教官の給与及び手当
・ 研修参加者への宿泊・交通費
・ 県研修指導者への手当
・ 施設：中央研修センター、県研修センターのための施設
・ 光熱水費
・ SESEMATプロジェクト関連
・拡大プログラム予算：3年間合計で、9億2880万シリング（約6200万円）。うち、5
億3880万シリング（約3600万円）を見返り資金から、3億9000万シリング（約2600万
円）を債務救済無償残余金から充当。

ウガンダ政府の理
数科振興政策が大
きく変更されない

国家政策、教育省政策の
変更の有無
その後は？
ドナーの動きは？
中等教育無償化政策：経
費、網羅校数は？

○年末に行われた大統領の2007年方針演説の中に、中等教育強化
がプライオリティーとして挙げられ、その中でも質の強化は重要
課題となっている。そして、その質向上のプログラムとして
SESEMATがあげられている。
○2007年より中等教育無償化政策が実施される。これにより、ま
すます中等教育の質の向上のニーズは高くなる。
○政府としては、NTCは役目を終えたとして、大学にアップグ
レードか閉鎖。地方センターのある、ナゴンゲラNTCは大学に格
上げされる予定。ゆえに、NTC教官研修というのは、実施できな
くなる可能性がある。【現在教育省側と議論中】

中等教育無償化政策：全国の６００校を対象に実施（全体は3000校）。寮費は入っ
ていない。インパクトは大きく、入学者は増えている。
ナゴンゲラNTCは大学に格上げ２００７年６月。岡本さん

活動 達成度、時期などの予定
との比較

○当初計画されていたほとんどの活動と、後から加えられた活動
が実行された。【岡本専門家活動報告参照】

計画通り

連携状況 活動の進め方の決め事と
現実の比較、双方の満足
度

○日本人専門家は、必要があれば適宜アポを取って、CPと議論し
ている。NCとの関係は非常に良好。NT他ともおおむね良好な関係
にある。

問題なし

連携状況 相互の情報提供や側面支
援などはあるか

○現在のところ具体的な連携はない。地方研修に隊員が参加して
いるケースがある。

事務所は連携を模索。プロジェクトはウガンダ教育省管轄であり、隊員と専門家が
勝手に進められるものでもない。

モニタリングに関
する研修およびモ
ニタリング実施状
況。

その後の経過は？ ○NTによるモニタリング・評価報告書は、「教員はいまだに理論
中心の授業をしている」との記述しかなく、「なぜそうなのか？
どうすればいいのか？研修に同反映させるか？」が抜けている
（専門家）。
○研修は非常に効果的だが、時間が短い。評価に関する研修が足
りないので、データの解析、解釈が不十分（NT）。
○統計処理能力など限界もあるので、今後はモニタリング・評価
よりも、NT自身が模擬授業を出来る能力をつけ、デモンストレー
ションする方が良いかもしれない（専門家）。
○大学教官Ben Enjiku氏による外部評価を取り入れている。
SMASSEからの報告書も参照。

モニタリング・評価のNTの技能について：個人差あり。去年の時点よりましになっ
た。そもそもロジックは難しい。ALEI的にみて、どれが良い授業かはわかるように
なってきた。日々の中でトレーニングはしている。ALEIにそって模擬授業をできる
ようになってきた。実験だけやるようなことは駄目ということは分かってきてい
る。プロ意識も少しは分かってきた。ただ、絶対評価ではまだまだ。岡本さん
NTのデータ分析能力には限界ありか。マークシート処理ソフトの導入により、結果
処理は迅速化された。

活動進捗、成果達
成、目標達成に阻
害、貢献する要因
はあるか

活動進捗、成果達成、目
標達成に阻害、貢献する
要因はあるか：C/P給与遅
配、研修運営費徴収、日
当などの問題他
その後どうなったか？

阻害要因：
　・宿泊日当などの金銭的報酬を受けることが当然という悪習
慣。
　・聖職者としての意識欠如・ボランティア精神の停滞。
　・プラスαのインセンティブがない中での、授業準備等、教員
の活動量の増加。
しかしながら、これらはある意味で、本プロジェクトがチャレン
ジしようとするテーマでもある。
貢献要因：
　・同国での一連の理数科振興政策。
　・トップの明確な姿勢。

相変わらず。岡本さん
中間時に同じ。

　

前提条件

実施プロセスの検証

投入の実績

意思決定状況
参加の度合い
予算状況

意思決定方法に偏りはな
いか
C/Pの参加度は十分か
研修に関わる日当宿泊
費、システム運営経費の
収集状況は解決されたか

○Tororo県における日当支払い問題は支払わないことで合意を
得、NTへの給与遅配についても支払い方法を簡便化するなどの解
決策が講じられた。
○プロジェクトカウンターパートファンドも活動に支障がないよ
うに配慮されている。
○研修経費徴収率の向上、研修修了資格の制度化、INSET制度化
へ向けた検討もなされてはいる。
○NCのMr. Agaba氏のコーディネーション能力は高く、教育改革
への意識は高い。また、次官との連携も緊密である。

2007年6月に、2006年度に追加採用したナショナルトレーナー
（NT）4名の契約を、教育省と合同で見直しを行った。NTとして
の能力および態度を総合的に評価したところ、化学・生物の2名
は契約を更新する一方、物理・数学の2名はそれら基準に達して
おらず、契約を打ち切った。2007年7月より、物理・化学の新規
トレーナー2名を、授業実践コンテスト上位入賞者から選抜し
た。　（以上、進捗報告書より）

日当について相変わらずクレームはある。でも、払ってない。NT給与OK。銀行送金
になった。　岡本さん
問題なし。中間時に同じ。
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準備期間 現地調査
判断基準・方法 中間評価結果

終了時評価
評価設問

プロジェクト目標
とウガンダ側
（ターゲット・グ
ループ）のニーズ
は一致しているか

中間評価以降ニーズの変
更はないか

○年末に行われた大統領の2007年方針演説の中に、中等教育強化
がプライオリティーとして挙げられ、その中でも質の強化は重要
課題となっている。そして、その質向上のプログラムとして
SESEMATがあげられている。
○2007年より中等教育無償化政策が実施され、これにより、ます
ます中等教育の質の向上のニーズは高くなる。

大統領命令、理数科をもっとやれ。岡本さん
・ 大統領は、「ウガンダの発展のためには理数科強化を通した産業発展が重要であ
り、教師の役割は大きい。」旨の発言をし、新聞にも掲載された。また、
「Education Sector Review」にもSESEMATを全国展開すべきと記述されている。
（Documentとして「National Expansion Program」あり）
・ INSETシステムについては、Concept Paperがすでに教育スポーツ省トップでも検
討されており、まもなく全国で制度化される。
・ 予算措置もされており、SESEMAT拡大に400millionシリングが割り当てられてい
る。
（以上、NCより）

上位目標とウガン
ダの国家開発計画
との整合性

中間評価以降、ウ国の政
策に重要な変更は行われ
ていないか

○07年１月より中等教育無償化政策（UPPET:Universal Post-
Primary Education and Training）が導入され、これにより「妥
当性」はますます高まる。（実際は財政不足のため、Universal
にはならず、無償化対象校を公立600校あまり、公立がない地域
の私立200校あまり、計900校弱ほどに絞り込んで行われる）。
○国家学力テストにおいて理数科は必須化。

By the end of FY 2006/2007: Ug.Shs. 22.75bn had been released to Pay for
Capital Grants for 155,176 students admitted in S1 as USE eligible students
in 845 government schools with an increase in taotal enrolment at secondary
school level from 814,087 to 842,683 (i.e. a 4% increase). 4173 teachers
were recruited and deployed under the USE programme.公立校の入学者が増加
し、私立校の入学者はやや減少。
「promotion of Science Education Policy」にSESEMATの記述。以上「Education
and Sports Sector Annual Performance Report 2006/2007より。
「Progress Report on Implementating undertaking of the October 2008 ESR
presented by CEP 31th January 2008」　ESCC MEETINGに緊急対応事項として
SESEMATの拡大が記述されている。

日本の援助政策、
JICA国別事業実施
計画との整合性

中間評価時以降、日本の
援助政策、JICA国別事業
実施計画の何か変更が
あったか

○事前評価時以降、日本の援助政策、JICA国別事業実施計画の変
更はない。

変わりなし

プロジェクトは、
ウ国における理数
科教育分野の開発
課題に対応する活
動として適切か

他方法との比較、日本の
経験の蓄積、優位性等

○現職中等理数科教員および教員養成校教官を対象にして、教員
の態度・教授法・教科内容のそれぞれについての実践的研修を継
続的に行う。また、校長・地域教育関係者。保護者等にも理数科
教育の重要性を知らしめるプログラムを実施し、理数科教員を取
り巻く環境を改善することも行う。このような包括的なアプロー
チは、ケニアSMASSEプロジェクト等でも採用され期待された成果
を上げている。

変わりなし

プロジェクト対象
地区の選択は適切
であったか（対
象、規模）
また、他地域への
効果の普及はどう
か（公平性）

パイロット地区選定のロ
ジック検証、他地域への
拡散状況

○選定ロジック：地方、理数が弱い、セキュリティ、アクセス、
地理的バランス等を考慮した上で、教育省が決定。
○本プロジェクトは、パイロット県として貧困地域を選んでお
り、その中でも経済的に厳しい環境にある私立中等学校を対象に
入れている。現在、自発的に手を挙げた9地域で拡大プログラム
が進行中である。

日本の技術の優位
性はあるか

日本の経験がどういう形
で活かされているか

○ケニアSMASSEの手法、モニタリング・評価法、CPなどの人材、
第３国（フィリピン、マレーシア）研修など、これまでの日本の
先行投入が生かされ、コスト的にも、時間、労力の点でも非常に
効率的である。

中間評価以降、政
策・経済・社会な
どの変化

プロジェクトの遂行、結
果等に影響を与える政
策・経済・社会などの変
化はあるか

○中等教育重視の政策が進行するのは、当プロジェクトとしては
歓迎すべきこと。中等教育の量が拡大されれば、必ず質が問題視
される。その意味では当プロジェクトは質の向上に特化すればよ
いと考えられる（岡本専門家）。

理数科重視傾向は強まる方向。

指標、目標値、入
手手段は適切か

PDMのロジックは適切か プロジェクトの目標自体はきわめて明確であり、指標もケニア
SMASSEのモニタリング・評価ツールとして確立されたものが用い
られている。【授業の改善が生徒の学力に結びつくには、授業時
間数と生徒の出席日数が外部条件となる。現行のPDMでは「社会
経済状態」が上げられているが、これはむしろ上位目標から上へ
繋がる外部条件と考えるべきでは。】

2007年10月に授業観察指標に関して、プロジェクト目標値改定を
行った。これまで、生徒参加の度合いは評価者が評価していた
が、それに加え、授業の主体である学習者に同じ質問紙を配り自
己評価を行う。これにより、複眼的かつ客観的な評価が行え、両
者の相関関係も捉えることができる。2007年10月時点での、平均
値は以下の通りである。
 - 生徒による自己評価 2.1

目標の達成見込み 既出データの総合分析 ・第1回中央研修でベースラインからの向上が認められた。平均
値3.19。（初期数値：2.28-2.46、第１サイクル後：3.1296-
3.2729）(48質問)。
・第2回中央研修では平均値3.4。
○研修終了時には有意に望ましい態度変容が確認され、目標値に
近づいている。

設定された指標値もほぼ達成されており、調査団が行ったインタビューおよび授業
観察でも、教師のALEIアプローチに対する理解度は高まり、授業において実践しよ
うとする姿勢が認められたことより、プロジェクト目標は達成されつつあると判断
できる。

プロジェクトのア
ウトプットはプロ
ジェクト目標達成
に貢献しているか

成果と目標達成の関係分
析

○成果は概ね予定通りに達成されつつあり、研修システムや管理
体制は確立されてきている。しかしながら、２つのカスケードを
経て、授業が変わるのは短期間では容易な問題ではない。
○また、意識面で首都にあるプロジェクト事務局とディストリク
トレベルで乖離がある可能性がある。実は、意識改革自体がプロ
ジェクトの挑戦課題でもあり、もともとプロジェクト実施期間3
年での達成が相当に困難なのではないだろうか。

国外研修、中央研修により、NT、DT、が順調に力をつけた。DMCによる自立的な地方
研修が第3サイクルでは実施され、「態度変容」→「ALEIの導入」→「ALEIの深化、
教室での実践」と進められた。これらによりALEI研修システムが確立し、プロジェ
クト目標達成に貢献したと考えられる。

阻害要因は何か
（外部条件に変化
はないか）

大規模災害等によりパイ
ロット県の社会経済的環
境が急激に悪化しないこ
と

○授業時間数や生徒の出席日数に影響を及ぼすような社会経済的
変動は観察されていない。

特になし

1－2　5項目評価結果

妥当性：　非常に高い

他ドナーとの協力
関係はあるか

有効性：　高い

プロジェクトの遂行、結
果等に影響を与えるド
ナーの動き、協力関係は
あるか
その後どうなったか？

○中等教育に関わるドナーは現在アフリカ開発銀行（ADB）と日
本であり、それぞれハードとソフトに役割分担が出来ている。
○そのADBの支援するインフラプロジェクトEducationⅢで、ソフ
トコンポーネントをSESEMATに委託することが決定。教育省が働
きかけ、ADBが承認。Loan Agreementに記載されている。

全体的には、発表内容は好意的に受け止められて、プロジェクト
に対する批判的な意見というものは特にありませんでした。（拡
大分の対象地域（パイロット拡大？　フェーズⅡ？）が偏ってい
るようにみえるが、どのように選定したのか、ということがド
ナーの関心事項としては一番大きかったように思います。）ま
た、総合的なインパクト評価を実施するのか、する場合は評価結
果を共有してほしい、というコメントもありました。つまり学力
に興味があるようだ。（荒川さん）

EducationⅢは始まってるはず。SESEMATには何も言って来てない。岡本さん
・ ウガンダ教育スポーツ省でドナーからの支援は調整が行われており、中等教育理
数科分野ではSESEMATが中心である。（NC)
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準備期間 現地調査
判断基準・方法 中間評価結果

終了時評価
評価設問

成果は計画通りか 既出データの総合分析 ○研修受講者の数が目標より少ないこと、研修内容自体の定着度
など（意識面も含め）の懸念もあるものの、これまでのところ計
画された成果は概ね達成されており、計画外の活動の成果も上げ
つつある。

国外研修、中央研修により、NT、DT、が順調に力をつけた。DMCによる自立的な地方
研修が第3サイクルでは実施され、「態度変容」→「ALEIの導入」→「ALEIの深化、
教室での実践」と進められた。
ただし、研修参加者数は依然、パイロット地域の全教員とはなっていない。全研修
を受講している者の％も3回目の研修時の調査によれば50～60％程度である。

既存の知識・経験
のネットワーク、
既存の教材・モニ
タリング・評価指
標が有効活用され
ているか

活用状況とそれにより省
かれた経費はどの程度か
コスト計算 両パイロット
地区の差はどこから？
全国展開時はJICA担当分
はどこから？

【研修経費】
日本側：1st NT, 1st DT, NFU, DFU 全参加者787人
Operation Costs for Training (Equipment, Printing,
Materials)：129,287 US$
一人当たり：164 US$
Uganda側：2nd DT
Masaka：参加者205人　総コスト51,332,000 S. (143 US$)
Tororo：参加者120人　総コスト 36,822,000 S. (175 US$)
ゆえに、大雑把ではあるが、おおよその研修経費単価は、300
US$～340 US$と見積もれる。

マレーシアRECSAM研修の総経費は一人当たりUS$2,660（約32万円）。教育学的な側
面に加え、参加者の視点や姿勢といった態度変容にも高い成果を上げる一方、本邦
研修と比較し約5分の1と非常に低く抑えられている。
地方研修については、Tororoデータ待ち。（基本的に中間評価時点と変わりないも
のと思われる）

既存施設などが有
効利用されている
か

活用状況とそれにより省
かれた経費はどの程度か
中核研修施設はどうなっ
たか？

○既存の施設の有効利用により経費を圧縮できている（中央研修
センター改修（760万円）、地方研修センター整備（4ヶ所））。
しかしながら、拡張プログラムおよびフェーズ2を睨んだ中核研
修施設の検討は必要。

中央研修センター建設、所長は諦めた。ウガンダ側が言い始めた。作るなら、INSET
制度が出来て予算措置がつけば。岡本さん
・ 「拡大フェーズ１では、休日を利用して6万人の教員を研修する予定だが、
フェーズ2では休日だけではなく、平日も常時研修できるよう中央研修センターの設
立を考えている。」　NC

専門家(事務局運
営)派遣人数、専
門分野、派遣時期
は適切か

既出データの総合分析 ○業務に支障はなく、適切であると判断できる。
○NTのモニタリング・評価能力の向上への手当てが必要。

問題なし

供与機材の種類、
量、設置時期は適
切か

既出データの総合分析 ○業務に支障はなく、適切であると判断できる。
○CPより量的な不足が上げられているが、追加投入しても、その
利用度については疑問である。
○地方研修センターにおいて、十分に活用されていない供与機材
も散見された。

問題なし

プロジェクトの現
地活動費の額は適
切か

既出データの総合分析 ○適切である（専門家）。 問題なし

ウガンダ側のC/P
配置、予算配分は
適切か

既出データの総合分析
その後どうなったか？

○NTへの給与遅配、日当問題、研修経費など、これまでの執行は
必ずしも十分かつタイムリーであったとは言えないものの、改善
措置は取られつつある。

改善済み。NTのメンバーチェンジあり。

プロジェクトの実
施プロセスの効率
性に影響を与えて
いる要因はなにか

活動と成果達成の関係分
析

○NTへの給与・日当宿泊費の遅配、同国における研修経費等にま
つわる悪習慣からの不満はある。

特になし。

投入・成果の実
績、活動の状況か
ら、上位目標の達
成は見込まれるか

既出データの総合分析 ○現時点で上位目標の達成度を推し量ることは困難であるが、投
入が活動に活かされ、活動が概ね成果に結びついている状況は明
らかである。そのことにより、授業が変わり始めており、それに
対する生徒のポジティブな反応として、理数科への関心が高くな
りつつあることが観察され始めている。

生徒の学力に関するデータはまだ収集されていない。しかし、「教員研修実施⇒教
員態度変容⇒教員授業実践⇒生徒の関心⇒学力」という仮説プロセスでインパクト
が波及すると思われることから、その過程に注目すれば、生徒の関心まですでにポ
ジティブな変化が認められる。ゆえに、将来的には学力へ繁栄されることが期待さ
れる。

上位目標の達成に
より、ウ国の開発
計画へのインパク
トは見込めるか

既出データの総合分析 ○ウガンダ国は産業発展のため、理数科重点政策を積極的に推し
進めており、上位目標が達成されれば、開発計画へのインパクト
は見込めるであろう。

SESEMATパイロット拡大進捗
予算
当地ODAタスクフォースおよび外務省により、本拡大計画に対
し、ノンプロ無償見返り資金および債務救済無償残余金の活用が
了承された。その額は、3年間合計で、9億2880万シリング（約
6200万円）である。うち、5億3880万シリング（約3600万円）を
見返り資金から、3億9000万シリング（約2600万円）を債務救済
無償残余金を充当する。その他必要経費は、ウガンダ教育省の
SESEMATカウンターパートファンドから拠出することし、ウガン
ダ側独自の取り組みとして実施する。　（以上、進捗報告書よ
り）

新規対象地域
　新規対象地域選定はパイロット事業の経験から、中央（教育省
およびプロジェクト）が決めるのではなく、地域の自主性を尊重
した公募制とした。以下の2条件を満たした県を対象とし、合計
2000名の理数科教員を上限とした。
• 県レベルでの研修運営委員会を組織する
• 地方での研修実施に係る経費（研修参加者の宿泊費・食費・交
通費等）の負担に同意し、そのために必要な資金を県運営委員会
が主体となり各学校から徴収する（生徒一人当たり年間3000シリ
ング　約180円）
2007年3月より全国中等学校校長会を通した公募を開始し、全国9
地域（37県）から応募があり、同年6月に以下のように新規対象
地域を決定した。
（以上、進捗報告書より）

・ 本省より中等教育局Ass.CommisionerであるAgaba氏、技術アドバイザーである岡
本氏、そしてナショナル・トレーナーがやってきて、センター校に選んだからやる
ようにとのこと。
・ National Programだし、理数科教育振興は良いこと。それで他所の学校みんなで
参加することになった。（DCの校長）

地方運営員会ワークショップ
　2007年6月に新規対象地域において、SESEMAT地方運営委員会が
組織され、SESEMAT地方運営のためのワークショップを全国9箇所
で開催し、運営資金の徴収方法・INSETの運営・地方の役割と責
任について、対象地区の前校長対象にワークショップを開催し、
関係者の理解を深めた。

マネージメントは？
・ 校長会が行っている。その中で役員を選び、DMCを形成。
・ 私立校も入っている。
・ 研修の際の宿泊は、同校の生徒用宿泊所。「生徒と同じでは・・・」という不満
を言う者もあるが、本校ではインターネットも出来るし、図書館もあるし、宿泊
費・食費を含めても1日7,000シリングしかかからない。参加者の満足度は高い。
（DCの校長）

ディストリクトトレーナー選定
　2007年7月に、パイロット県と同じクライテリアを用いて、各
地地域12名ずつ（各教科3名　計4教科）、総計で108名のトレー
ナーを選抜した。
（以上、進捗報告書より）

研修第一サイクル実施
　2007年8月に中央研修を実施した。108名のDTが参加し、全員が
修了した。2007年9月に、各地域で地方研修を実施した。全地域
で1746名が参加し、内1440名が第一サイクルを修了した。詳細は
下表参照。（以上、進捗報告書より）

・ 40校以上から230人以上の先生が参加した。この学校からも数人の先生が参加し
た。
研修内容は？
・ 非常に有益である。
・ このプログラムは大学から入れて、教育現場でリフレッシュするのが良いと思
う。（DCの校長）

地方の経費負担
パイロット県で見られたような、中央への財政的な依存は全く見
られなかった。地方での運営員会が組織されたのは、研修実施
２ヶ月前であったのにもかかわらず、地方研修に必要な経費を全
額それぞれ地方が負担した。地方と中央との明確な責任分担が行
われ、地方における自立発展性は非常に高いといえよう。（以
上、進捗報告書より）

経費の徴収は？
・ 研修後に行った。生徒一人当たり3,000シリング。私立は関心の方向が異なる。
（DCの校長）

教員の態度変容
パイロット県で実施した第一サイクルカリキュラムを改良し、さ
らに効果的な実施を行った結果、すべての地域において研修前後
と比較し、望ましい教員の態度変容が認められた。（以上、進捗
報告書より）

今後の課題
対象地域が物理的に拡大した結果、従来のパイロット各県に１－
２日かけて授業観察を行ってきたようなことは現実的に難しい。
モニタリング対象校を絞り込むなど、効率のよいモニタリング体
制確立が必要となる。
また、教育省の各センター向けの機材調達が遅れている問題も挙
げられる。見返り資金および債務救済無償残余金は、法律上はウ
ガンダ政府の資金であり、ウガンダ国内法により予算執行される
ことにより、時間が掛かるのはやむをえないが、教育省内のさら
なる手続きの簡素化が必要である。（以上、進捗報告書より）

上位目標以外の効
果・影響が見られ
るか。マイナスの
影響を軽減するた
めの対策は取られ
ているか

社会文化的側面、ジェン
ダー、プロジェクト関係
者などへの影響を分析

○実験等への女子の参加が促進され、ジェンダーギャップ解消に
貢献し得る（NT、DT）。

面的な広がりはあ
るか

債務救済無償資金を活用
したプロジェクト拡大計
画
他教科への広がり
拡大パイロットの活動の
整理
拡大は元々の計画外？
単なるインパクトとして
の整理ではなく、付加的
な活動としての整理も必
要？

○拡大プログラムによって全国教員の20％をカバーする計画であ
る。研修裨益者2000名、研修センター12箇所、地方研修トレー
ナー100名、総額28億4121万シリング。うち、9億5270万シリング
は、見返り資金と債務無償の組み合わせでカバー予定。2007年5
月スタート予定。 （専門家）拡大計画は、ノンプロ無償見返り
資金および債務救済無償の残預金を用いて行います。現在ディス
バースの最終段階です。

効率性：　中程度

インパクト：　高い

ポジティブなコメント（2人）
・ 参加者は、これまで身のまわりの物で理科を教えられるとは思っていなかった。
・ 中央研修で受けた通りに、地方で研修をしている。
・ 最初は分からなかったが、学習者中心主義を理解し、研修受講に満足している。
・ 保護者も生徒も満足している。
ネガティブなコメント（5人）
・ Districtのトレーニングを初めて一人で講師として実施するのは大変だった。
・ シラバスの量は多く、児童中心主義では時間がかかるので、カバーできない。
・ ゆえに国家学力テストに対応できない。
・ 一クラスの人数が多すぎて、児童中心主義は困難である。
・ 受け持ち授業数が多いので、授業準備できない。
・ 実験器具がない。特に田舎の学校では、先生でも器具を見たことがない。
・ 生徒は国家学力テストの時に初めて見るくらいで、問題が分からない。生徒は教
科書も持たない。

- 86 -



準備期間 現地調査
判断基準・方法 中間評価結果

終了時評価
評価設問

政策支援は協力終
了後も継続するか

プロジェクト終了後の戦
略はあるか

○ウガンダ側の理数科振興政策は、政府の長期開発計画の一部で
あり、中長期的にも理数科分野は優先分野である。
○また、中等教育無償化政策（UPPET:Universal Post-Primary
Education and Training）が導入され、国家学力テストに理数科
が必須化された。
○拡大計画も進行中で、政策支援が今後も継続していくことは確
実であると考えられる。
○NTCおよびPTC教官のとりまとめを行う教師教育局が参加者を選
抜できなかったので、いまだに彼らの研修は実施されていない。
ただ、見返り資金活用の拡大研修が始まる本年5月までには、彼
らを研修に参加させる予定。
○政府としては、NTCは役目を終えたとして、大学にアップグ
レードか閉鎖をしている。地方センターのある、ナゴンゲラNTC
は大学に格上げされる予定。NTC教官研修というのは、実施でき
なくなる可能性あり。

中等無償化政策も本格始動。
INSET予算の恒久化とINSETの実施体制をつめております。（専門
家）

拡大パイロットは既に進行中。全国フェーズⅠ計画されている。

教育省の「拡大展
開」への対応

今後のプロジェクト拡大
展開の展望はどのような
ものか

○拡大プログラムは、当初、見返り資金活用を計画していたが､
見返り資金の予算不足から、債務救済無償資金の残金を活用する
こととなり､手続きが遅れている模様。
○中等無償化政策については、財政不足のため、Universalには
ならず、無償化対象校を公立600校あまり、公立がない地域の私
立200校あまり、計900校弱ほどに絞り込んで行われる。

理数科強化の中核としてSESEMATが位置づけられている。

実施機関の運営能
力（予算、人員、
意思決定プロセ
ス、インセンティ
ブ）

既出データの総合分析 ○ナショナルトレーナーへの給与・日当等は中期予算支出
（MTEF: Mid-Term Expenditure Framework）から支出されたが、
大統領選の影響などで、他の財源から振り返られた（その手当て
は評価できる）。それを防ぐためにPAF（Poverty Action Fund）
の対象となり保護されたが、遅配が起こっている。それに対し、
銀行送金という裏技で対応している（本来は出来ない方法）。
○無償化により教育予算の流れは、中央教育省から各学校への上
から下への流れとなる。授業料や地方INSET実施経費の各学校レ
ベルでの徴収はなくなり､生徒数に応じて学校毎の配賦予算（一
人当たり29,721シリング＝17ドル）が算出される。中央から配賦
される予算の中から、INSET研修分として3,000シリングを各学校
が留保できる案を検討中だが、解決の実行力は疑問である。

現在は、SESEMATプロジェクトのカウンターパートファンドとし
て予算がついています。しかしこれは、プロジェクトの実施期間
中という限定措置であり、費目もプロジェクト・カウンターパー
トファンドとなっています。
教育省の予算の中には、中等教育現職教員研修（INSET)という費
目はないのです。今考えているのは、中等開発経費予算の中に
「中等INSET」の費目を作り、SESEMATについている同額をその中
に移管することです。そうすれば、そこに予算をつければ、常に
INSETが行えることになります。また、他ドナーからの金も吸い
付けることができるとおもいます。プロジェクトのCPファンドだ
と、そうはいきません。これにより、SESEMATのCPファンドはな
くなりますが、恒常化されたINSETという費目ができるので、自
立発展性は高くなるのではないでしょうか。（専門家）
実施体制については、教育省のCPと合同で作成したコンセプト
ペーパーを添付しますので、それをご参照ください。（具体
性！？）

拡大パイロットは既に進行中。DMCの自立的運営がなされている。全国フェーズⅠも
予算措置済み。

実施機関のオー
ナーシップ

既出データの総合分析
教育省の予算は？

○2007年度の教育スポーツ省の予算は2006年度から10％の増額で
あるのに対し、中等教育への予算は93Billionシリングから35％
増の125Billionシリングである。
○地方組織との意識の違いは感じられるものの、中央政府の方針
は明確で、プロジェクトとしては、あくまでウガンダ側がすべて
マネージメントする方向を目指している。
○実施上の問題への対処、NTの増員、拡大プログラムの実施など
はオーナーシップの明確な現れである。

2008年度の中等教育への予算は、2007年度予算総額の20.41％から、22.19％へと増
加し、2007年度125Billionシリングから2008年度159Billionとなる計画である。ち
なみに初等教育は64.36％から61.0％に減少。「The Education and Sports Sector
Annual Performance Report 2006/2007」　　ウガンダ教育省報告書

実施機関が研修シ
ステム、質を維持
できる可能性

既出データと合わせての
総合分析

○研修に必要な教材作成や実施を担う8名のナショナルトレー
ナーが専属でおり、順調に育っているといえる。実施体制、研修
実施能力は強化されつつある。
○しかしながら、モニタリング・評価能力、マネージメント能力
等に関しては、まだまだ日本人専門家の支援なしでは回らない。

そんなに大きくは変わってない。岡本さん

持続的効果を阻害
する要因

既出データと合わせての
総合分析

○宿泊日当などの金銭的報酬を受けることが当たり前になってい
る悪習慣。早くINSETがシステム化される必要がある。

自立発展性：　高い
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2008 年 2 月 15 日 

ウガンダ中等理数科教育強化プロジェクト（SESEMAT） 

終了時評価調査 現地報告書 

  

総 括  杉山 隆彦  

 教育評価 三田村達宏 

評価分析 関谷 武司 

 

評価調査団は、2月 4日から 15 日まで現地調査を行ったところ、その結果を以下に報告します。 

 

１．プロジェクトの活動成果 

（1）教員研修を通じた関係者の能力強化 

 中央・地方での現職教員研修（INSET）を通じて、中央研修講師(NT8 名)および地方研修講師(DT40

名弱)の能力強化（授業改善手法理解、研修実施能力）が進んだ。NT は拡大地域向けの INSET 実

施も担っており、研修実施能力を身に付けている。 

 研修に参加した教員数は、予想を下回っている（400 名参加を想定していたが、3 回の平均参

加教員は、262 名）。また 3回全てを受講した教員は 130 名。 

＊活動実績 

・教員研修（中央レベル） 

中央研修講師（NT）の養成（4名→8名に増加、その後、2名交替） 

中央研修センター改修、Teaching Guideline 作成（06 年 10 月） 

第１回中央 INSET 研修実施（05 年 12 月実施 47 名修了）→FU 研修（06 年 5 月 44 名） 

第２回中央 INSET 研修実施（06 年 12 月実施 42 名修了）→FU 研修（07 年 5 月 43 名） 

第３回中央 INSET 研修実施（07 年 12 月実施 38 名修了） 

・教員研修（地方レベル） 

地方研修センター整備（4ヶ所→3ヶ所） 

第 1回地方 INSET 研修実施（06 年１月 240 名）→地方 FU 研修実施（06 年 5 月 410 名） 

第２回地方 INSET 研修実施（07 年１月 325 名） →地方 FU 研修実施（07 年 5 月 246 名） 

第３回地方 INSET 研修実施（07 年 12 月 222 名） 

 

（2）マネジメント強化・啓蒙普及 

 地方レベルでの INSET 運営委員会（DMC）が、全国学校長会のネットワークを通じて、形成さ

れ、INSET 実施に必要な運営能力を習得した。地方 INSET に必要な INSET 基金の各生徒からの徴

収（年 3,000 ｼﾘﾝｸﾞ）についても改善が見られた。 

＊活動実績 

校長研修（第１回：05 年 10 月（経費負担原則）、第２回：06 年 4 月（プロ県運営委員会））地方

運営委員会対象ワークショップ（07 年 3 月） 

添付資料５．調査現地報告書
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教育省・地方運営委員会合同会議（07 年 5月） 

Student Career Exploration Program、Student Vocation Guide、Science Fair 毎年実施 

授業実践コンテスト Super Science and Mathematics Teacher Competition 145 名参加 

理数科指導書案全国配布（06 年 10 月正式公表、07 年 4 月全国導入研修） 

 

（3）INSET システムの制度化 

 中央・地方レベルの INSET 研修施設がほぼ予定通り、設置された。関係者の間で授業改善手法

である ALEI-PIEI アプローチの理解・受容度が高まった。科学技術振興が大統領レベルで優先政

策となり、理数科教育振興のための INSET に対する重要性も高まり、教育省で政策策定・予算措

置が進んでいる。 

 

 

２．目標達成状況 

（1）プロジェクト目標：[パイロット県における中等理数科教員の資質が向上する] 

 

【授業観察指標】（1-4、目標 2.3） 

（授業過程、教授法、授業運営の観点か

ら授業評価） 

中間評価時には目標数値には及ばなかっ

たが、その後の第 2回 INSET 後のモニタ

リングでは、2.3 に数値改善し、目標に

達した。 07年12月には第3回INSETが、

「生徒中心教授法の実施」を内容として

実施されており、更なる数値改善が期待

される。 

 

【学習者参加指標（第三者評価）】 

（1-4、目標 1.8） 

上同様、第 2回 INSET 後に数値が改善している（1.8）。生徒自身による自己評価でも高い結果が

得られた（2.1）。 

 

調査団によるヒアリングにおいても、教員の態度変容、授業改善手法の導入（指導案作成や実験

活動の導入など）などの変化が確認された。このことから、従来の Chalk&Talk 型の伝統的授業

スタイルから、実験・活動を取り入れた生徒中心の授業への変化が生じており、生徒の授業への

参加にも変化がみられることから、プロジェクト目標は達成されたものと評価する。 

 

 

Change of Each Index

0

1

2

3

4

Bas
elin
e

Pos
t 1s
t C.

Pos
t 1s
t FU

Pos
t 2n
d C
.

Pos
t 2n
d F
U
Pos
t 3r
d

Pos
t 3n
d F
U
Fina
l

Timing

In
de
x 
V
a
lu
e

Observation I.

Participation I.

◆

■

Target 
Value

- 89 -



  

（2）上位目標：[パイロット県における中等学校の生徒の理数科の学力が向上する] 

 PDM では、「プロジェクト独自の学力試験結果」、「UCE（中等卒業試験）結果」が指標であった

が、十分な情報を得ることはできなかった。 

 教員研修実施が生徒の学力に影響を与えるインパクトとしては、「教員研修実施⇒教員の態度

変容⇒教授法改善⇒生徒の関心・参加改善⇒学力向上」というパスが、理数科教育支援の経験か

ら得られており、本プロジェクトにおいても、「教授法改善」・「生徒の参加改善」レベルまで正

の変化みられることから、生徒の学力にもインパクトは及ぶものと思われる。従って、上位目標

は将来的に達成可能と評価する。 

 

３． 5 項目評価 

項目 結果 評価内容 

妥当性 Very 

High 

ポスト初等教育普遍化プログラムの開始（2007）により、中等レベル

の質の向上が重要。 

理数科教育振興の中核プログラム。 

教育省は INSET 実施戦略策定計画中。 

有効性 High 中央研修講師は、ケニア、マレイシア、日本で研修を受けた。 

INSET により、教室レベルでの教員の態度・教授法が改善。しかしな

がら、学習過程への実験・活動の導入は表面的なものにとどまる。 

DMC による自立的なマネジメント能力（財政面も含む）。 

教育の質向上への取り組みは引き続き必要であるが、INSET 研修制度

は構築されたことから、プロジェクト目標は達成された。 

効率性 Average アフリカにおける理数科教育支援の蓄積が、効率的に活用された。 

既存の施設・人材の有効活用。 

トロロ地域の INSET センターの運営が改善しなかったため、教育省は

同地域のセンターを 1ヵ所に集約した。 

パイロット事業であり、コア人材の育成等の初期投資に必要であった。

今後の拡大期は、効率的な事業実施が可能。 

インパクト High 生徒の理数科に対する関心が増しており、長期的に理数科学力向上に

結びつく。 

債務救済無償積立金を活用し、パイロット事業が拡大実施された。 

自立発展性 High 教育省は SESEMAT プログラムに対して、250 百万シリングのカウンタ

ーパート予算を確保。 

教育省および地区の間に、研修経費分担原則がある。 

拡大地域では、地区レベルで研修実施に必要な経費の自立的財政基盤

ある。 

INSET 実施の組織能力が確立された。 

より効率的な M&E 体制が必要。 
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４．提言 

（1）中央・地方レベルの INSET システムの制度化 

教育の質向上のためには、継続的な教員職能開発、そのための教員研修が不可欠であり、INSET

制度は教育省の national program として制度化される必要がある。制度化のためには、まず、

必要な予算を教育省経常経費の予算項目として計上し、恒常的な予算確保を図る必要がある。現

状の INSET 予算はプロジェクトカウンターパート予算として計上されており、機能しているが、

より持続的な INSET の制度化のためには、確固たる財政基盤として予算項目化が必要である。 

また今後、INSET を自立発展させていくためには、さらに地方レベルでの研修実施体制を強化

させる必要があり、DMC の機能強化およびクラスターレベルでの教員実践を支援するべき学校長

の校内マネジメント能力向上にも取り組む必要がある。 

また、地方 INSET 実施に必要な INSET 基金の徴収は改善してきたが、未だ私立学校からの徴収が

極めて低い。プロジェクト地域の今後の拡大も踏まえ、公立学校に不公平感が生じることのない

よう、教育省は、私立学校からの INSET 基金徴収に関する改善策を講じる必要がある。 

 

（2）教育の質向上のための ALEI-PIEI アプローチの深化 

プロジェクトは 3回の INSET 実施を通じて、中央・地方レベルの教育関係者の ALEI-PIEI アプ

ローチに関する理解を深めた。これにより、教員の態度変容がもたらされ、教員が授業計画の作

成、実験活動の導入等の授業改善の試みを実践し始めていることが確認された。今後、教員の授

業改善の実践を定着させ、教育の質の向上に結びつけるためには、Hands-on Activity から

Minds-on Activity への深化、教員による授業改善から生徒の学習プロセス改善へのインパクト

波及が不可欠である。 

 

（3）サイクル３以降の INSET 戦略 

サイクル3以降のINSETの方向性に関し、その継続の必要について関係者の合意はあるものの、

明確な戦略がない。教員、DT および NT の間には、教員のニーズに基づいて、教科内容を中心と

した研修にするべきとの意見もある。同時に教員は、ALEI-PIAI アプローチについて、国家試験

対策のために決められたシラバスをカバーする必要性との両立の難しさを感じており、

ALEI-PIAI アプローチ実践の一つの障害となっている。 

このような ALEI-PIAI アプローチの構造的な課題を解決するために、教育省は、長期的な観点

から、生徒の論理的な思考能力を問う問題の重視など国家試験との整合性の検討、中等理数科の

カリキュラム系統性分析を踏まえた重要トピックの抽出と、それに対応した INSET カリキュラム

の開発などを検討するべきである。 

 

（4）M&E 強化：INSET の質の維持と教員実践 FU 

ALEI-PIAI アプローチの深化のためには、さらに適切な M&E を実施する必要がある。特に授業

観察においては、表面的、形式的な ALEI-PIAI アプローチの導入のみで、授業が高く評価される
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傾向にあるが、NT や DT は、より良い授業についてさらに理解を深め、適切な評価体系・基準で、

授業観察・評価を行う必要がある。そのためには、マレイシア RECSAM 研修や本邦研修への参加

を通じて、「良い授業」を体感した NT 等が中心となって、授業観察の評価体系・基準に関する議

論・検討を行うべきである。 

 INSET の質の維持のための M&E は、NT が効果的に行う必要があるが、上に述べたような

ALEI-PIAI アプローチの深化のための教員実践の FU や教員へのフィードバックを目的とした授

業観察については、DT や教科主任による日常的なモニタリングが必要である。 

 

 

５．教訓 

（1）パイロット事業の拡大期における自発性の尊重 

 パイロット事業の開始時においては、プロジェクトの内容について、裨益者が十分理解するこ

とは難しく、プロジェクト事業実施を通じて生じる様々な課題、対立等を通じて、実施者と裨益

者の相互理解が進む。パイロット事業を拡大する際には、これらのパイロット事業の経験を踏ま

え、プロジェクト参加を検討する裨益者層が、プロジェクトに参加することで生じるコストと責

任、得ることができる便益を良く理解した上で、彼らの自発的な判断で、プロジェクト拡大に参

加するべきである。 

 

（2）質の高い教員研修の確立と教員ニーズへの対応 

 教員研修においては、研修の質の維持がプロジェクトの生命線であり、研修の質や将来の自立

発展性を犠牲にしてまで、当面の研修参加者数を増加させることに取り組む必要はない。パイロ

ット期においては、予想よりも少ない教員参加であっても、まずは質の高い研修を実施する体制

を整備することを最優先事項として達成した上で、その後、教員の抱える懸念事項や研修ニーズ

に対して、教員研修がどのように対応するか検討するべきである。 

  

（3）包括的アプローチ 

 教育の質向上のためには、学校関係者（学校長、教員、生徒、父兄）の関心を高めることが重

要であり、プロジェクトでは、教員研修のみならず、優秀授業実践コンテスト、サイエンス授業

模範実践、サイエンス職業ガイド作成など、様々な取り組みを行い、関係者の啓蒙に努めた。こ

のような包括的なアプローチが、教育の質向上という成果を得る上で重要である。 
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６．団長所感 

 

1. SESEMAT プロジェクトは、開始以来、1人専門家プロジェクトとして、多くの試練を克服し、

ウガンダ政府の自助努力意識の涵養を成し遂げ、本パイロット事業期間内に研修地域を拡大

したことは高く評価できる。特に、地方研修の経済的自立を地方の自発的決意に立脚してい

る点は、ODA 本来の自助努力の在るところを支援する我が国の援助理念を実践するものであ

り、かかる技プロのモデルとなるものである。 

2. しかし、自助努力による拡大地域は、今後新規 JICA 技プロが発足した場合、枠外に置かれる

事になるが、新規技プロ枠の地域の自助努力は、拡大地域の自助努力分と同等になるよう注

意を払い、自立先行地域のモラル低下を起こすことのないよう配慮が求められる。 

3. ウガンダでは、初等教育の EFA に続く世銀のポスト・プライマリー教育開発戦略の支援対象

国となる可能性があり、そのフレーム・ワークには、SESEMAT が十分連携し得る領域が含ま

れているので、今後の進捗を注視し、連携の可能性を策定することが望まれる。 

4. 教育技プロの最終目標である生徒の学力向上に繋がる成果が見え難いことは、本技プロにお

いても同様の結果であった。しかし、事業期間（3年）、研修期間、教室での実践期間、から

考え、現時点で、教員の授業態度・方法の変容、生徒の授業に対する参加度の向上、という

ポジティブな変化が認められ、かかる変化が生徒の学力向上に繋がるという仮説の前段をク

リアーしていることが確認された。したがって、本評価結果は、最終目標の生徒の学力向上

を達成するために、かかる事業の継続的支援の必要性を強く提言するものである。と同時に、

我が方としては、教員・生徒の教室内活動の変容と学力の向上との間を繋ぐ、評価指標の策

定と学力に対する研修のインパクトを測定するツール・方法の開発が求められている。又、

研修の品質管理は技プロ内で自己完結可能であるが、研修の学力に対するインパクト測定は、

技プロ内で実施することはほとんど不可能に近いという理解を関係各位にお願いしたい。 

5. 中等理数科教育分野には多くの JOCV 教員隊員が派遣され、ウガンダにおいても 20 数名派遣

されている。常に出てくる命題は、JICA 事業のプログラム化に伴う JOCV 隊員活動と技プロ

の連携である。小職の経験を踏まえて、本課題に対する提言をすれば、常に緩やかな連携を

考えることとなり、PDM の指標達成に向け日々の活動を共有できるパートーナー・シップ形

成は非常に困難であることを認識する必要がある。したがって、理数科教育という共通領域

に存在する両者が共存し、我が国 ODA のより効率的活用に繋がる部分を共有するが、日常活

動は相互に縛られないという関係にあるということである。例えば、理数科隊員の赴任時に

は、少なくともウガンダ教育・スポーツ省の事業である SESEMAT の事業概要、特に教育・ス

ポーツ省の推進する ALEI/PIEI の理念を共有し、現場でウガンダ人の同僚教員と教育理念の

共有ができるようにすることは大きな連携であると考える。又、授業コンテストの参加等緩

やかな連携を推進する場は多く、現実的連携の詳細は現場の関係者にお任せしたい。 

6. 近年、理数科教育の技プロがパイロット・フェーズを終了し、ザンビア、マラウィ、及び当

ウガンダに見られるように、全国展開を視野に入れた技プロ領域の拡大フェーズに移行しつ

つあり、その中で、これまで実施してきた広域事業の更なるネット・ワーク事業強化が必要
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とされる段階に入ってきた。今後は、広域事業をケニアとウガンダ、ケニアとマラウィとい

うようなバイの関係から、ケニア・ウガンダ・マラウィ等関与する国の多重化を図り、アフ

リカの理数科教育向上を目指す多国籍・フォースの形成を目指す時期に来ているので、ウガ

ンダにおいても、本広域事業の一員として自覚していただき、アフリカの理数科教育向上に

貢献されることを期待する。 

7. 最後に、ウガンダ側の自助努力を引き出し、教員研修を恒常化・制度化しようとするウガン

ダ教育・スポーツ省、自発的に研修制度を確立しようとし努力している地方の教育関係者、

SESEMAT を短時間にシステム化してきた日・ウ双方の技プロ関係者の努力を高く評価し、大

使館、JICA 事務所及び本部には、長期的視点に立ち、今後とも本技プロに対する財政的支援

の確保をお願いする。 

 

以上 
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添付資料 6. 

授業観察記録と議事録 

 

件名 ナショナル・コーディネーターと打合せ及びインタビュー 

日時 2008 年 2 月 5日（月）8:00－9:00 

場所 教育スポーツ省 

出席者（相手側） Mr.John Agaba 

出席者（JICA 側） 關谷武司（評価分析） 

内容： 

 冒頭に、調査団より調査の背景、目的、内容を説明した。また、今回の調査スケジュールの打合

せを行った。その後、プロジェクトの活動、成果等について、以下のコメントを Agaba 氏より得た。

 

Super Science & Mathematics Teacher Contest について 

 全国から多数の参加者を得て、授業実践のシェリングが行えた。この取り組みはウガンダで初

めてのもので、Science Clinic と同じく、革新的な取り組みである。今後も継続して行きた

い。 

 

 マレーシアでの研修 

 ケニアでの研修で我々はプロジェクトの推進に向けて多くのことを学んだ。マレーシアでの研

修はそれとはまた異なって、理数科教育に力を注ぎ、それによって産業を発展させたという独

自の成功体験を学ぶことが出来た。 

 

 District Manage Center における Workshop 

 私立の学校ではなかなか教育の質向上に対する取り組みを期待するのが難しいが、その重要性

に対する意識改革を求めている。また、ローカルレベルでの自主運営に関しても意識喚起を行

っている。3回目の研修では、もはや中央からの財政支援なしで実施されており、ローカルの

自助努力が得られている。（拡大パイロットの方では、初めからローカルレベルの努力で行っ

ている。） 

 

 上位目標である生徒の学力について 

 National Examination Board が学力テストを実施しているが、結果は公表されない。しかし、

そのオフィシャルレポートに、次のような趣旨が記述されている。「Board のメンバーがテス

トで学校を訪れた時、パイロット校の一つで、ビーカーの代わりにペットボトルで工夫した教

材を見つけた。他の学校では、生徒はビーカーの順番待ちをしており、大変効率が悪い。SESEMAT

の取り組みは非常に重要である。」 

 

 今後の国家教育政策について 

 大統領は、「ウガンダの発展のためには理数科強化を通した産業発展が重要であり、教師の役

割は大きい。」旨の発言をし、新聞にも掲載された。また、「Education Sector Review」にも

SESEMAT を全国展開すべきと記述されている。（Document として「National Expansion Program」

あり） 

添付資料６．授業観察記録と議事録
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 INSET システムについては、Concept Paper がすでに教育スポーツ省トップでも検討されてお

り、まもなく全国で制度化される。 

 予算措置もされており、SESEMAT 拡大に 400million シリングが割り当てられている。 

 拡大フェーズ１では、休日を利用して 6万人の教員を研修する予定だが、フェーズ 2では休日

だけではなく、平日も常時研修できるよう中央研修センターの設立を考えている。 

 

ドナー連携について 

 ウガンダ教育スポーツ省でドナーからの支援は調整が行われており、中等教育理数科分野では

SESEMAT が中心である。 

以上
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て
い
る
が
、
実
践

に
生
か
す
に
は
ま
だ

経
験
不
足
。
 

ら
れ
る
よ
う
に
な
っ

た
。
 

S
up
er
 
Sc
ie
n
ce
 
& 

M
at
h 
Co
nt
es
t
 

・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
外
の

教
師
も
Te
a
ch
i
ng
 

G
ui
de
を
見
て
、
AL
E
I

ア
プ
ロ
ー
チ
を
実
践
。
 

・
参
加
者
は
模
擬
授
業

を
す
る
こ
と
で
AL
E
I

を
内
在
化
さ
せ
た
。
 

・
参
加
者
は
自
分
の
学

校
に
帰
り
、
経
験
を
共

有
し
て
い
る
。
 

・
実
践
は
大
学
で
学
ぶ

よ
り
も
重
要
で
あ
る
。
 

自
分
の
実
践
を
示
し
、

他
の
教
師
と
共
有
す

る
の
は
と
て
も
良
い
。

大
学
で
は
学
べ
な
い

実
践
で
あ
り
、
非
常
に

刺
激
的
。
一
般
の
教
師

も
こ
れ
ま
で
の
自
分

の
努
力
の
跡
が
見
ら

れ
る
。
 

他
者
の
実
践
か
ら
学

ぶ
こ
と
が
出
来
、
AL
EI

の
理
解
も
深
ま
っ
た
。

さ
ま
ざ
ま
な
実
践
方

法
を
み
ん
な
で
共
有

で
き
る
。
NT
の
研
修

に
使
え
る
実
践
も
あ

る
。
 

自
分
の
指
導
技
術
向

上
の
た
め
ア
プ
ラ
イ

し
た
。
 

参
加
者
は
A
L
E
I
と
は

何
か
、
自
ら
探
り
、

パ
イ
ロ
ッ
ト
校
以
外

の
教
員
も
A
L
E
I
に
つ

い
て
知
る
よ
う
に
な

っ
た
。
革
新
的
な
取

り
組
み
で
、
教
師
に

と
っ
て
強
い
動
機
付

け
に
な
っ
た
。
よ
い

広
報
に
も
な
り
、
次

が
期
待
さ
れ
て
い

る
。
 

マ
レ
ー
シ
ア
研
修
 

C
on
s
tr
u
ct
i
vi
sm
な

ど
AL
E
I
の
根
底
に
あ

る
も
の
も
学
ん
だ
。
ま

た
、
ア
セ
ス
メ
ン
ト
の

対
象
化
は
何
で
も
可

能
で
あ
る
こ
と
も
学

ん
だ
。
 

C
on
s
tr
u
ct
i
ve
 

A
pp
r
oa
c
h、
教
授
学
習

理
論
な
ど
を
学
び
、
授

業
に
お
い
て
役
立
て

る
こ
と
が
出
来
る
。
 

ケ
ニ
ア
の
研
修
で
は

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
実

施
方
法
を
学
ん
だ
が
、

マ
レ
ー
シ
ア
で
は
コ

ン
セ
プ
ト
か
ら
学
ぶ

こ
と
が
出
来
、
包
括
的

な
理
解
が
深
ま
っ
た
。

コ
ン
セ
プ
ト
を
学
べ

た
。
ま
た
、
ア
ジ
ア
の

文
化
や
考
え
方
は
大

変
興
味
深
い
。
 

最
新
の
機
材
で
よ
り

進
ん
だ
実
践
が
出
来

る
。
実
践
的
な
手
法
も

身
に
つ
け
ら
れ
た
。
進

ん
だ
国
を
見
て
、
ま
ね

る
こ
と
で
ウ
ガ
ン
ダ

は
発
展
で
き
る
。
 

ど
の
よ
う
な
実
践
を

す
べ
き
か
で
、
大
き

な
イ
ン
パ
ク
ト
が
あ

っ
た
。
 

生
徒
の
参
加
を
促
す

教
授
学
習
理
論
と
そ

の
実
践
を
学
ん
だ
。

初
等
教
育
の
内
容
も

勉
強
に
な
っ
た
。
 

拡
大
パ
イ
ロ
ッ
ト
 

新
し
い
挑
戦
で
あ
る

が
、
参
加
者
は
初
め
か

ら
モ
テ
ィ
ベ
ー
シ
ョ

ン
が
高
い
。
 

研
修
は
負
担
に
は
感

じ
な
い
。
モ
ニ
タ
リ
ン

グ
も
3
週
間
程
度
で

出
来
る
と
思
う
。
 

DT
を
使
う
シ
ス
テ
ム

も
可
能
だ
が
、
そ
れ
に

新
し
い
チ
ャ
レ
ン
ジ

だ
が
、
マ
ネ
ー
ジ
メ
ン

ト
可
能
。
DT
も
良
い
。

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
に
は

NT
の
増
員
と
車
な
ど

の
手
配
が
必
要
。
 

研
修
は
カ
ス
ケ
ー
ド

シ
ス
テ
ム
な
の
で
や

っ
て
い
け
る
。
モ
ニ
タ

リ
ン
グ
は
NT
が
一
人

ず
つ
地
域
を
担
当
す

れ
ば
可
能
。
 

参
加
者
は
と
て
も
積

極
的
で
、
研
修
自
体
は

問
題
な
い
。
地
方
へ
出

か
け
る
の
は
大
変
だ

が
。
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
・

評
価
は
ま
だ
や
っ
て

 
N
T
と
し
て
、
大
き
な

負
荷
と
い
う
ほ
ど
で

は
な
い
が
、
活
動
が

増
え
、
準
備
が
必
要

に
な
る
。
モ
ニ
タ
リ

ン
グ
の
対
象
が
大
き
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は
別
途
研
修
が
必
要
。

い
な
い
が
、
実
施
に
は

距
離
な
ど
の
問
題
が

あ
る
。
 

く
な
り
、
N
T
が
足
り

な
い
。
D
T
の
巻
き
込

み
も
で
き
る
が
、
研

修
が
必
要
。
 

拡
大
地
域
の
参
加
者

は
モ
テ
ィ
ベ
ー
シ
ョ

ン
が
高
い
。
 

中
央
研
修
セ
ン
タ
ー

が
必
要
。
 

T
ea
ch
in
g 
Gu
i
de
 
 
教
師
が
理
解
す
る
の

は
容
易
で
あ
る
が
、
実

践
は
難
し
い
。
 

作
成
に
関
わ
っ
て
い

な
い
。
 

A
LE
I
の
拡
大
に
貢
献

し
て
い
る
。
 

教
師
が
努
力
し
、
時
間

を
か
け
れ
ば
、
こ
れ
で

良
い
授
業
の
実
践
も

可
能
。
 

 
 

研
修
を
受
け
る
者
に

は
い
い
が
、
そ
れ
以

外
の
者
に
は
、
態
度

や
意
識
が
変
わ
ら
な

い
と
実
践
は
難
し

い
。
 

S
tu
de
nt
 

V
oc
at
io
na
l 
G
ui
de
 

生
徒
に
は
ま
だ
難
し

い
。
改
善
に
は
時
間
が

か
か
る
。
 

 
 

 
生
徒
に
親
し
み
や
す

く
絵
や
ク
イ
ズ
な
ど

入
れ
て
い
る
が
、
ア
カ

デ
ミ
ッ
ク
な
内
容
が

あ
り
、
難
し
い
。
 

 
読
み
や
す
い
工
夫
は

し
て
い
る
が
、
ア
フ

リ
カ
に
は
元
々
「
文

字
を
読
む
文
化
」
が

無
い
。
 

研
修
時
期
 

12
月
は
教
員
は
忙
し

い
の
で
、
8
月
の
方
が

良
い
。
 

12
月
は
、
ア
ッ
プ
グ

レ
ー
ド
や
国
家
テ
ス

ト
な
ど
で
忙
し
い
。
 

8
月
が
良
い
。
ケ
ニ
ア

で
も
1
2
月
は
実
施
し

て
い
な
い
。
 

 
8
月
が
良
い
。
 

 
時
間
の
長
さ
か
ら
は

1
2
月
。
し
か
し
、
テ

ス
ト
の
採
点
（
い
い

ア
ル
バ
イ
ト
）
や
各

人
の
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ

プ
（
Fa
c
e 
to
 F
ac
e）

が
あ
る
。
 

教
師
に
と
っ
て
は
8
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月
の
方
が
い
い
。
し

か
し
、
1
ヶ
月
し
か
な

い
の
で
、
研
修
を
受

け
て
、
自
ら
実
施
す

る
DT
は
休
暇
が
無
く

な
る
。
 

N
T
と
し
て
さ
ら
に
必

要
な
能
力
 

幅
広
い
実
践
力
と
デ

ー
タ
処
理
能
力
。
 

デ
ー
タ
解
析
能
力
、
レ

ポ
ー
ト
作
成
能
力
 

デ
ー
タ
解
析
を
日
本

で
学
び
た
い
。
 

教
師
と
し
て
デ
ー
タ

解
析
を
や
っ
た
こ
と

が
無
い
の
で
、
学
ぶ
必

要
が
あ
る
。
 
 

デ
ー
タ
解
析
。
ト
レ
ー

ニ
ン
グ
内
容
の
ア
ッ

プ
グ
レ
ー
ド
が
必
要
。

よ
り
幅
広
い
実
践
能

力
を
身
に
付
け
る
こ

と
。
 

N
T
間
の
チ
ー
ム
ワ
ー

ク
が
必
要
。
 

マ
ネ
ー
ジ
メ
ン
ト
ス

キ
ル
、
プ
ラ
ン
ニ
ン

グ
ス
キ
ル
。
 

N
T
全
体
で
は
、
評
価

時
の
ク
リ
テ
ィ
カ

ル
・
シ
ン
キ
ン
グ
。
 

そ
の
他
 

 
 

ケ
ニ
ア
は
日
本
の
サ

ポ
ー
ト
を
手
厚
く
受

け
て
き
た
。
ウ
ガ
ン
ダ

は
も
っ
と
サ
ポ
ー
ト

が
必
要
。
ま
た
、
N
T

は
そ
の
地
位
に
相
応

し
い
待
遇
が
必
要
だ
。

NT
と
し
て
の
責
務
を

喜
ん
で
や
っ
て
行
き

た
い
。
 

 
ア
メ
リ
カ
の
大
学
で

教
員
資
格
取
得
（
4
年

半
）
。
AL
EI
の
こ
と
は

知
ら
な
か
っ
た
が
、

生
徒
中
心
主
義
な
ど

は
知
っ
て
い
た
し
、

実
践
し
て
き
た
。
 

N
T
に
な
っ
た
の
は
、

自
分
が
身
に
着
け
て

き
た
も
の
を
広
め
た

か
っ
た
。
 

S
ES
E
MA
T
の
人
を
育

て
る
と
い
う
ア
プ
ロ

ー
チ
は
ウ
ガ
ン
ダ
で

初
め
て
の
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
。
意
識
改
革
の

中
心
に
な
っ
て
ほ
し
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い
。
教
育
は
教
え
伝

え
て
行
く
、
そ
れ
が

大
切
。
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件名 Tororo/Butaleja District Centre 視察 

日時 2008 年 2 月 6日（火）10:00 －10:30 

場所 Bukedi College Kachonga, SESEMAT Office 

出席者（相手側） Mr. Otim Daniel（Centre Coordinator） 

出席者（JICA 側） Ms.Mary (NT) 

關谷武司（評価分析） 

内容： 

プロジェクトの備品、物品は整然と片付けられていた。コンピューター機器なども問題なく機能

している。その他薬品などの消耗品も整っている。図書もきちんと管理されており、貸し出し簿に

よれば、2007 年は、研修期間だけではなく、継続的にのべ 120 冊が貸し出されていた。 

1 週間前から交代した新しい校長によれば、連絡の経費、消耗品など、学校に負担がかかっている

とのこと。 

以上

 

 

件名 Tororo/Butaleja District DT インタビュー 

日時 2008 年 2 月 6日（火）10:30 －11:30 

場所 Bukedi College Kachonga, SESEMAT Office 

出席者（相手側） Oketcho F. O.,  Physics 

Amuron Paulime,  Biology 

Odoy Joseph,  Math 

Abila Janes,  Chemistry 

出席者（JICA 側） 關谷武司（評価分析） 

内容： 

 インタビューを行った際に、以下のコメントを得た。 

 

DT の能力 

 初めは自信がなかったが、3回目には自信が持てるようになっていた。パイロット期を終え、ALEI

のトレーナーとして自信ができた。 

 モニタリング・評価の能力もある。実施するとすれば、問題は遠方の学校へのロジスティック

サポート。 

 受講教員が順序良くすべての研修を受けているわけではないので、理解度にばらつきがあり、

その対応が難しい。 

 教材作りは心がけているものの、中にはどうしても機材がないと実践できないものもある。 

 数学は抽象的教科なので、ALEI の実践が難しい。 

 

教師の能力・授業 

 態度が大きく変わり、授業を計画するようになって来た。学校内、あるいは学校を跨いだチー

ムワークも見られるようになった。物がないから出来ないという苦情は減った。 

 生徒も期待するので、実験をすることに追われるところはある。 

 

生徒の変化 

 関心が高まり、授業の参加態度は向上した。好奇心が旺盛になった。教師を評価するようにな

ってきた。 
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Teaching Guide 

 より分かりやすいものが望まれる。 

 クラスサイズが大きすぎると、実践できない。 

 カリキュラムが終えられない。 

 準備に時間がかかる。 

 

Student Vocational Guide 

 生徒に書籍や雑誌を読む習慣が無い。 

 

第 3 サイクルでは参加者が少なかったが・・・ 

 ケニアの騒動で燃料費が高騰した。 

 2 つあったセンターが 1つに統合され、距離が遠くなった者は来ていない。 

 お金をもらえないので来なくなった。 

 この時期は国家テストの採点など、イベントが多い。お金の出る方へ行く。 

 研修の開催情報が遅すぎる。 

 

Super Science Teacher Contest 

 他の者に指導案を書いてもらうなどの不正があった。 

 マレーシアへの研修は、頑張っているプロジェクトの人間が選ばれるべき。なぜ、プロジェク

ト外の人間が選ばれるのか。人選がおかしい。 

 

以上
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件名 Tororo/Butaleja District  理数科教師インタビュー 

日時 2008 年 2 月 6日（火）12:00 －12:30 

場所 Bukedi College Kachonga, SESEMAT Office 

出席者（相手側） Wanyama Alex,  Physics 

Wandeka Daniel,  Physics 

Kalimokin Daniel,  Math 

出席者（JICA 側） 關谷武司（評価分析） 

内容： 

 同校の 3人の理数科教員にインタビューを行った際に、以下のコメントを得た。なお、彼らによ

れば、国家学力テスト採点や移動などにより、FU も含めた 6 回の研修のすべてを受けたわけでは

ないとのこと。もっとも受講回数の多い者でも 4回であった。 

 

自身の授業の変化 

 教師中心から生徒中心、Hands-on から Minds-on へと変わってきた。教授学習理論にそった授

業ができるようになってきた。授業内容はより活動的である。（確かに、「用語」は学習されて

いるが、果たしてどこまで実践できるのかは疑問・・・） 

 （授業の準備に時間がかかる、授業自体も時間がかかるが）ALEI は新しいアプローチであり、

教師としては準備が大変でもやるべきものだと感じている。ただ、確かに学習内容は全部消化

しきれないので、本格的に ALEI をやるならば、教育省はカリキュラムを改訂すべきだ。 

 

生徒の変化 

 とても関心が高くなった。授業へよく参加するようになった。 

 女子生徒も Hands-on が好きだ。 

 

Teaching Guide 

 「知らない」 

 授業案もあり、役に立つ。 

 準備に時間がかかる。実践は難しい。 

 

Student Vocational Guide 

 「分からない」（なにそれ？という反応） 

 

Super Science Teacher Contest 

 さまざまな事情で応募できなかった。 

 興味はある。 

 

研修時期 

 国家学力テストの採点は報酬が出る。同じ教育スポーツ省の業務なのに、SESEMAT の研修は報

酬が出ない。公平じゃない。 

 同じ教育省のイベントを同時期に重ねるべきではない。 
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 実施するならイベントの無い 4月が良い。 

 

以上
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件名 Tororo/Butaleja District  生徒インタビュー 

日時 2008 年 2 月 6日（火）13:00 －13:20 

場所 Bukedi College Kachonga 

出席者（相手側） Senior 4 年生、男子 32 人 

出席者（JICA 側） 關谷武司（評価分析） 

内容： 

インタビューを行った際に以下のコメントを得た。 

 

理数科の授業について※ 

 去年、理数科の先生は実験をしてくれなかった（全員）。 

 授業はチョーク＆トーク形式で面白くない。 

 理数科の授業は難しい（半分の生徒）。 

 先生の説明は分からない。 

 教科書が無いから分からない。 

 

Student Vocational Guide 

 見たことがある（3分の 1）。SESEMAT コーディネータの先生が自由時間に紹介してくれた。 

 中身は読んだ事がない（全員）。 

以上

※ 翌日、NT の反応 

 有り得ることだ。視察やモニタリングが来たときは ALEI 方式をやり、普段は昔ながらの方式

でやっているかもしれない。 
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件名 Tororo/Butaleja District DMC メンバーインタビュー 

日時 2008 年 2 月 6日（火）13:30 －14:10 

場所 Bukedi College Kachonga 

出席者（相手側） Krafula Parick Guloba, DEO 

Gichuchu Esther, Treasurer 

Lyadda Apollo, DMC 

Wandera Peter, Headmaster 

出席者（JICA 側） 關谷武司（評価分析） 

内容： 

インタビューを行った際に以下のコメントを得た。 

 

研修時期 

 3 回目の研修はケニアの問題の影響でガソリンが高騰し、参加者が少なかった。 

 連絡も十分ではなかったようだ。 

 国家学力テストの採点に流れた者が多かった。 

 12 月は国家学力テストの採点が 2つのレベルであるため、研修開催時期としては難しい。 

 8 月はテストの採点方法に関する研修がある。 

 SESEMAT 研修は 1月の終わりが良い。 

 いや、最も良い時期は 4月から 5月にかけてである。 

 

経費徴収について 

 各年度の徴収額は分析して Fax 送信する。 

 私立校は関心の方向が異なるので、経費の徴収がどうしても困難である。 

 2005 年・2006 年 トロロ県経費徴収状況 

     Tororo     Butaleja 

Pub.S.   17/18            8/10 

Pri.S.      6/23             0/5 

 

自立発展に向けて 

 意識啓発活動を今後も継続するべきだ。 

 技術的支援、消耗品のなどの支援は継続的に欲しい。 

 

以上
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件名 JICA 事務所打ち合わせ 

日時 2008 年 2 月 7 日（木）9:30－10:50 

場所 JICA ウガンダ事務所 

出席者（JICA 側） 三田村達宏（教育評価）、關谷武（評価分析）、日下部光、大林孝典（文責） 

内容： 

 

情報共有 

 關谷氏の調査内容を共有 

（参照：「団員名簿・現地調査日程.doc」「評価グリッド結果 080204.xls」、「議事抄録.doc」）。

 

自立発展性について 

 徴収率は全体的に改善したのか、もともとある程度徴収できていたのか、岡本専門家に要確認。

 中央からの経費補填無しで第 3サイクルを実施した点は自立発展性有りとして評価できる。 

  

 

拡大パイロットに関する書き方 

 拡大パイロットは単なる正のインパクトとして書くのか。確かにウガンダ側の自発性に基づく

拡大ではあるが、（実際に岡本専門家もマネジメントにも携わっており）研修や経費徴収の手

法もパイロット地域と同じであることから、評価ポイントとして書いても良いのでは。（關谷）

 単なる正のインパクトではなく、研修体制や経費徴収システムが実際に機能しているモデル地

域として書ける。（三田村） 

 

私立校の徴収率の低さについて 

 放っておくしかないのか。私立校の多さにも関わらず「出さなくても何とかなる」という雰囲

気が醸成されつつあるのは好ましい状態ではない。教育省に「フリーライダーが出ている」と

警告する必要あるか。 

 願わくは INSET ポリシーが出来た際に、私立校からの徴収も徹底するシステムを構築したい。

 

上位目標の達成度について 

 上位目標とプロ目の間にギャップがある。「研修実施⇒教員態度変容⇒教員授業実践⇒生徒の

関心」というところまでは授業参加指数（授業にどの程度生徒が参加しているか）を根拠に言

及でき、「近い将来学力向上が期待される」という書き方は出来る。しかし、それではやや弱

く、今後の提言として、上位目標には生徒の関心喚起などを設定すべきという教訓を残したい。

（三田村） 

 

RECSAM 研修について 
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 RECSAM 研修に関しては評判が良い。 

 一人当たり単価（＝25 万）も安い、アフリカの人にとってアジアに行くという魅力がある、

マレーシアは日本の成功体験に基づいてプロジェクトを実施しているため刺激になる、といっ

た点が各方面からの高評価に繋がっている。 

 Minutes に、「アジアの成功体験の共有」という文脈で書けると見栄えが良いか。南南協力の

枠組みで、アフリカ域内協力からアフリカ・アジア間協力に広がるという流れも見栄えがする。

 

DEO（District Education Office）の関わりについて 

 ウガンダ SESEMAT では、DEO の話が全く出てこない。全国展開では DEO の関わりが不可欠にな

ってくるため、岡本専門家ヒアリングやパイロット地域視察の際に確認する。 

 

Teaching Guide と Student Vocational Guide について 

 Vocational Guide については内容の充実したものが出来上がっているが、User-friendly とい

う観点で見るといまひとつか。文量が多く、「読まない文化」の中でやはり生徒には読まれな

いのでは。ただ、同 Guide の作成・配布はあくまで付属的な活動なので、報告書の中で厳しく

指摘する必要はない。 

 Teaching Guide に関しては、ALEI 概念の説明書なのか、あるいは具体的な教授法にまで踏み

込んだものなのか、中身を確認する必要あり。教育省の声も聞く必要がある。 

 

Science Clinic 

 DT や NT の評判は良いが、具体的にどういった活動なのか。プロジェクト事務局ヒアリングの

際に要確認。 

 

National Expansion について 

 研修時期については今回の訪問中に決めたい。8月は、プロジェクト終了直後かつ拡大パイロ

ットの研修など他のイベントと重なる時期ということで厳しい。4～5月が有力か。 

 

効率的な M&E について 

 National Expansion では M&E 対象校が増えるため、今後 DEO 行政官や DT、HOD（Heads of 

Department）を巻き込む必要性について言及したい。NT は M&E 結果の取りまとめに集中する

方が効率的だと思われる。 

 

地方研修参加率の低下について 

 Critical のポイントであるため原因と対策について言及する必要有り。原因に関しては、關

谷氏の議事抄録にもある通り、ガソリン価格の高騰、INSET センターの統廃合、金銭的なイン

センティブがないこと、そして案内が遅いという点が考えられる。対策としては、やはり政策
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による強制か。各教師の参加を促す学校長の役割が重要。政策による義務化→不参加へのペナ

ルティという方法を模索したい。 

 マラウイでは、案内レター発出のラインは教育省（南東部教育事務所）→各学校長、そして校

長が各学校の参加者を掲載して返事を出すという方法を採用している（2007 年から）。ウガン

ダでも DEO を絡めて学校長に返信させることにより、参加率アップに繋がるのでは。（日下部）

 

以上
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件名 岡本専門家ヒアリング 

日時 2008 年 2 月 7 日（月）12:30:－16:00（昼食を挟む） 

場所 SESEMAT プロジェクト事務局 

出席者（相手

側） 

岡本剛（SESEMAT プロジェクト専門家） 

出席者（JICA

側） 

三田村達宏（教育評価）、關谷武司（評価分析）、日下部光（専門家個人養成研修

員）、大林孝典（文責） 

内容： 

インタビューを行った際に以下のコメントを得た。 

 

INSET 制度化について 

 ウガンダ側対処方針会議の感触では、教育省は制度化には前向き（岡本） 

 

研修のクオリティをどのように担保するか 

 National Expansion では、レベル（もうやり方大体はわかった）と、ウガンダの位置づけ（恥

を忍んでケニア支援を受けてきた）を考慮すると、ケニアからのサポートに頼り続けるべきで

はない。RECSAM から人を呼ぶのも一手。（岡本） 

 内山（ケニア SMASSE）専門家のキャパビル、かなり役に立った。一人専門家では、評価手法、

教科の専門知識を普及させるには限界がある。クオリティを上げるためには、その分野での短

期専門家の技術支援などが役に立つ。（日下部） 

 SESEMATはアカデミックな観点で見ると弱点が多いため、大学の人材を受け入れるのも手では。

アカデミックに偏りすぎてもいけないが、良い人材がいれば受入れたい。（岡本） 

 

上位目標とプロ目の乖離について 

 「研修実施⇒教員態度変容⇒教員授業実践⇒生徒の関心」というところまでは授業参加指数

（授業にどの程度生徒が参加しているか）を根拠に言及でき、「近い将来学力向上が期待され

る」という書き方は出来る。しかし、それではやや弱く、今後の提言として、上位目標には生

徒の関心喚起などを設定すべきという教訓を残したい。（三田村） 

 プロ目と上位目標の間に乖離があるのは確か。しかし、教育省として学力向上を目標に設定す

るというポイントは外せない。時間がかかるのは彼らも理解しているが、「生徒が興味を持っ

て･･･」というのは教育省として上位目標にはできないだろう。（岡本） 

 

なぜ国家試験の素点を公開されないのか 

 理由はわからないが、学力を測る指標が欲しいのであれば、自分たちでテストを実施するしか

ない。あるいは、Education Standard Agency（ESA）というところが、何年か一度に学力検査

を実施している。そういったものを利用するのも手かもしれない。（岡本） 
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 プロジェクト対象地域の生徒の学力と、対象外地域の生徒の学力を比較するのが現実的か。し

かし、対象外地域の学校・生徒に対するモラルの問題もありなかなか難しい。（三田村） 

 

 

研修経費の徴収率向上について 

 正確には、徴収「額」が上がっている。大切なのは、必要な額が集まること。（岡本） 

 報告書では、実際に経費が集まり中央からの補填が無くとも研修が実施されたという点で、自

立発展性に言及できる。加えて、中間評価時の悪い状況から改善が見られたため、その要因を

提言・教訓の部分に書きたい。（三田村） 

 プロジェクト（教育省）の態度が「硬化」した（甘やかさずに自分たちで払わせた）ことが大

きな要因だと思う。 

 私立学校に関しては財政基盤が弱く、徴収率を上げることはなかなか難しい。学校数で見ると、

Tororo は公立 6割、私立 4割。Masaka は公立 3割、私立 7割。 

 私立と一口に言っても、コミュニティスクールもあれば、金持ちが運営する学校もあり多様。

 

（昼食休憩） 

 

地方研修の出席率低下の原因・対策 

 レポートの中で数字は出ており、次第に参加者数が減っている状況。 

 人数の上下はしょうがないかもしれないが、3サイクルで 1セットになっているため歯抜けは

困る。 

 外部条件としては、ガソリン価格の高騰の影響が大きかった。 

 「研修内容が魅力的ではない？」 

参加者の声を聞く限りでは、内容に関してはそこまで質が低いとは思わない。しかし、日当な

どの問題で意欲が落ちているのは確か。また、統廃合によって無くなったセンター周辺の教師

が来なかった。 

 対策として、提言の部分で政策の中で研修参加を義務付ける必要性について触れる。 

 大統領がサイエンス分野で人材を育てる重要性について主張しており、理数科振興の風向きは

良い。 

 教育省→地方教育事務所→校長、というラインで通達（通達は既に出来ている）し、校長から

レポートをさせるというのは Good アイデア。 

 DMC はレポートを書いているが、その中で参加者数にも言及することで、学校長に縛りをかけ

られるか。（三田村） 

 

DMC と DEO の関係について 

 DEO は初等教育に注力しており、SESEMAT にはほとんど携わっていない。 

 DMC のメンバーに DEO の Officer が入っている例もあるが、INSET センターの維持管理という

点では、フットワークの軽い学校長の方が良い。 
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今後の INSET について 

 第 4サイクルは、第 1に戻るのではなく、これまでとは違う内容で考えている。ただし、必ず

しも研修という形ではなくても良いと思っている。具体的な計画はまだまとまっていない。（岡

本） 

 「中央研修と地方研修はほぼ同じ内容だが、今後は？」 

DT の能力を考慮すると、各地域オリジナルの研修をやることはできそうにない。彼らはパー

トタイマーであり日常の教務もあることを考えると、「よき実践者」であることを期待したい。

将来的に能力が向上するまでは、中央と同じ内容が現実的。（岡本） 

 「DT から不満は出ているか？」 

日当が安いなどの不満は出るが、それでも INSET の実施で少しのお金は出るため、研修自体は

動いている。（岡本） 

 フォローアップ研修はコスト、時間、労力がかかる割に効果が小さいため、拡大では実施しな

い予定。 

 

DT の活用方法について 

 ケニアでは、研修後独自に教師間のネットワークができ交流が生まれた。その背景に DT の努

力があった。ウガンダではどのような活用可能性があるか。（三田村） 

 拡大パイロット地域（パイロットと違い、自ら手を挙げた）には優秀な DT が多い。NT に格上

げすることも考えているが、反対にそのまま地方で頑張ってほしいという思いもある。 

 DT の活用という観点では、マラウイは優良事例。DT が教材を作り、月 1 回の勉強会を続けて

いる。労力がかかるため、今後全国に展開した際にはかなりロジの負担がかかる。（日下部）

 現在、ウガンダでは DT は単なるデリバリー役になってしまっている。今後有効活用していく

方法を考えていきたい。（岡本） 

 

効率的な M&E について 

 NT8 名では厳しい。DT を有効活用できないか。 

 有用なデータを集めるには、訓練が必要。さらに、移動（交通手段）もネックになってくる。

これらを考慮すると、8名でやった方が費用対効果が高いか。（岡本） 

 DT は普段授業を持っており、それを休ませてモニタリングに参加させるということはしたく

ない。（岡本） 

 視学官の役割を持っているのは ESA だが、（金目当ての組織で）実際にはほとんど機能してい

ない。ESA を活用するのであれば、教育省を通してアプローチする必要あり。（岡本） 

 現在、NT は一学期に一度の頻度で M&E（定点観測）を実施している。（ただし、毎回レポート

が書かないと次の M&E いけない。）4 人 1 チームで、西と東の 2 チームに分けている。大体一

度に 10 校程見て回る。行くタイミングによって、見ることができる授業数は異なる。最初は

1週間程の期間で実施していたが、最近は 2～3日。（岡本） 

 今後、拡大地域でも一学期に一度の頻度での M&E 実施を考えている。カバーしなければならな

いディストリクトは増えるが、オペレーション的には可能だと思う。（岡本） 

 

以上
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件名 ナショナル・トレーナーインタビュー① 

日時 2008 年 2 月 7日（木）16:00－16:30 

場所 SESEMAT プロジェクトオフィス 

出席者（相手側） Mr.Mwambu Masaba (Mathematics), Mr.Julius Kiprop (Physics) 

出席者（JICA 側） 三田村達宏（教育評価）、關谷武司（評価分析）、大林孝典（文責） 

内容： 

インタビューを行った際に以下のコメントを得た。 

 

中間評価後の変化について 

 M&E の結果、 授業参加指数が向上している。 

 コンテスト等の効果もあり、SESEMAT の認知度が上がっている。 

 Sensitization 活動と Teaching Guideline によって、ALEI-PIEI アプローチが普及している。 

 M&E を実施していない時の教師のパフォーマンスについては、未だ低い可能性がある。 

 

今後の National INSET について 

 パイロット地域は 12 月、拡大フェーズの対象地域は 8月が良いのでは。 

 8 月の国家試験採点研修にはごく少数の教師しか参加しないため、影響はほとんどない。 

 拡大パイロットのことも考えると、8月に 2つの National INSET は厳しいため、4－5月も候補。

 テーマに関しては、再びベースライン調査を行い教師にとって難しいトピックから選びたい。 

 

今後の M&E 活動について 

 （DT を活用してはという意見に対して）M&E の実施には特定の技術が求められるため、DT が M&E

を実施するためには研修が必要。 

 （DT が授業観察を、NT がとりまとめと分析を担当するという案に対して）授業観察だけだとして

も、適切な研修（理論と実践に 1週間ずつ）が必要だと思う。 

 （教室レベルでの研修効果発現のためにはより頻繁に M&E を行う必要があり、その意味でも是非

DT を活用すべきしたいという意見に対して）DT の派遣には、研修だけでなくトランスポートの提

供も必要。彼らは普段の教務も抱えており、遠隔校のモニタリングへは行けない。これらを考慮

すると、NT が時間をかけて M&E を行っていく方が低いコストで済むのでは。 

 

パイロット地域と拡大パイロット地域の DT の違いについて 

 拡大パイロット地域の DT の方が学習熱心。これには Sensitization 活動が影響していると考えら

れ、拡大の DT はプロジェクトに対する理解度が高く「知識を求めて」研修にやってくる。 

 

地方研修参加者の減少の原因について 

 ガソリン価格の高騰、案内が不行届、学校長が交通費を出せなかった、などの原因が考えられる。
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ALEI アプローチとシラバスの整合性について 

 ALEI アプローチを用いた授業は準備や実施に時間がかかるため、教育省が配布するシラバスの全

てをカバーできなくなる。長期的には、関係者で協議をして整合性を高めていく必要があるので

は。 

以上

 

 

件名 ナショナル・トレーナーインタビュー② 

日時 2008 年 2 月 7日（木）16:30－17:00 

場所 SESEMAT プロジェクトオフィス 

出席者（相手側） Mr. Paul Musoke (Physics), Sr. Tinkamanyire Mary Theopista (Mathematics)

出席者（JICA 側） 三田村達宏（教育評価）、關谷武司（評価分析）、大林孝典（文責） 

内容： 

インタビューを行った際に以下のコメントを得た。 

 

SESEMAT を知ったきっかけ、コンテスト参加の経緯について 

 （Sr. Mary）新聞でコンテスト案内を見た同僚から知らせをもらった。それまで SESEMAT のこ

とは知らなかった。予選でレッスンプラン提出し、24 人のファイナリストの中に残った。 

 コンテストでは、Senior 3 の生徒を対象に与えられたトピックについて授業をした。SESEMAT

や ALEI アプローチについてはほとんど知らなかったが（INSET に参加した校長から口頭で報告

を受けた程度）、15 年の教師経験とアメリカでの経験もあって良い授業ができたと思う。 

 （Mr. Paul）地方 INSET 参加→2 年目は DT→その後コンテストに応募、という流れがあったた

め、SESEMAT や ALEI-PIEI アプローチについては良く知っていた。 

 

教室レベルでの研修効果について 

 教師は変わってきている。 

 （変わっていないという生徒がいることに対して）全てではないが、授業準備をするなど何人

かの教師は少しずつ変化していると言える。（Mr. Paul） 

 今はまさに変わろうとしている時期だと思う。「行うは難し」の世界なので、もっとフォローア

ップ（＝地方 FU 研修、M&E など）が必要。さもないと研修前の状態に戻ってしまう。（Sr. Mary）

 

ALEI アプローチとシラバスの整合性について 

 ALEI はプロセスで、教師が慣れれば慣れるほど時間は省略できる。（レッスンプランや実験道具

は繰り返し使える。） 

 ESA や National Curriculum Centre のスタッフを INSET に招いて交流している。 
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 国家試験の内容が、Cognitive, Psychomotor, Affective という 3つのポイントに沿って変化し

てきている。（Sr. Mary）（⇒要確認） 

・ シラバスをカバーしたとしても生徒が理解しなければ意味がなく、ALEI アプローチで理解できる

授業を目指すという方針は間違っていない。 

 

多すぎる生徒数と ALEI アプローチについて 

 クラスマネジメントのスキルとグループワークの使い方などがポイント。 

 

NT としての経験に対する自己評価 

 昨年の National INSET で Facilitation を経験、また Primary Teachers College でも研修を行

った。今後はデータ解析のスキルなども身に付けていきたい。 

以上

 

 

件名 ナショナル・トレーナーインタビュー③ 

日時 2008 年 2 月 7日（木）17:00－17:30 

場所 SESEMAT プロジェクトオフィス 

出席者（相手

側） 

Mr.Emmy Ssemmemba, Biology 

Mr.John Ssemmond,  Chemistr 

出席者（JICA

側） 

三田村達宏（教育評価）、關谷武司（評価分析）、大林孝典（文責） 

内容： 

インタビューを行った際に以下のコメントを得た。 

 

中間評価後の業務に関して 

 INSET や M&E 活動の増加で業務量は増えたが、多忙過ぎるとは感じない（Mr. John） 

 仕事の量は増えたが、サポートし合いながらマネージしている（Mr. Emmy） 

 

M&E から見える研修効果について 

 多くの教師が複数の学校で教えていて、十分に ALEI の準備ができていないのは実情。 

 ただし、多くの教師がポジティブに変化している。生徒の参加を促し、アクティビティ前後の

生徒間の意見交換なども見られるようになった。（John） 

 （変化は見られないという生徒の声があったことに対して）物理的、時間的に準備が出来ない

教師、単に理解が浅い教師がいるのは確かだと思う。 

 シラバスを終わらせるために授業を急ぎすぎていて、ALEI に尽力できない可能性もある。 

 対策として、ALEI をうまく実践している教師の授業をモデルとして他の教師に見せるなどが考

えられる。 
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今後さらに強化が必要な部分について 

 特定の難しいトピックにフォーカスする必要がある。 

⇒教師のニーズに応えることも重要だが、シラバスや国家試験の分析から、重要なトピックを選ば

なければならない。（三田村） 

 

 

-117-



 

 

件名 Masaka 県授業観察 

日時 2008 年 2 月 8日（金）8:30 －13:00 

場所 Kako Senior Secondary School 

対象授業 数学、化学、物理、生物（別記録） 

観察者 Mary(NT)、三田村、日下部、大林、關谷 

内容： 

 新学期始まったばかりで、調査団のために模擬授業を準備していただいた。標記 4つの授業を観

察し、気づいた点は以下の通り。 

 

【数学】 

対象：S2 学年、生徒数：47 名。 

授業課題：円の中心の求め方 

教師の研修受講回数：5回（全出席） 

 円の中心の求め方だが、やり方を記したプリントを配り、生徒はそれにしたがって作業を行った。

紙に円を描き、それを切り抜いて、弦を引く。そして二つ折にして、弦に対する垂直二等分線の折

り目をつける。違う場所にもう一度弦を引き、同じ作業を繰り返して、垂直二等分線の交点を得る。

 教師が記したプリントの図があまり良くないので、混乱している生徒が多く見られた（2つ目の

弦を、一つ目と平行に取ったため、交点が求められない）。 

 形的には活動を取り入れて、ALEI らしく見える授業だが、そもそも「どうやれば円の中心を求

められるのか」生徒に考えさせる場面がなかった。「なぜ弦に対する垂直二等分線が円の中心を通

るのか」など、重要なポイントまでたどり着いていない。宿題も易しすぎて、考える必要の無いも

のであった。 

 

【化学】 

対象：S2 学年、生徒数：43 名。 

授業課題：金属の水に対する反応 

教師の研修受講回数：5回（全出席） 

 生徒一人ひとりが試験管を持って、金属と水との反応を試していた。やや収拾がつかない状況だ

ったので、グループ学習を取り入れた方が良かったかもしれない。 

 実験を始める前に、生徒に対して、金属ごとの反応の激しさの順序を予想させていたが、何を根

拠として反応の激しさに大小があるのか考えさせる問いが欲しかった。実験のまとめでもそれに触

れることがなく、結果として、なぜ初めに予想させたのか、この実験で何を生徒に理解させようと

したのかが判然としなかった。 

 

生徒のコメント：化学の先生は、ほぼ毎時間実験をしてくれる（ノートや Worksheet からもそれは

裏付けられる）。実験は好きだし、授業もよく分かる。Student Vocation Guide は見たことがない。

 

【物理】 

対象：S4 学年、生徒数：35 名。 
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授業課題：音と波 

教師の研修受講回数：5回（全出席） 

 導入に地震や津波を例としてあげていたが、ウガンダでは地震はあまりないようで、生徒の興味

を喚起するには不適切であったかもしれない。 

 2 つの実験を行った。一つは長さの違う振り子の共鳴（6グループ）。もう一つは音叉を使った音

の共鳴（4 グループ）。実験が思うように行かないために、時間をかなり費やして、だらだら感が

あり、まとめの時間もなくなってしまった。 

 この授業でも同様で、何が知りたいからこの実験をやるのか、なぜこの実験方法なのかなど、生

徒は理解できていないと思われる。問題解決型までには至っていない。 

 

生徒のコメント：去年も実験は適宜取り入れてくれていた。Worksheet も配ってくれる。物理は難

しいが、実験は面白い。Student Vocation Guide は見たことがない。 

 

以上

 

-119-



 

 

件名 Masaka District DT インタビュー 

日時 2008 年 2 月 8日（金）15:30 －16:30 

場所 Bukulula 女子高, SESEMAT Office 

出席者（相手側） DT10 名 

出席者（JICA 側） 日下部、關谷 

内容： 

 インタビューを行った際に、以下のコメントを得た。 

 

DT 自身の能力 

 これでよいという限りがあるわけではないが、ALEI のトレーナーとして自信ができた。 

 教科内容についてまだ足りないところがあると感じる。 

 モニタリング・評価の能力については、5回の研修受講・実施を通して十分な力は備わった。た

だ、実施は時間やロジスティックの面で難しい。 

 研修した先生方をモニタリングし、研修にフィードバックするのは重要だが、これまでは出来

ていない。 

 

教師の授業改善 

 ある程度、ALEI の授業をやろうとして「活動」を取り入れている。 

 態度が変わり、教師中心の授業は減ってきた。 

 

授業準備や全シラバスの網羅、国家学力テストなどの問題 

 教師同士が協力して授業準備をシンプルにすることができる。 

 例え 90％しかシラバスをカバーできなくても 90％理解できれば、100％カバーしても 20％しか

理解しないよりはいい。 

 時間外も活用できる。 

 学習内容は教科間で重複しているところもあるので、シラバスの見直しにより削減も可能。 

（別途、「自分たちはプロなんだから努力するのは当たり前」とのコメントもあり） 

 

生徒の変化 

 プロジェクトで調査している参加指数は向上している。 

 これまで授業に対し受動的であったが、関心が高まり、授業の参加態度は向上した。グループ

ワークにも積極的に参加し、話し合いにも好んで取り組むようになった。 

 

Student Vocational Guide 

 図書館に置いている。壁に張ったりしている。 

 授業中に関連のある内容など紹介することもある。 

 生徒に「読む習慣」が無い。 

 

第 3 サイクルでは参加者が少なかったが・・・ 

-120-



 

 ケニアの騒動で燃料費が高騰した。 

 この時期は国家学力テストの採点など、イベントが多い。 

 直前になって開催時期が変更になった。 

 

Super Science Teacher Contest 

 関心はあり参加したかったが、忙しかった、移動直後だった、情報を得たのが遅かった、など

の理由で参加できなかった。 

 もっと連絡を早く回すべきだ。 

 申し込みや、模擬授業などでカンパラまで出かけて行くのは地方の人間には厳しい。今後は地

方展開も考えてはどうか。 

 実施のタイミングも、休暇中の利用など考慮すべき。 

 

研修の開催時期 

 8 月が一番良い。次は 5月。 

 

校長の関与 

 ALEI の名前は知っているが内容はまったく知らない。移動が多く、新しい校長に理解してもら

うには時間がかかる。 

 ALEI の実践には校長がキーパーソンである。 

 

その他のコメント 

 カリキュラム局や国家試験委員会などとよくすりあわせをするべき。 

 理数科教員が足りない。 

 研修センター（建物）が必要。 

 外国に研修に行けると思っていたのに、Super S & M Teacher Contest だけだ。 

 SESEMAT の受講証をもらっても昇進などに何の役にも立たない。 

 

以上
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件名 Masaka District DMC インタビュー 

日時 2008 年 2 月 8日（金）16:30 －15:20 

場所 Bukulula 女子高, SESEMAT Office 

出席者（相手側） Kigongo Florence C.,  Chairperson 

出席者（JICA 側） 日下部、關谷 

内容： 

センターにおける物品の管理状況は良好であった。コンピューターや印刷機なども機能してい

る。図書の貸し出し状況は 2007 年のべ 52 冊が利用された。 

また、インタビューを行った際に以下のコメントを得た。 

 

研修経費の徴収 

 2005 年は 1.8bn shr.、2006 年は 41.2bn shr.、2007 年が 30.7bn shr.。啓発活動により徴収

額は増えているが、私立校で協力してくれないところが多い。 

 2007 年の徴収額が 2006 年より減少したのは、理数科必須化により、これまで理数科の器材を

持たない学校にとってそれらの購入経費がかさんだため。 

 3 回目の研修は中央からの資金援助はなかった。 

 徴収に応じない学校には教育スポーツ省からの厳しい対応が望まれる（国家試験を受けさせな

いなど）。 

 Masaka 県経費徴収状況 

     2005/2006     2007 

Pub.S.    28/28            28/28 

Pri.S.      30/68(98)        34/68(98) 

一度も徴収に応じない学校：Pri. S. 52 校 

 

自立発展性 

 DT や教科主任を活用し、平日の金曜日や土曜日に研修やモニタリングを行うなど、DMC で検討

中である。 

 モニタリングなどに必要な経費は、すべての学校が徴収に応じればカバーできる。 

 拡大パイロット地域が自立的に研修を実施できたのは、パイロット県での教訓が生かされたか

らである。 

 そもそも初めに中央からの支援があるという前提でプロジェクトはスタートしており、途中か

ら条件が厳しくなるというのは対応が容易ではない。 

 

以上
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件名 拡大パイロット地区センター校視察、校長インタビュー 

日時 2008 年 2 月 12 日（火）9:30－10:30 

場所 Ntare Senior Secondary School 

出席者（相手側） Mr. Humphrey Ahimbisibwe 校長 

出席者（JICA 側） 杉山（団長）、三田村（教育評価）、關谷（評価分析）、日下部（マラウイ事務所）、

大林（マラウイ事務所） 

内容： 

 拡大パイロット地区センター校である Ntare Senior Secondary School を視察訪問し、関係者にイ

ンタビューを行った。その際、以下のコメントを得た。 

 

どのように SESEMAT を知ったのか。なぜ拡大パイロットに手を挙げたのか。 

 本省より中等教育局 Ass.Commisioner である Agaba 氏、技術アドバイザーである岡本氏、そして

ナショナル・トレーナーがやってきて、センター校に選んだからやるようにとのこと。 

 National Program だし、理数科教育振興は良いこと。それで他所の学校みんなで参加することに

なった。 

研修には何人の先生が参加したのか。 

 40 校以上から 230 人以上の先生が参加した。この学校からも数人の先生が参加した。 

マネージメントは？ 

 校長会が行っている。その中で役員を選び、DMC を形成。 

 私立校も入っている。 

 研修の際の宿泊は、同校の生徒用宿泊所。「生徒と同じでは・・・」という不満を言う者もあるが、

本校ではインターネットも出来るし、図書館もあるし、宿泊費・食費を含めても 1 日 7,000 シリ

ングしかかからない。参加者の満足度は高い。 

経費の徴収は？ 

 研修後に行った。生徒一人当たり 3,000 シリング。私立は関心の方向が異なる。 

研修内容は？ 

 非常に有益である。 

 このプログラムは大学から入れて、教育現場でリフレッシュするのが良いと思う。 

ここの学校にとって ALEI アプローチは？ 

 ここの学校はとても優秀。教師も選りすぐり。学習者中心教育はとてもいい。理数科の学習はそ

うあるべき。唯一、クラスサイズの問題がある。器具も足りない。本校の平均的サイズは 55 人だ

が、多いところでは 100 人近いところもある。 

 授業準備が必要なことに関しては、本校の教師は全員以前から準備している。 

 

以上
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件名 拡大パイロット地区 DT および教員とのインタビュー 

日時 2008 年 2 月 12 日（火）10:30－11:00 

場所 Ntare Senior Secondary School 

出席者（相手側） 同校の DT 

隣の学校の DT 

隣の学校の教師 

出席者（JICA 側） 杉山（団長）、關谷（評価分析）、大林（マラウイ事務所） 

内容： 

 拡大パイロット地区 DT および教員とのインタビューを行った。その際、以下のコメントを得た。 

 

ALEI アプローチについて 

ポジティブなコメント（2人） 

 参加者は、これまで身のまわりの物で理科を教えられるとは思っていなかった。 

 中央研修で受けた通りに、地方で研修をしている。 

 最初は分からなかったが、学習者中心主義を理解し、研修受講に満足している。 

 保護者も生徒も満足している。 

ネガティブなコメント（5人） 

 District のトレーニングを初めて一人で講師として実施するのは大変だった。 

 シラバスの量は多く、児童中心主義では時間がかかるので、カバーできない。 

 ゆえに国家学力テストに対応できない。 

 一クラスの人数が多すぎて、児童中心主義は困難である。 

 受け持ち授業数が多いので、授業準備できない。 

 実験器具がない。特に田舎の学校では、先生でも器具を見たことがない。 

 生徒は国家学力テストの時に初めて見るくらいで、問題が分からない。生徒は教科書も持たない。

Teaching Guideline は知っていますか？ 

 知っていた。 

Teaching Guideline は知っていますか？ 

 （ノーコメント） 

Super Science Teacher Contest は魅力的ですか？ 

 何人応募するかも分からず、勝てるかも分からないのに、わざわざ首都カンパラまで泊りがけで

申込書を持っていけない。 

 地方予選があるなら参加したい。 

 

以上
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